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序 文 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、セネガル共和国のカオラック州、ティエス州、ファティ

ック州中学校建設計画にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社

毛利建築設計事務所に委託しました。 
 
調査団は、2014 年 9 月から 2015 年 5 月まで、セネガルの政府関係者と協議を行うとと

もに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告

書完成の運びとなりました。 
 
この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 
 
終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
 
2015 年 6 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長   戸田 隆夫 

 





 
要 約 

 
1. 国の概要 
セネガル共和国（以下「セネガル」という）は、アフリカ大陸西部の大西洋に面し、北

にモーリタニア、東にマリ、南にギニアとギニアビサウに接し、更に国の内部にガンビア

を抱えている。面積は約 19.7 万平方キロメートル（日本面積の半分強）で、20 の民族グル

ープ及び 1,413 万の人口を擁する（2013 年、世界銀行、以下「世銀」という）。首都ダカー

ルはアフリカ西部地域の主要港湾であり、コートジボワール共和国の港湾都市アビジャン

と並んでフランス語圏西アフリカの商業の中心都市である。 
国土の北部はサハラ砂漠に続く乾燥気候であるが、中央部はサバンナ気候、また南部は

熱帯性気候となっている。冬は北東から、夏は南西から季節風が吹くことにより乾季（11
月～5 月）と雨季（6 月～10 月）に分かれる。乾季には、ハルマッタンと呼ばれる乾燥した

熱風が内陸部で吹く。 
対象地域は、サバンナ気候に属し、雨季と乾季が明確である。雨季は 7 月上旬から 10 月

頃までの約 4 か月間であり、中でも 8 月の降雨量は最も多く、約 300～500mm になる。一

方、雨季直前の 4 月から 5 月には内陸部では最高気温が 40℃以上になることもある。 
 経済は農業が中心である。主な輸入品は食料品、石油製品、鉄鋼品目、輸出品は魚介類、

精油、リン酸製品、建設資材（石灰、セメント）となっている。2013 年における一人当た

り GNI は 1,050 ドル（2013 年、世銀）である。 
 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

セネガル政府は 2012 年に策定した「教育の質・公平性・透明性改善計画（2013-2025）
（以下「PAQUET」という）」において、初等教育と前期中等教育とを合わせた 10 年間の

基礎教育の普遍化を最優先課題の一つとして掲げている。 
セネガルでは 2004 年の教育基本法改正により、初等教育に加えて前期中等教育も義務化

され、初等教育総就学率は 2000 年の 67.2%（男子：71.9%、女子：62.3％、ジェンダー平

等指数 GPI：0.87）1から 2013 年には 93.0%（男子：87.9％、女子：98.4%、GPI:1.12）、
前期中等教育総就学率は 2000 年の 19.6%（男子：24.0%、女子：15.4%、GPI: 0.64）から

2013 年には 58.0%（男子：56.9%、女子：59.1%、GPI:1.04）と、近年共に上昇している。

また教育施設の拡充ニーズは一定の充足がみられる初等教育から、依然として不足が大き

い前期中等教育へ移行しつつある。本プロジェクトが対象とするカオラック州、ティエス

州、ファティック州では、急増する前期中等生徒に対して教室建設が追い付いておらず、

多くの中学校では藁葺の仮設教室を建設したり、移動教室の実施や、施設を間借りして授

1 本項目における 2000 年、2013 年の統計はそれぞれ教育省発行の「国家教育状況報告書 2011」「国家教育状況報告書

2013」より引用。また、GPI については調査団計算による。 
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業を行ったりして対応している。また、対象地域における 2013 年の公立中学校の 1 学級当

たり生徒数は、政府が目標とする標準人数(45 人)と比べて高く（カオラック州：54 名、テ

ィエス州：59 名、ファティック州：51 名）、特に、本プロジェクト対象地域は 1 教室当た

りの生徒数が 150 名を超える学校もある。加えて、前期中等教育への進学条件であった初

等教育修了資格が 2011 年に免除されたことから、今後も前期中等教育進学率の向上に伴い

中学生数は増加し、更なる教室不足及び過密状態の悪化が懸念される。 
このような背景の下、セネガル政府はカオラック州、ティエス州、ファティック州におい

て、教室建設にかかる日本の無償資金協力を要請した。当初、セネガル側からは既存の 45
中学校のリストが要請対象候補として提出された。これに対し、既に教室建設が実施中あ

るいは実施済みと判明した学校を除外し、教室建設のニーズが高い学校を追加・入替え、

最終的には既存の 42 中学校を最終要請校とし、調査を実施することとなった。なお、最終

要請校にはセネガル側によって、管轄する県視学官事務所（以下「IEF」という）毎に優先

順位が付けられた。 
 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

 国際協力機構は、2014 年 10 月～11 月に現地調査と、2015 年 3 月に概要説明調査を実施

した。本プロジェクトはセネガル側の要請と、現地調査及び協議を踏まえて、以下の方針

に基づき計画した。 
 
（１）計画対象校の絞り込み 

 本プロジェクトでは要請されたサイトも 42 校と多く、対象地域が 3 州と広範囲であるた

め、計画対象校を絞って、その学校に必要な教室を建設する。計画対象校の絞り込みは、

セネガル側と合意した選定基準に加え、セネガル側の優先順位、アクセス、既存施設の有

無、他ドナーやセネガル政府の教室建設計画可能性の有無などの項目を重視し、これらの

項目を点数化し、IEF 毎の総合優先順位を付けた。事業規模に鑑み、総合優先順位の上位

から、ファティック州の 5 校、カオラック州の 10 校、ティエス州の 5 校、合計 20 校を計

画対象校とした。 
                                                                                                                         
（２）計画コンポーネント 

 計画コンポーネントは、教室の他、管理棟、トイレ棟、教育家具及び電気、給水設備と

する。なお、管理棟を既に保有している学校については、管理棟の整備は行わない。また、

本プロジェクトではソフトコンポーネントは含めない。 
 
（３）計画教室数の設定 

 各計画対象校の必要教室数は、完工予定である 2017/18 年度の生徒数を予測し、セネガ

ル国民教育省と合意した、1 教室当たり生徒数 45 人で除して算出した。計画教室数はこの
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必要教室数から、継続使用可能教室数を減じて算出した。この結果、全 20 校における計画

教室数は 183 教室となった。 
 
（４）施設計画内容 

 州視学官事務所（以下「IA」という）及び IEF 別の計画内容を以下に記す。 
 

施設の計画内容 
IA IEF 学校数 教室数 管理棟数 トイレブース数 

ファティック ジョフィオール 2 14 2 16 
ファティック 3 26 2 28 

カオラック 
カオラック・デ
パルトマン 5 59 4 60 
ニョロ 5 39 5 48 

ティエス ンブール 2 5 45 5 48 
合計 20 183 18 200 

 
 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

 調達代理契約及び詳細設計・施工監理コンサルタントの契約後、詳細設計、入札図書

作成、図書承認（4.0 ヶ月）、入札、評価、契約交渉、関係機関の承認、工事契約（4.0 ヶ月）

の手順で進められる。これに要する作業期間は 8.0 ヶ月である。 
建設工期は、第 1 グループ、第 2 グループの建設教室の最大数を有するサイトをクリテ

ィカルパスとして工期を設定する。また、同一サイトで複数の建物を建設するため、サイ

ト内でずらし着工が必要となる。 
グループの工期は先行案件の工事実績から第 1 グループは 15 ヶ月、第 2 グループは 14

ヶ月とする。 
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事業実施工程表 

 
（注）  雨季 

  

本プロジェクトに必要な事業費は、15.11 億円（日本側負担分：13.41 億円、セネガル側

負担分 1.70 億円）と見込まれる。 
 
5. プロジェクトの評価 

（１）妥当性 

 本プロジェクトは、セネガルの国家開発計画である「国家経済社会開発戦略（2013 -2017
年）（SNDES）」及び教育セクター開発計画である「教育の質・公平性・透明性改善計画(2013
年‐2025 年)（PAQUET）の目標達成に資する計画である。更に、我が国の対セネガル別

援助方針では、「教育への公平なアクセスと質の改善のための支援や教育行政の改善など

を行う」ことが明記されており、本プロジェクトによる支援は同方針に合致する。 
加えて、本プロジェクトは、TICAD V「横浜行動計画 2013-2017」で具体的支援活動と

して提示された「小中学校の建設及び教室整備」を具現化するものであり、日本が重視す

る支援分野の目標達成に寄与するものである。 
これらの理由により、本プロジェクトは我が国の無償資金協力による実施が妥当である

と判断される。 
 
（２）有効性 

 本プロジェクトの実施により、以下の定量的な効果が期待できる。 
 対象校における継続使用可能な教室数が 68 教室から、251 教室に増加する。 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

▲ ▲ ▲ ▲
閣議 EN/GA AA コンサル契約

詳細設計・承認

OD/ DD OD/ DD

入札公示～契約

公示 入札 契約 公示 入札 契約

建設工事（第1グループ）
工期14ヶ月

準備 工事 検査

建設工事（第2グループ）
工期13ヶ月

準備 工事 検査

入札・契約

公示 入札 契約 公示 入札 契約

機材、家具調達
第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ

製作 搬入

機材、家具調達
第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ

製作 搬入

月

閣議、契約等

施設

機材
家具

2017年 2015 2016 2018

29.0ヶ月

21.0ヶ月

第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ 第2グループ

第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ 第2グループ

第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ 第2グループ
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 対象校における継続使用可能な 1 教室当たりの生徒数が 151 人から 49 人に改善する。 
 
 また、以下の定性的効果が期待できる。 
 良好な学習環境を整備することにより、前期中等教育の質向上に寄与する。 
 男女別トイレを整備することにより、女子生徒の教育環境が改善する。 
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計画対象地域図 

 

 
計画対象サイト図  

  

 



 

完成予想図

 



I 計画対象サイトの様子  

  

FT-3：ジョル マンガン中学校(ID:1)  
サイト内の既存施設には、教室棟（8教室、うち 3教室は

建設中）、管理棟（校長室のみ）、トイレ棟がある。 

FT-3：スジャン中学校(ID:3) 
創立は 2013 年。APE が 3 教室を建設中だが、現在は、仮設 3
教室のみで授業を行っている。 

  

FT-4：トッファイ中学校(ID:4)  
計画対象校は、教室棟（4 教室）のみで運営されている。

敷地は平坦な砂地で、水の浸透が早い土壌である。 

FT-7：ンゴニン中学校(ID:7) 
写真は村の若者有志が 2012 年に建設した教室棟で、2 教室が

使用中、1 教室（写真手前）は未完成である。 

  

FT-8：ンバダットウ中学校(ID:8) 
敷地内 8 教室、敷地外の間借り教室 2 教室の大規模校で、

現在 APE により 2 教室棟が建設中である。 

KA-2：チョフィオール中学校(ID:10) 
サイトは舗装道路から 7km に位置する。現在は 4 教室で運営

中だが、うち 2 教室は老朽化が顕著で継続使用が不可能。 

 



  

KA-4：ガンジャイ 2 中学校(ID:12) 
建設予定サイトには既存施設はなく、樹木が数本あるのみ。

同校は現在、近隣小学校を間借りして授業を実施。 

KA-5：ンブマ中学校(ID:13) 
 敷地中央に給水栓がある。建設予定サイトには既存施設はな

く、樹木が数本点在するのみ。 

  
KA-8：ビタヤン アブドゥ中学校(ID:16) 
現在、村中心部の仮設 2 教室、小学校の間借り 4 教室で授

業を行っており、同校所有の施設はない。 

KA-10：ンドファン ラゲム中学校 (ID:18) 
先行案件では調査対象校であったが、優先度が低く計画対象外

となった。  

  
KA-16：クール ヨロ ホージャ中学校(ID:34)  
写真左手の建設中の 2 教室、右手の欧米系 NGO 支援によ

る教室棟（2 教室）で約 400 人の生徒が就学している。 

KA-17：ワック グナ フランコ アラブ中学校 (ID:35)  
建設予定サイトには、既存施設はなく、樹木が数本点在する。

電気、給水設備はない。 

 



  

KA-18：カイモー中学校(ID:36)  
既存教室（2 教室ｘ2 棟）は村落共同体により 2010 年に建

設された。 

KA-20：ポロハーン中学校 (ID:38) 
21 教室を有する大規模校。高等部もある。使用中教室のうち 4
つは藁葺きの仮設教室である。 

  
KA-21：クール セット ジャフー中学校 (ID:39) 
写真中央はフランス NGO の援助による 1 教室、右手に建

設中の 2 教室（屋根無し）、校長室、教室と続く。写真左

側の建物は隣接する小学校。 

TH-1：ンジャラオ中学校(ID:23) 
幹線道路から未舗装路を約 25 分入った地域の学校。小規模か

つ施設のグレードは必ずしも高くないが、非常に良く維持管理

されており、清掃状況も極めて良好である。 

  

TH-2：トコマック中学校 (ID:24)  
計画対象校は現在公共施設を間借りして運営している。建

設予定サイトには現在 2 教室が建設中（写真中央右奥）。

隣に一般無償による小学校（2004 年建設、写真中央左手）

があり、良い状態で維持されている。 

TH-5：ヤボ ヤボ中学校 (ID:27)  
学校敷地に教室棟（3 教室）とトイレ棟が 2013 年に建設され

たが、学校の管理部門やその他の教室は、道の反対側にある地

域の研修施設の建物を利用している。併せて、仮設教室や青空

教室も利用されている。 

 



  

TH-6：ウンジャンダ中学校 (ID:28) 
現在、村の中心部の間借り教室で授業を行っている。建設

予定サイトは現在の間借り場所から 0.5km 程度の距離に

ある空き地であり、完全移転する計画となる。 

TH-7: タタゲン セレレ中学校 (ID:29)  
敷地内には 3 教室棟があり、トイレ棟が建設中で間もなく完成

予定である。 

II 類似案件の状況  

  

先行案件で建設対象となったティエス州のダロ・サラム中

学校。校庭にはゴミがなく、学校全体で維持管理が良好。 
KA-3: シカトロム中学校(ID: 11)  
欧米系 NGO が建設した（2014 年建設）2 教室棟内部で授業を

行う様子。 

 

 

TH-2: トコマック中学校 (ID: 24)に隣接する一般無償に

より建設された小学校教室内部。整理整頓されている。 
 

 



III 授業風景他  

  

FT-7:ンゴニン中学校(ID: 7)  
2 人掛けのところを 3 人で使用しているベンチテーブルも

あり、過密する教室内の様子。教室は標準設計を満たして

いない。 

KA-15:バンドウロウ中学校(ID:15) 
過密する教室内の様子。 

  

KA-8:ビタヤンアブドゥ中学校 (ID:16)  
左側の既存教室の壁を活用して、藁素材の仮設教室を建設

している様子。 

TH-8:ンジェマン中学校 (ID:30) 
過密する仮設教室内部の様子。この仮設教室は現地で一般的な

ものであるが強風や豪雨には耐えられない。 

 

 

TH-3:アガンジマック中学校(ID:25) 
コミュニティで建設した教室内部の様子。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 





第1章 プロジェクトの背景・経緯 

 
1-1 当該セクターの現状と課題 

 
1-1-1 現状と課題 

 
1-1-1-1 教育制度 

セネガル共和国（以下「セネガル」という）の教育制度は就学前教育（3 年間）、初等教

育（6 年間）、前期中等教育（4 年間）、後期中等教育（3 年間）、高等教育に分かれ、義務教

育期間は初等教育及び前期中等教育の 10 年間となっている。 
本プロジェクトの対象サブセクターである前期中等教育は、「国民教育省」（以下「教育

省」という）の管轄下にある。 
セネガルの教育年度は 10 月に始まり、3 学期制である。2013/14 年度は 1 学期：10 月 3

日～12 月 21 日、2 学期：1 月 6 日～3 月 22 日、3 学期：4 月 7 日～7 月 31 日となってお

り、8 月、9 月が夏休みである。 
本報告書では、初等教育、前期中等教育、後期中等教育を実施する学校をそれぞれ、小

学校、中学校、高校と表記する。 
 

 
 

図 1-1 セネガルの教育制度  
 

1-1-1-2 教育行政 

 セネガルでは、1996 年に公布された地方分権化に係る法律により、中央政府から地方自

治体への「分権化」と、中央から地方出先機関への業務「分散化」を進めており、教育行

政もその一環として位置付けられ、分権化、分散化が推進されている。 
「分権化」では、教育を含む 9 分野にて、計画・実施権限と予算が中央から地方自治体

年齢 (6) 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

1 2 3

1 2 3 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 1 2 3 4 ～

1 2 3 4

CFEE ： 初等教育修了証
BFEM ： 前期中等教育修了証
BAC ： 後期中等教育修了証（バカロレア）
Licence ： 学士

基礎教育課程（義務教育） 6 or 7～16歳

普通課程

職業課程（3年～4年）

就学前教育 初等教育 前期中等教育

BFEM

BAC

後期中等教育 高等教育

小学校 中学校(CEM) 高校(Lycée)

LicenceCFEE
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へ委譲された。具体的には、州政府が高校の運営、市と村落共同体が小・中学校の運営に

責任を負うこととなった。なお、中学校については、県が学校運営に関わる可能性も出て

きている 2。それぞれ、学校建設を含む教育施設の拡充、維持管理、教科書及び備品の調達

等、学習環境の整備等の役割が与えられている。しかし、実際には行政経験、人材、資金

の不足により、運営者としての役割を十分に果たしていない。 
また、分権化の一環として、中学校には校長、教職員代表、生徒代表、父母会（以下「APE」

という）代表による学校運営委員会（以下「CGE」という）が設置されている。CGE は教

育省からの補助金や、生徒から徴収される年間登録料を主な財源とし、仮設教室を含む学

校設備の整備、施設の維持管理、備品・消耗品の購入、試験の実施等、予算内容を決定し

て学校運営を行っている。通常、学年始めと学年末の 2 回会合を持ち、学年始めに学校運

営計画とその予算を決定し、学年末に支出報告がなされる。 
父母のみから構成される APE は、CGE とコミュニティの調整役を担ったり、CGE の学

校運営支援などを行っている。 
 「分散化」では、教育省からその出先機関である州視学官事務所（以下「IA」という）

及び県視学官事務所（以下「IEF」という）に対して行政権限が委譲されている。各機関の

主な職掌は次の通りである。 
 

州レベル：IA 高校の監督、教員試験や契約教員のマネジメント、教育統計の分析

等 

県レベル：IEF 小・中学校の監督、各種試験の実施、教員の能力開発、県内の教育

統計分析等 
 
 

1-1-1-3 前期中等教育へのアクセス 

 
（１） 生徒数 

 2004/05～2013/14 年度の 10 年間における、セネガル全国及び本プロジェクトの対象 3
州であるファティック州、カオラック州、ティエス州の前期中等生徒数（公立・私立合算）

推移を次のグラフに示す。全国でも対象 3 州においても、生徒数は一貫して増加傾向にあ

り、全国的には、2004/05 年度の約 31 万人から、2013/14 年度の約 75 万人、ファティック

州では約 1.9 万人から約 5.6 万人、カオラック州では約 2.4 万人から約 6.1 万人、ティエス

州では約 4.4 万人から約 12.2 万人と、それぞれ 10 年間で 2 倍以上に生徒数が増加した。 
この背景には、2000 年以降に策定された累次の教育セクター計画によるアクセス向上等

の取り組みがある。2004/05 年度には全国で約 144 万人 3であった初等教育における児童数

2 2014 年 7 月時点でのでの情報。当該情報は、先行案件である「ダカール州及びティエス州小中学校建設計画」他のソ

フトコンポーネント活動を実施している NGO からのものである。ただし、2014 年 10 月時に行われた調査時には、県

レベルの関わりは確認できなかった。 
3 セネガル教育省「教育統計 2013/14」 
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が、2012/13 年度には約 189 万人 4へと増加したことや、初等教育から前期中等教育への進

学率も 88.8%5と高い水準に達している。なお、初等教育から前期中等教育への進学率が高

いのは、2011 年に入学条件であった初等教育修了資格が免除となった影響も大きいと考え

られる。 

 
（出典：セネガル教育省 教育統計 2013/14） 

図 1-2 前期中等生徒数の推移（公立・私立合算） 
 

2013/14 年度の前期中等生徒数の公立・私立在学の内訳は以下の通りである。対象 3 州に

ついては、ティエス州で約 11％の中学生が私立に通学するが、ファティック州、カオラッ

ク州においては、私立中学生の割合は 5％台に留まる。全国的にも 3 州においても、前期中

等教育は公立校が中心といえる。 
 

表 1-1 公立・私立別前期中等生徒数内訳 
（単位：人） 

IA 公立生徒数 私立生徒数 合計 私立生徒割合 

ファティック 53,494 3,160 56,654 5.6% 

カオラック 57,838 3,597 61,435 5.9% 

ティエス 108,539 13,912 122,451 11.4% 

セネガル全国 656,459 98,505 754,964 13.0% 

（出典：セネガル教育省 教育統計 2013/14） 

4 同上 
5 セネガル教育省「国家教育状況報告書 2013」 
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（２） 就学率 

セネガルの初等総就学率は 2003/04 年度の 79.7%から 2008/09 年度に 90.1%と 9 割を超

え、2011/12 年度の 94.4%をピークに 2012/13 年度には 93.0%6となっている。現在の就学

率は比較的高いが、総就学率 100%達成を前に足踏み状態である。 
2012/13 年度の州別・男女別の前期中等教育総就学率を下表に示す。就学率は、ダカール

で 89.5％と最も高く、カフリン州の 22.0%が最も低く、両者には 67.5ポイントの差があり、

州間格差が激しい。 
 

表 1-2 2012/13 年度の全州就学率 
IA 男 女 合計 

ダカール 83.5% 95.7% 89.5% 

ジュルベル 29.6% 30.7% 30.1% 

ファティック 64.1% 67.2% 65.6% 

カフリン 22.3% 21.7% 22.0% 

カオラック 67.9% 68.1% 68.0% 

ケドゥグ 65.0% 39.7% 52.5% 

コルダ 47.0% 35.3% 41.3% 

ルーガ 38.1% 40.7% 39.4% 

マタム 35.9% 44.8% 40.3% 

セドゥ 76.5% 50.6% 63.8% 

サン・ルイ 54.4% 65.6% 59.9% 

タンバ 33.1% 27.9% 30.6% 

ティエス 66.5% 75.3% 70.8% 

ジガンショール 82.8% 82.9% 82.9% 

セネガル全国 56.9% 59.1% 58.0% 

（出典：セネガル教育省国家教育状況報告書 2013） 

 
以下の表は、対象 3 州と、全国の 2006/07 年度及び 2012/13 年度の前期中等教育総就学

率を比較したものである。前期中等生徒数の増加と、9 割を超えた初等総就学率を反映し、

わずか 6 年間で各州・全共に、急激に総就学率が上昇した。特にカオラック州では、2006/07
年度で 24.8%と全国平均を大幅に下回っていたが、2012/13 年度では 68.0%と全国平均より

も 10 ポイントも高くなっている。 
また、2006/07 年度には、全国的にも、対象 3 州でも女子就学率は男子就学率よりも低か

ったが、2012/13 年度にはそれが逆転し、女子の就学率の方が高くなっている。これには、

教育省が女子教育強化にかかる啓発活動の実施を行ってきたこと 7等が功を奏していると

考えられる。 
このように概して就学率は上昇傾向にあるものの、全体的には、2012/13 年度の全国総就

6 本ページの初等教育就学率統計は全て「セネガル教育省 国家教育状況報告書 2013」より引用 
7 JICA 「基礎教育セクター情報収集・確認調査 国別基礎教育セクター分析報告書-セネガル-」（2012 年） p. 20 
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学率は 58.0%、対象 3 州で最も数値の良いティエス州でも総就学率は 70.8%とまだ改善の

余地が大きいことも分かる。 
 

表 1-3 前期中等教育総就学率の比較 

IA 
2006/07年度 2012/13年度 

男 女 合計 男 女 合計 

ファティック 38.7% 31.9% 35.4% 64.1% 67.2% 65.6% 

カオラック 28.6% 21.0% 24.8% 67.9% 68.1% 68.0% 

ティエス 40.6% 38.1% 39.4% 66.5% 75.3% 70.8% 

セネガル全国 39.9% 32.4% 36.2% 56.9% 59.1% 58.0% 

（出典：セネガル教育省 国家教育状況報告書 2009, 2013） 

 

（３） 学校数 

 生徒数増加に対応し、学校数も急激に増加している。以下に 2006/07 年度と 2013/14 年

度の公立中学・中高一貫校数の比較を示す。全国的にも、対象 3 州においても農村部を中

心に学校が増えている。本プロジェクトにおいては、対象 3 州の 42 校を調査したが、半数

以上の 24 校が 2010 年以降に設立された比較的新しいものであった。なお、2013/14 年度

の教育統計によれば、対象 3 州及び全国で以下のとおり学校施設建設が計画されている。 
 

表 1-4 建設計画中の公立中高施設数 
（単位：校） 

IA   中学校 中高一貫校 合計 

ファティック 
農村部 14 6 20 

都市部 6 1 7 

カオラック 
農村部 2 0 2 

都市部 7 1 8 

ティエス 
農村部 12 3 15 

都市部 8 1 9 

セネガル全国 
農村部 130 21 151 

都市部 88 8 96 

（出典：セネガル教育省 教育統計 2013/14） 

 
 この背景には、2000 年に策定された「教育訓練 10 ヶ年計画 (2001-2011)」（以下「PDEF」
という）で、アクセス可能な地域に中学校を設立するという方針が打ち出され、セネガル

政府による統合投資予算（以下「BCI」という）や、ドナーからの支援により多くの学校教

室建設が実施されている事実がある。例えば、セネガル政府は 2014 年 BCI 予算により、

中学校用に 250 教室建設を計画している。 
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表 1-5 公立中学・中高一貫校数比較 
（単位：校） 

IA 
2006/07年度 2013/14年度 

2006/07～2013/14年度 
増減 

農村部 都市部 合計 農村部 都市部 合計 農村部 都市部 合計 

ファティック 51 10 61 84 15 99 +33 +5 +38 

カオラック 38 25 63 72 34 106 +34 +9 +43 

ティエス 40 37 77 80 58 138 +40 +21 +61 

セネガル全国 377 246 623 743 414 1,157 +366 +168 +534 

（出典：セネガル教育省 教育統計 2006/07, 2013/14） 

 

1-1-1-4 前期中等教育の質 

 
（１） 1学級当たり生徒数 

2012/13 年度の公立中学校における 1 学級当たり生徒数を以下に示す。セネガルでは、1
学級当たりの標準生徒数は従来 45 人であったが、2014 年 5 月に国際基準に合わせ 33 人を

目標に設定した。下表に拠れば、全体的に農村部よりも都市部の方が 1 学級当たりの過密

度が高い。また、全国及び対象 3 州で 1 学級当たりの生徒数は旧標準すらも満たせていな

い状況にある。 
表 1-6 公立中学校１学級当たり生徒数 

（単位：人） 

IA 
2012/13年度 

農村部 都市部 平均 

ファティック 49 57 51 

カオラック 48 63 54 

ティエス 51 68 59 

セネガル全国 46 61 54 

（出典：セネガル教育省 国家教育状況報告書 2013） 

 
（２） 教室の状況 

学校数と同様に教室数も増加している。以下に 2006/07 年度と 2013/14 年度の公立中学・

高校 8における教室数を示す。7 年間で倍以上に教室数が増えている。 
 

  

8 教育統計の教室に係る統計については、中学校・高校別の教室数を公表していない。また、本数値には中高一貫校の

教室数も含む。 
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表 1-7 公立中学・高校における教室数比較 
（単位：教室） 

IA 2006/07年度 9 2013/14年度 
2006/07～2013/14年度 

増減 

ファティック 458 1,024 +566 

カオラック 448 1,127 +679 

ティエス 645 1,647 +1,002 

セネガル全国 5,298 13,285 +7,987 

（出典：セネガル教育省 教育統計 2006/07, 2013/14） 

 
このように、統計上教室数は増加しているものの、教育現場においては学級数に対し、

教室数が不足しているため、生徒が特定の教室で学習できず、授業毎に教室を移動する「移

動教室 (classe tournante)」を実施したり、土曜日も授業を行う等の措置が取られたりして

いる。調査対象となった 42 校中 32 校でも移動教室が実施されており、移動教室や土曜授

業を実施しても、教室不足のため授業数を削減せざるを得ない学校もあった。なお、この

移動教室については、先行案件である「ダカール州郊外中学校建設計画」（以下「ダカール

郊外」という）等でも報告されている。 
また、統計に示される教室には、藁と木材で建設される仮設教室や、近隣の小学校や公

共施設の部屋を間借りした教室等も多く含まれていると考えられる 10。仮設教室は、狭い、

暗い、雨漏りがするなどの理由で荒天時には使用できないといった問題がある。また、間

借り教室は、倉庫等で窓のない劣悪な環境の場合もある。調査対象の 42 校では、このよう

な仮設・間借り教室を活用して授業を実施している学校が多く、7 校は仮設・間借り教室の

みを使用して学校運営を実施していた。すなわち、アクセス可能な地域に中学校を設立す

るという政策に対応し、急遽中学校を開校したものの、施設の整備が追い付いていない学

校が多いと考えられる。 
仮設教室や間借り教室への依存は授業数削減にも繋がっている。間借り教室については、

学校から離れた場所で借りざるを得ない場合があり、教員も生徒も移動時間を取られ、学

習環境として効率が悪い。仮設教室については、屋根の材料であるミレット 11の収穫が完

了する 10 月～11 月以降でなければ建設できず、10 月初旬の新学期開始に間に合わないた

め、年間授業数を減らさざるを得ない学校もある。 
また、仮設教室は、藁や木材といった耐久性が悪い建材で建設されているため、毎年建

替える必要があり、多額の学校運営予算が仮設教室の建設に充てられ、教材・文具購入費

用などを圧迫する問題にも繋がっている。 
 

9 2006/07 年度教育統計の「使用中教室数」を引用。 
10 セネガル教育省発行の教育統計では、2011/12 年度版迄は公立中学・高校の教室につき、仮設・間借り教室数を公表

していたが、2012/13 年度以降は公表を取りやめた。 
11 黍（きび）の一種 
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（３） 内部効率（進級率、留年率、退学率） 

 2012/13 年度の全国及び対象 3 州の前期中等教育における進級率、留年率、退学率は下表

の通りである。全国でも対象 3 州でも留年率が概して高いことが分かる。ファティック州

の数値の悪さは全国平均と比しても顕著である。また、全項目において女子の数値が悪い

傾向にある。特にファティック州ではその傾向が強い。 
 

表 1-8 2012/13 年度前期中等教育進級率・留年率・退学率 

（出典：セネガル教育省 国家教育状況報告書 2013） 

 
なお、サイト調査の聞き取りでは、留年率が高い主な理由は、①中学入学条件として、

初等教育修了資格が免除となったため、中学 1 年生の基礎学力が非常に低いこと、②教室

が過密であり学習環境が悪いこと、③①と②の影響もあり最終学年の前期中等教育修了試

験(BFEM)に合格率が低いこと等が挙げられた。 
また、多くのサイト調査対象校では、退学者は多くないとしつつも、生徒たちの退学理

由の主なものとして、①女子生徒の早期結婚・妊娠、②学業不振生徒の通学意欲喪失、③

（農村の場合は）農作業への従事等が挙げられた。この高い留年率と退学率の結果が、全

国で 7 割程度の平均進級率となっている。 
また、下のグラフは、2013/14 年度の公立校の学年別生徒数を示したものである。全国的

にも対象 3 州においても、中学 1 年生生徒数が最も多く、学年が高くになるにつれ、生徒

数が減少する傾向にある。これは、多くの生徒は基礎学力が低く留年するため、中学 1 年

生に生徒が滞留しがちであることを示している。 

男子 女子 全体 男子 女子 全体 男子 女子 全体
ファティック 71.1% 60.9% 65.9% 20.8% 25.6% 23.3% 8.1% 13.5% 10.9%
カオラック 75.6% 73.2% 74.5% 19.0% 20.8% 19.9% 5.4% 6.0% 5.7%
ティエス 83.8% 81.1% 82.4% 14.8% 14.7% 14.7% 1.5% 4.2% 2.9%

セネガル全国平均 73.4% 71.0% 72.3% 17.1% 18.0% 17.6% 9.4% 11.0% 10.1%

IA
進級率 留年率 退学率
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（出典：セネガル教育省 教育統計 2013/14） 

図 1-3 2013/14 年度公立校学年別生徒数 
 
サイト調査で聞き取りしたところ、いくつかの学校が留年対策として、補習授業を実施・

計画していることが確認されたが、教室不足のため、思うように補習が行えないとの回答

もあった。また、学校によっては「留年ゼロプロジェクト」を実施し、出来る限り生徒を

進級させる措置を講じている。 
 
（４） 前期中等教育修了試験(BFEM)合格率 

（３）で述べた通り、内部効率が良くない要因の一つとして、BFEM 合格率の悪さが挙

げられる。以下に全国の BFEM 合格率の推移を示す。2008/09 年度から 2011/12 年度にか

けては順調に合格率が改善し、2011/12 年には約 6 割が合格したが、その翌年の 2012/13
年度には合格率が約 4 割に落ち込んでいる。7 年間に合格者が 5 割を超えたのは 2 回のみと

BFEM の結果は芳しくない。 
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図 1-4 BFEM 合格率推移 

（出典：国家教育状況報告書 2013） 

 
2012/13 年度の全国及び対象 3 州及び男女別の BFEM 結果は以下の通りである。全国的

にも対象 3 州でも、女子の合格率が男子の合格率よりも顕著に低い。特に、カオラック州

では 13 ポイントの差がある。 
表 1-9 2012/13 年度 BFEM 合格率 

IA 
合格率 

男子 女子 合計 

ファティック 41.5% 33.0% 37.3% 

カオラック 47.4% 34.1% 40.8% 

ティエス 45.4% 34.1% 39.3% 

セネガル全国 46.1% 36.4% 41.2% 

（出典：国家教育状況報告書 2013） 

 
 先述したように女子就学率は男子就学率よりも高いが、男子と比較して進級率や BFEM
合格率等の数値が低い。中学入学後は特に女子生徒への学習支援が必要と考えられる。 
 
（５） カリキュラムと教科書 

 中学校の教科とそれぞれの週当たり授業時間数は次の表の通りである。サイト調査での

聞き取りによれば、特に体育や芸術などは教員がいない等の理由で、授業そのものがない

あるいは、座学のみの場合もあるとのことである。 
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表 1-10 中学校教科と週当たり授業時間数 
（単位：時間） 

科目 中 1  中 2 中 3  中 4  

フランス語 6 6 6 6 

数学 6 6 6 6 

生物・地学 2 2 3 4 

物理 - - 4 3 

歴史・地理 4 4 4 4 

公民 1 1 1 1 

英語 5 5 3 3 

第二外国語* - - 3 3 

家庭科 2 2 2 2 

芸術 1 1 1 1 

音楽 1 1 1 1 

体育 2 2 2 2 

合計 30 30 36 36 

（*アラビア語、スペイン語、ポルトガル語から選択。） 

（出典：JICA「ダカール郊外中学校建設計画準備調査報告書」 2014） 

 
 セネガルでは、教科書は貸与制である。「国家教育状況報告書 2013」によれば、教科書

は生徒 1 人当たり 5 冊配布することが目標とされているが、現状では、生徒 1 人当たり利

用可能な平均教科書数は以下の通りである。 
 

表 1-11 中学校生徒 1 人当たりに利用可能な教科書の平均冊数 
（単位：冊） 

IA 中 1 中 2 中 3 中 4 中学校全体 

ファティック 1.7 1.6 2.6 4.0 2.3 

カオラック 2.8 3.1 4.0 5.5 3.7 

ティエス 4.8 7.9 3.2 4.7 5.3 

セネガル全国 2.8 3.6 3.2 4.8 3.5 

（出典：国家教育状況報告書 2013） 

 
サイト調査では、教科によっては教科書が全くない学校もあるなど、多くの学校で教科

書不足が確認された。教育統計 2013/14 年度版によれば、特に歴史や地理の教科書が殆ど

普及していない様子である。現場では、生徒同士で同じ教科書を共有することは勿論のこ

と、教員が教科書をコピーして配布する等して対応している。 
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1-1-1-5 中学校教員 

 
（１） 教員資格 

セネガルの中学校教員資格を以下に示す。CAES は高校教員適正証であるが、中高一貫

校において、中学 1～4 年生の指導が可能である。 
 

資格名 和訳 資格を得るための条件 12 
CAECEM 中学教員適正証 高卒後 2 年の教員養成研修 
CAEM 中・高教員適正証 大卒後 1 年の教員養成研修 
CAES 高校教員適正証 修士取得後 2 年の研修 

 
 後述するが、かつてセネガルにおいては中学校教員の養成・研修機関がダカール大学教

育研修技術学部（以下「FASTEF」という）の 1 ヵ所しかなかったため、大学 2 年の一般

教養課程修了者を臨時教員（以下「VAC」という）として雇用する制度が導入されていた 13。

このため、上記の資格を持たない教員が多く雇用されて、中学校で教壇に立っている。 
 なお、セネガルでは教員は教科別に配置され、1 教員が 2 教科を担当することが多い。 
 
（２） 中学教員養成機関 

 上述の中学教員養成は、①FASTEF と、②ルーガ州及びサン・ルイ州教員研修センター

（以下「CRFPE」という）で行われている 14。従来は、中学校教員養成は FASTEF のみ

で実施されていたが、中学校教員養成に対するニーズの高まりにより、2011 年の法令によ

り小学校教員養成校と現職教員研修センターを統合する形で CRFPE が設置された。2014
年 11 月現在では、全 14 州に CRFPE がある。 
 なお、現状では教官の不足により、CRFPE で中学校教員養成を実施できているのは、ル

ーガ州及び、サン・ルイ州の CRFPE に留まっている。それぞれの CRFPE には自前の教

官がおらず、サン・ルイ大学より教官が両 CRFPE に派遣される形で、中学校教員養成を

実施している 15。 
 
（３） 教員数 

 対象 3 州とセネガル全国の公立中・高教員数 16の推移は以下の通りとなっている。全国

的にも、対象 3 州においても、教員数は確実に増員されてきている。なお、サイト調査で

12それぞれ養成修了後、原則 1年間は契約教員として勤務後、公務員ポストに応募することが可能である。ただし、契約

教員数に対して公務員枠が少ないこともあり、必ずしも公務員教員になることが出来ないのが現状である。 
13現在は VACの雇用は中止され、殆どの VACは契約教員となっている。現在数百名の VACが雇用されているが、多く

は定年退職者の再雇用によるものである。 
14 聞き取りによると、他にも体育教員免状と職業系教員免状を発行する体育大学、職業訓練大学もあるとのこと。 
15 2014 年の現地調査では、中学校教員養成の実施主体はサン・ルイ大学であり、大学が CRFPE の建物を活用してい

るだけに過ぎないという聞き取りもあった。 
16 教育統計では、中・高別教員数を公表していないため、合算した統計を引用する。 
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は、一部の教科につき教員が若干不足している学校も認められたが、概ね教員は配置され

ていた。 
 

 
（出典： セネガル教育省教育統計 2006/07~2013/14） 

図 1-5 公立中高教員数推移 
 

2006/07 年度～2013/14 年度における都市部・農村部別の公立中・高における教員 1 人あ

たり生徒数 17を以下に示す。2006/07 年度と比較すると、2013/14 年度における教員 1 人あ

たり生徒数は、農村部、都市部共に 4~5 人多くなっているものの、2008/09 年度以降は、

それほど変化がなく、生徒数増加に対応し、教員が配置されているといえる。 
 

表 1-12 公立中高教員 1 人あたり生徒数推移 
（単位：人） 

 

（出典： セネガル教育省教育統計 2006/07~2013/14 より作成） 

 
2013/14 年度の有資格・無資格教員の内訳は次表の通りである。全国的には約 42%の教

員が無資格であり、無資格教員は農村部に多い。また、対象 3 州においても、ファティッ

ク州、カオラック州の特に農村部においては 6 割以上の教員が無資格であることに留意す

17 公立中・高生徒数合計を公立中・高教員数で除して算出した。 

2006/07 2007/08 2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14
農村部 27 29 30 30 32 30 31 31
都市部 29 32 34 34 34 31 34 34
セネガル全国 28 31 33 32 33 31 33 33
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る必要がある。これに対して、ティエス州は農村部においても無資格教員の割合が 38%と

比較的無資格教員の割合が低い。 
 

表 1-13 2013/14 年度公立中高教員有資格・無資格者数別内訳 
（単位：人） 

IA 
農村部／
都市部 

有資格教員 
無資格教

員 18 
合計 

無資格教員
の割合 

ファティック 

農村部 518 801 1,319 60.7% 

都市部 281 248 529 46.9% 

合計 799 1,049 1,848 56.8% 

カオラック 

農村部 334 646 980 65.9% 

都市部 729 440 1,169 37.6% 

合計 1,063 1,086 2,149 50.5% 

ティエス 

農村部 882 548 1,430 38.3% 

都市部 1,737 578 2,315 25.0% 

合計 2,619 1,126 3,745 30.1% 

セネガル全国 

農村部 5,031 5,525 10,556 52.3% 

都市部 10,098 5,440 15,538 35.0% 

合計 15,129 10,965 26,094 42.0% 

（出典： セネガル教育省教育統計 2013/14） 

 

 公立中高教員に占める無資格教員の割合の推移は下表の通りである。2006/07 年度におい

ては、農村部で約 9 割が無資格教員であったのに対し、都市部では約 5 割であった。農村

部については、2009/10 年度を境に急激に無資格教員の割合が減少している。都市部につい

ては、2010/11 年度に無資格教員の割合が 6 割を超えたが、その後急激に数値が改善してい

る。これは次に述べる現職教員への資格付与研修の強化が功を奏していると考えられる。 
 

表 1-14 公立中高教員に占める無資格教員の割合推移 

 

（出典： セネガル教育省教育統計 2006/07~2013/14 より作成） 

 

（４） 現職教員への資格付与研修 

 前述したように、セネガルでは VAC として雇用された無資格の教員が多く存在する。こ

れらの現職教員の多くが FASTEF で資格付与のための研修を受けている。FASTEF はこれ

らの資格付与研修のために、通学コースとインターネットによる遠隔教育コースを設置し

ており、特に遠隔教育コースを強化しているとのことである。2010 年 10 月～2012 年 1 月

18 小学校教員資格しか持たない教員や、資格が確認出来ない教員なども含む。 

2006/07 2007/08 2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14
農村部 89.9% 88.9% 87.1% 84.2% 82.6% 71.7% 60.9% 53.3%
都市部 54.5% 51.5% 55.9% 58.9% 61.1% 50.6% 40.8% 35.0%
セネガル全国 65.1% 64.5% 67.7% 67.7% 69.1% 58.6% 48.8% 42.4%
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には、通学コースに 3400 人、遠隔教育コースに 3135 人の教員が遠隔教育による研修を受

けている 19。 
 サイト調査においても多くの無資格教員が FASTEF の研修を受講し、資格認定試験の結

果待ちをしていることが確認された。 

 

1-1-2 開発計画 

 
（１） 国家開発計画 

１） 貧困削減戦略文書（以下「PRSP」という） 

 2002 年、セネガルは、2015 年までに貧困を半減させることを目標に第一次 PRSP
（2003-2005 年）をまとめた。貧困削減のための優先目標として、①強力でバランスのと

れた成長の下、2015 年までに一人当たり収入を倍増させる、②国家の人的資本を強化する

ため、基礎的インフラの確立を通じて、2010 年までに必要不可欠な社会サービスへアクセ

スを普及させる、③2015 年までに国内のあらゆる形態の排除を取り除き、特に初等・中等

教育における男女の平等を確保することの 3 つを掲げている。2006 年には、第二次 PRSP
（2006-2010 年）が作成された。基本的には第一次 PRSP を踏襲した内容となっているが、

同時期に首相府主導で「経済成長戦略（Stratégie de Croissance Accélérée）」を打ち出す

など、政権は経済成長をより強く意識した開発戦略を目指しており、第二次 PRSP にもそ

の傾向が反映されている。 
 2011 年には、第三次 PRSP として「経済社会政策文書（以下「DPES」という）」がまと

められ、「経済機会と富の創出」と「基礎的社会サービスの向上」を重点課題とした優先目

標が設定された。 
 
２） 国家経済社会開発戦略（2013-2017年）（以下「SNDES」という） 

 その後、2012 年の政権交代とともに DPES は失効し、2012 年 11 月、現在のサル政権に

より SNDES が打ち出された。同戦略では、「成長、生産性、富の創出」、「人的資本、社会

保障、持続的発展」及び「ガバナンス、制度、平和、安全」を重点課題としており、教育

分野は重点課題の一つに位置づけられている。 
 
（２） 教育セクター開発計画 

１） 教育訓練開発計画（PDEF:2001-2011年） 

セネガル政府は、2000 年に教育訓練開発の基本計画を定める PDEF を策定した。同計画

は、2001 年から 2011 年までを網羅する 10 ヶ年計画として策定され、10 年間を 3 つのフ

ェーズに分け、フェーズごとの活動計画を示している。 
PDEF は、教育の「アクセス」、「質」、「運営管理」の向上を柱に、中でも初等教育の普

19 2014 年 11 月現地調査にて FASTEF から入手した資料より引用。 
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遍化を最優先課題としている。フェーズ 1（2001-2004 年）では、アクセスに係る活動が中

心であり、フェーズ 2（2005-2007 年）では、地方分権化の促進による教育マネジメントの

改善と、それを通じた教育の質の向上が最重要課題として位置づけられている。続く PDEF
フェーズ 3（2008-2011 年）では、その実行計画として「教育・訓練国家開発計画（以下

「PNDEF」という）」が作成され、2011 年までの目標として小学校総就学率 96％、中学校

総就学率 47％、中学校への進学率 68％が掲げられた。 
実際にこの間、小学校の総就学率は1999/2000年度の67.2％から2010/11年度には93.9％、

2004 年に義務化された中学校の総就学率も、1999/2000 年度の 19.6％から 2010/11 年度に

は 53.2％と、共に大幅に上昇している。 
 
２） 教育の質・公平性・透明性改善計画（2013-2025 年）（以下「PAQUET」という） 

PDEF 終了後、その実施状況を踏まえ、2012 年には PAQUET が策定され、初等・前期

中等教育の一貫化と、2025 年までに義務教育課程修了率 100％達成等を目指すことが示さ

れた。同案を反映した現行の国家教育計画が PAQUET である。PAQUET では、優先課題

として次の 8 点を挙げている。 
 

① 教育を受ける権利に基づき基礎教育の普遍化を実現する。 
② 民間セクターと連携し、青年及び成人に対し、経済発展に必要な技術・職業訓練

を提供する。 
③ 教育と学習の質を高める。 
④ 科学技術・革新に係る教育開発を促進する。 
⑤ より効率的で効果的、包括的なガバナンス実現を目指し、教育プログラムのマネ

ジメントにおける分権化と分散化を更に進める。 
⑥ 教育セクターの効率性を中長期的に改善していく。 
⑦ 教職員の労働生産性を向上させる。 
⑧ 日常生活レベルに留まらず、教育活動においても（ウォルフ語等の）国語の使用

を徐々に広める。 
 

また、前期中等教育については、アクセス面で期待される成果として、ニーズに応え得

る中学校の設置及び教員の配置が挙げられている。 
このように、セネガルの教育開発政策においては、小学校へのアクセス向上から質の向

上へ、更に中学校への進学率及び就学率の向上へと重点課題が推移してきたといえる。 
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1-1-3 社会経済状況 20 

（１） 国土・自然 

セネガルは、アフリカ大陸西部の大西洋に面し、北にモーリタニア、東にマリ、南にギ

ニアとギニアビサウに接し、更に国の内部にガンビアを抱えている。面積は約 19.7 万平方

キロメートル（日本の半分強）で、20 の民族グループ及び 1,413 万の人口を擁する（2013
年、世界銀行、以下「世銀」という）。首都ダカールはアフリカ西部地域の主要港湾であり、

コートジボワール共和国の港湾都市アビジャンと並んでフランス語圏西アフリカの商業の

中心都市である。 
国土の北部はサハラ砂漠に続く乾燥気候であるが、中央部はサバンナ気候、また南部は

熱帯性気候となっている。冬は北東から、夏は南西から季節風が吹くことにより乾季（11
月～5 月）と雨季（6 月～10 月）に分かれる。乾季には、ハルマッタンと呼ばれる乾燥した

熱風が内陸部で吹く。 
対象地域は、サバンナ気候に属し、雨季と乾季が明確である。雨季は 7 月上旬から 10 月

頃までの約 4 か月間であり、中でも 8 月の降雨量は最も多く、約 300～500mm になる。一

方、雨季直前の 4 月から 5 月には内陸部では最高気温が 40℃以上になることもある。 
 
（２） 国家経済 

セネガル経済は農業が中心であり、一次産品の価格低迷などにより、財政赤字、国際収

支赤字、対外債務問題が恒常化していた時期があった。しかし、1994 年 1 月の現地通貨セ

ーファーフラン（以下「FCFA」という）切り下げ以降、政府が緊縮財政、構造調整、民営

化などの処置を施した結果、経済は比較的安定成長を維持している。ただ、2000 年から 2010
年までの平均経済成長率は 4％であったが、2011 年にはエネルギー不足、及び農産物の激

減により、経済成長率は 2.1％にまで落ち込んだ。しかしながら、その後復調傾向にあり、

2014 年については 4.5％の経済成長率が見込まれている（2013 年、世銀）。 
セネガルの GDP 構成比は、農業 15.6%、工業 23.8%、サービス産業 60.6%となっている。

（2015 年、米国 CIA。） 
主な輸入品は食料品、石油製品、鉄鋼品目、輸出品は魚介類、精油、リン酸製品、建設

資材（石灰、セメント）となっている。2013 年における一人当たり GNI は 1,050 ドル（2013
年、世銀）である。 
 
（３） 政治 

 独立以来、セネガルは社会党政権の下で内政は安定して推移してきたが、2003 年の大統

領選挙で初めての政権交代が平和裏に行われ、ワッド政権が誕生した。2012 年の大統領選

挙では長期化したワッド政権への不満が高まり、野党のサル候補が大統領に当選した。政

権交代が再び平和裏・民主的に実現したことで、民主主義の成熟を内外に印象付けた。 

20特に断りがない限り外務省ホームページ「セネガル共和国基礎データ」等を参照。 
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 ガンビアによってセネガル北部と隔離され、民族・宗教も異なるカザマンス地方では、「カ

ザマンス民主勢力運動（以下 MFDC）という」）の分離独立運動が武力闘争化し、不安定な

状態が続いている。2000 年 11 月には政府と停戦合意がなされたものの、その後政府軍と

MFDC との抗争が再燃・活発化した。2012 年のサル大統領就任以降は、現実的な解決策が

模索されている。 
 
1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

セネガル政府は PAQUET（2013-2025）において、初等教育と前期中等教育とを合わせ

た 10 年間の基礎教育の普遍化を最優先課題の一つとして掲げている。 
セネガルでは 2004 年の教育基本法改正により、初等教育に加えて前期中等教育も義務化

され、初等教育総就学率は 2000 年の 67.2%（男子：71.9%、女子：62.3％、ジェンダー平

等指数 GPI：0.87）21から 2013 年には 93.0%（男子：87.9％、女子：98.4%、GPI:1.12）、
前期中等教育総就学率は 2000 年の 19.6%（男子：24.0%、女子：15.4%、GPI: 0.64）から

2013 年には 58.0%（男子：56.9%、女子：59.1%、GPI:1.04）と、近年共に上昇している。

また、教育施設拡大のニーズは一定の充足がみられる初等教育から、依然として不足が大

きい前期中等教育へ移行しつつある。 
本プロジェクトが対象とするカオラック州、ティエス州、ファティック州では、急増す

る中学生に対して教室建設が追い付いておらず、多くの中学校では藁葺の仮設教室を建設

したり、移動教室の実施や、施設を間借りして授業を行ったりして対応している。また、

対象地域における 2013 年の公立中学校の 1 学級当たり生徒数は、政府が目標とする標準人

数(45 人 22)と比べて高く（カオラック州：54 名、ティエス州：59 名、ファティック州：51
名）、特に、本プロジェクト対象地域は 1教室当たりの生徒数が 150名を超える学校もある。

加えて、前期中等教育への進学条件であった初等教育修了資格が 2011 年に免除されたこと

から、今後も前期中等教育進学率の向上に伴い中学生数は増加し、更なる教室不足及び過

密状態の悪化が懸念される。 
このような背景の下、セネガル政府はカオラック州、ティエス州、ファティック州にお

いて、教室建設にかかる日本の無償資金協力を要請した。 
 
1-3 我が国の援助動向 

 我が国の対セネガル教育セクターにおける支援は、1990 年代初頭の無償資金協力による

小学校建設に始まり、近年では中学校建設や技術協力等による教育の質的改善への協力と

展開している。 
               

21 本ページの 2000 年、2013 年の統計はそれぞれ、教育省発行の「国家教育状況報告書 2011」、「国家教育状況報告書

2013」より引用。 
22 従来の 1 学級（＝教室）当たり標準人数は 45 人であったが、教育省が 2014 年 5 月に発表した “Normes et standards 
de qualite en education et formation”では、1 学級当たり標準人数の目標は 33 人に設定された。ただし、この新基準は

現地調査 I（2014 年 10 月～11 月）時に教育省より、現状ではその目標を満たすのは困難であるとのコメントがあった。 
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  表 1-15 対セネガル教育セクターへの無償資金協力支援  

実施年度 案件名 
供与 

限度額 
(億円) 

概要 

1991～1992  
小 学 校 教 室 建 設 計 画 
（第 1次） 

16.29 
ダカール州における 44 校の小学校教室の
増築・建替及び教育機材の整備。 

1994～1996  
小 学 校 教 室 建 設 計 画 
（第 2次） 

26.36 
ダカール州及びティエス州における 155 校
の小学校教室の増築・建替及び教育機材の
整備。 

1997～2000  
小 学 校 教 室 建 設 計 画 
（第 3次） 

31.59 
ダカール州及びティエス州における 123 校
の小学校教室の新築・増築・建替及び教育
機材の整備。 

2001～2003  
第 4 次小学校教室建設計
画 

27.75 

ダカール、ティエス、ルーガ、ファティッ
ク、カオラック州における全 104 校の小学
校教室の新築・増築・建替及び教育機材の
整備。 

2002 初等教育教材整備計画 3.01 

我が国の小学校建設の対象となったダカー
ル、ティエス、ルーガ、カオラック、ファ
ティク各州の小学校に、教科書、副教材、
図書保管庫、黒板、地球儀等を整備。 

2005 
初等教育教員養成校整備
計画 

6.42 
ダカール州ルフィスク市における教員養成
校（EFI）の建設、及び教育用機材・家具の
整備。 

2006～2010 
小中学校教室建設計画
(第 5 次) 

9.96 
ダカール、ティエス、ルーガ、ファティッ
ク、カオラックの各州における小学校 52
校、及び中学校 8校に対する支援。 

2011～2013 
ダカール州及びティエス
州小中学校建設計画 

12.13 
ダカール及びティエスの両州における小学
校 12 校、中学校 19校に対する支援。 

2012 ～
2015(予定) 

ルーガ州及びカオラック
州中学校建設計画 

11.64 
ルーガ及びカオラックの両州における中学
校 20 校に対する支援。 

2014～ 2016
（予定） 

ダカール州郊外中学校建
設計画 

12.9 
ダカール州郊外における中学校 27校（新設
校 11、既存校 16）に対する支援。 

2014～ 2016
（予定） 

ファティック州教員研修
センター整備計画 

6.42 
ファティック州ファティック市における、
CRFPE の建設及び教育機材・家具の整備。 
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表 1-16 対セネガル教育セクターへの技術協力及び開発調査 

協力内容 
実施 

年度 
案件名 概要 

技術協力 

プロジェクト 

2007 ～

2010 

教育環境改善プロジェ

クト（PAES） 

ルーガ州における機能する学校運営委員会

（CGE)の設立支援と確立、及び CGE を通じた教

育環境の改善。 

2007 ～

2011 

理数科教育改善プロジ

ェクト（PREMST) 

ルーガ、ティエス、ファティックの 3 州におけ

る、現職研修を通じた小学校教員の理数科教授

能力の向上。ケニアの中等理数科教育強化計画

プロジェクト(SMASSE)の協力を受けて実施。 

2010 ～

2015 

教育環境改善プロジェ

ク ト ・ フ ェ ー ズ 2

（PAES2） 

機能する CGE モデルの構築、モニタリング体制

の確立、及びそれらの全国普及。 

2011 ～

2015 

理数科教育改善プロジ

ェクト・フェーズ 2

（PREMST2) 

初等教員のための現職教員研修における州研修

と県研修の実施を通じて、クラスター研修と校

内研修の質向上を図る研修構成（継続研修モデ

ル）の全国展開、それに向けた研修実施運営体

制の構築・強化、及び研修内容の質改善。 

開発計画調査型技

術協力プロジェク

ト 

2005 ～

2007 
地方教育行政強化計画 

ルーガ州における PDEF に対応した教育計画の

策定、地方教育行政強化モデルの作成、地方教

育行政官の能力向上。 

 
 
1-4 他ドナーの援助動向 

 
他ドナーによる主な支援プロジェクトは以下の表の通りである。アメリカ国際開発庁は

カザマンス地方（ジガンショール州、コルダ州、セドゥ州、ケドゥグ州）を対象に、フラ

ンス開発庁はダカール州と、カザマンス地方の一部（セドゥ州、ジガンショール州）を対

象に中学校建設支援を実施しているが、本プロジェクトとは対象地域が異なっており、サ

イトの重複が無いことを確認した。 
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表 1-17 他ドナーによる主要支援プロジェクト 

 

23 2014/15年分のみ 
24 我が国技術協力プロジェクト PAES が開発した CGE モデルを PAQEEB 資金で普及するべく JICA と世銀で連携強

化に係る協力覚書が 2015 年１月に結ばれた。 

実施 

年度 
機関名 案件名 

金額（千

USD） 

援助 

形態 
概要 

2007～

現在 

アメリカ国

際開発庁  

マッチングプログ

ラム 

3,13023 

 

無償 南部紛争地域における中学校建設。

2014年は 18校対象に建設を実施予定。 

2008～

2009 

韓国国際協

力団 

Projet Coréen 2,000 無償 ダカール、ティエス、カオラックの各

州における中学校 4校建設。 

2008～

2013 

アメリカ国

際開発庁  

基礎教育プログラ

ム (EDB) 

40,000 無償 10州を対象に、貧困層の子ども向け教

育支援、カリキュラム開発支援、PTA

支援、インターネットアクセス支援 

2009～

2014 

世銀 万人のための教育

触媒基金

（EFA-FTI) 

81,500 - 4,360 教室整備、管理棟、トイレ、水

場の整備。（残余金で 48 中学校、183

教室、トイレの追加整備） 

2010～

2014 

アメリカ国

際開発庁  

教育の質改善プロ

グラム(EPQ) 

－ 無償 現職教員研修及び新人教員養成研修を

通じた教育の質改善、中学校統括のた

めの良い環境づくり、フランス語・数

学に係る生徒の基礎能力向上、若年層

への職の機会の提供等に係る支援。フ

ァティック、タンバクンダ、ケドゥグ、

コルダ、セドゥ及びジガンショールの

各州が対象。 

2012～

2015 

アメリカ国

際開発庁  

小学校における授

業と算数向上のた

めのパートナーシ

ップ (PALME) 

18,000 無償 読み書き、算数の授業改善、モニタリ

ング、生徒の学習評価の強化、教育省

の調査及び評価能力の向上に係る支

援。 

2014～

2016 

ドイツ復興

金融公庫 

- 9,000 無償 カオラック、ファティック、カフリン

の各州における小学校を対象とした教

室（537教室）、管理棟（154棟）、ト

イレ棟（258棟）の建設支援。 

2013～

2018 

世銀 基礎教育の質改善

と公平性計画 

(PAQEEB) 

69,700 無償 

（一部

有償） 

①質の改善：学校運営と質の改善 24、

中等教育の理数科教育環境改善（教師

用ガイド等の作製・配布等）、ジュル

ベル、カオラック、カフリン、ルーガ

CRFPE建設・機材整備等を支援。 

②アクセス公平性改善：カフリン、ジ

ュルベル、タンバクンダ州を中心とし

た 200校対象に学校建設支援。 

③教育行政の改善：教育行政官の研修、

モニタリング・評価システム開発、教

育の地方分権化・分散化強化への支援。 

2014～

2016 

フランス開

発庁 

ダカール及びその

近郊における中学

校建設計画 

10,000 無償 ダカール及びその近郊における、新設

8校建設、及び 9校の改築。 

2014～

2018 

フランス開

発庁 

カザマンス地方基

礎教育改善計画

（PAEBCA) 

12,000 無償 

（一部

有償） 

カザマンス地方（セドゥ、ジガンショ

ール州）において小学校 8 校、中学校

22校への約 200教室建設支援。 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 





第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

 
2-1 プロジェクトの実施体制 

 
2-1-1 組織 

 本プロジェクトのセネガル側責任実施機関は教育省であり、全体的な調整は、教育企画

改革局（以下「DPRE」という）が行う。また、本プロジェクトの実施に関わる技術的な事

項については、総務機材局（以下「DAGE」という）、学校建設局（以下「DCS」という）、

学校機材局（以下「DEqS」という）及び各 IA が協力する。以下に教育省全体の組織図を

示す。 

 
 （二重枠は本プロジェクト関係部署）  

注：2015 年 3 月確認 

図 2-1 教育省組織図 
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2-1-2 財政・予算 

 
（１）国家予算と教育予算の推移 

 2006 年～2012 年のセネガルの国家予算と、教育予算の推移は下表の通り。教育予算は、

2007 年、2008 年にはそれぞれ前年よりも減額されたものの、その後は一転して増額傾向に

ある。これを反映し、実質国家予算の（下表 e）に占める、教育予算割合は、2006 年の 25%
から減少傾向にあったものの、2010 年より再度 25%を超え安定傾向にある。 
 

表 2-1 セネガル国国家予算と教育予算推移 

 
（出典：セネガル教育省 国家教育状況報告書 2013） 

 

（２）計画予算 

 セネガルは 3 年単位の中期セクター支出枠組み（以下「CDSMT」という）を策定してい

る。CDSMT 2014～16 年の教育セクター全体及び教育省の計画予算は下表の通りである。

教育セクター予算には、教育省の他、国家幼児教育機関、高等教育及び大学・科学研究セ

ンター省、技術・職業訓練省の 4 省庁・機関の予算が含まれる。 
教育セクター全体に占める教育省予算の割合はやや減少予定にあるが、それでも約７割

が教育省予算に割り当てられている。 
 

表 2-2 教育セクター全体及び教育省計画予算 
(単位：百万 FCFA) 

予算 2014年 2015年 2016年 

教育省予算合計額(a) 382,581 409,596 439,836 

教育セクター全体予算 (b) 559,558 604,068 653,543 

教育省予算の割合(a）÷（b) 68.37% 67.81% 67.30% 

(出典：CDSMT 2014-16) 

 

（単位:10億FCFA)
予算 項目 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

経常経費 (a) 747.3 825.1 966.2 1,079.0 1,173.3 1,396.1 1,453.5
借金等除く経常経費

(b)
505.3 571.4 610.5 724.3 790.3 801.3 853.2

資本経費 (c) 613.3 750.6 697.1 654.8 694.8 775.6 920.7

合計 (d): (a)+(c) 1,360.6 1,575.7 1,663.3 1,733.8 1,868.1 2,171.7 2,374.2

実質的国家予算合計

(e)：(b)+(c)
1,118.6 1,322.0 1,307.6 1,379.1 1,485.1 1,576.9 1,773.9

経常経費 (f) 225.4 228.0 188.3 216.8 323.7 363.8 371.2
資本経費 (g) 53.0 48.9 40.4 46.7 55.2 63.1 78.1

合計(h): (f)+(g) 278.4 276.9 228.7 263.5 378.9 426.9 449.3

実質国家予算経常経

費における比率
(f)/(b)

44.6% 39.9% 30.8% 29.9% 41.0% 45.4% 43.5%

国家予算資本経費に

おける比率(g)/(c)
8.6% 6.5% 5.8% 7.1% 7.9% 8.1% 8.5%

実質国家予算に占め

る教育予算比率
(h)/(e)

25% 21% 17% 19% 26% 27% 25%

国家予算

教育予算

教育予算の

国家予算に
占める比率
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 教育省予算のサブセクター別計画予算の内訳は以下の通りである。中等教育には 2014-16
年で毎年全体の 37%が割り当てられる予定となっている。 
 

表 2-3 教育省サブセクター別予算 
(単位：百万 FCFA) 

サブセクター 2014年 2015年 2016年 

就学前教育 206 227 249 
ノンフォーマル教育 6,525 7,177 7,895 
初等教育  184,515 202,966 223,263 
中等教育 (a) 141,881 156,069 171,675 
管理・総務 49,455 54,400 59,840 

教育省予算合計 (b) 382,581 420,83925 462,923 
中等教育割合 (a)÷(b) 37% 37% 37% 

(出典：CDSMT 2014-16) 

 
2-1-3 技術水準 

 本プロジェクトの実施機関である教育省、中でも技術面を担当する DCS を含む関連各部

署は、日本の過去の無償資金協力によるプロジェクトの実施経験がある。また、実施機関

である DAGE は契約課を有し、他ドナーとの契約において確固たる実績を有している。こ

れらにより相手国関係機関の技術水準は本プロジェクトの実施に問題ないレベルと考えら

れる。 
 
2-1-4 既存施設・機材 

 調査対象となった 42 校中、既存の教室施設を保有する学校は 35 校、残り 7 校は仮設教

室や間借り教室にて授業を行っている。管理施設については、校長室を有する学校は 42 校

中 15 校、教員室は 7 校、教務助手室は 8 校である。 
 
2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

 
2-2-1 関連インフラの整備状況 

 
2-2-1-1 交通輸送事情 

本プロジェクトで使用する資機材はダカールで調達し、各州の中心都市へ陸上輸送され

る。近年は道路事情が急速に改善され、ティエス州とファティック州へのアクセス時間は

大幅に短縮された。しかし、ファティック～カオラック間は依然として道路の状態は劣悪

であり、この区間（約 42km）の所要時間は 1 時間である。州都からサイトまでは、舗装さ

25 表 2-1 と 2015、2016 年の予算合計額が一致していないが、出典のままとした。 
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れた幹線道路及び未舗装道路を経由してアクセスする。全般的に道路の状態は良好である。 
 

2-2-1-2 電気 

 調査対象となった 42 校中、敷地内に給水設備のある学校は 7 校である。学校の敷地が街

や村の中心から離れた位置にある場合や、農村部においては普及していない。 
 
2-2-1-3 給排水 

調査対象となった 42 校中、敷地内に給水設備のある学校は 30 校である。村落給水シス

テムが普及しており、街や村の中心から離れた学校においても給水設備が整備されている

ケースも少なくない。 
 

2-2-1-4 土地確保状況 

 学校の敷地は 1ha～6ha の広さを有し、教室建設のための工事用地の確保には問題はない

といえる。地勢は平坦もしくは緩い傾斜地である。準備工事としては一部のサイトで造成

（傾斜や起伏の調整）と工事障害物（樹木等）の撤去を必要とする。また、自然災害の被

災履歴もなく（一部のサイトで軽微な敷地の冠水あり）、建設上の問題は少ない。なお、す

べての計画対象サイトについて建設用地が確保されており、土地の帰属も確認されている。 
 
2-2-1-5 治安状況 

 計画対象サイトにおいては、教科書の盗難等の問題は報告されたが、深刻な治安問題は

確認されなかった。 
 
2-2-2 自然条件 

 
2-2-2-1 気象条件 

 国土の北部はサハラ砂漠に続く乾燥気候であるが、中央部はサバンナ気候、また南部は

熱帯性気候となっている。冬は北東から、夏は南西から季節風が吹くことにより乾季（11
月～5 月）と雨季（6 月～10 月）に分かれる。乾季には、ハルマッタンと呼ばれる乾燥した

熱風が内陸部で吹く。 
対象地域は、サバンナ気候に属し、雨季と乾季が明確である。雨季は 7 月上旬から 10 月

頃までの約 4 か月間であり、中でも 8 月の降雨量は最も多く、約 300～500mm になる。一

方、雨季直前の 4 月から 5 月には内陸部では最高気温が 40℃以上になることもある。 
 

2-2-2-2 地盤・地質 

計画対象サイトで実施した地盤調査の結果、サイトの地盤を構成する地質は主に砂、ラ

テライトであり、地盤の支持力は計画施設を建設する上で十分である。また、各サイトと
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も膨張土は確認されなかった。ただし、計画対象地域は海浜地域に位置し、この地域では

地中の塩分濃度が高いため、コンクリートの塩害対策が必要とされる。 
 
2-2-3 環境社会配慮 

本プロジェクトの対象サイトは既存の中学校敷地内、或いは中学校用に確保された土地

であることから、若干の樹木伐採が必要となるものの、大規模な造成を必要としないため、

基本的に環境面での負の影響はほとんどない。また、本プロジェクトの実施に伴う住民の

移転等もないことから、社会面での負の影響もない。 

上記を基に、本プロジェクトにおける環境社会配慮のカテゴリーについて、セネガルの

環境影響評価（EIA）文書に基づいて本計画が環境影響評価を実施する義務のないカテゴリ

ーに属することを確認した。 

また、本プロジェクトは国際協力機構（以下「JICA」という）の環境社会配慮ガイドラ

インにおいてカテゴリーＣ（環境や社会への望ましくない影響が最小限あるいはほとんど

ないと考えられる協力事業）と分類される。 
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第３章 プロジェクトの内容 





第3章 プロジェクトの内容 

 
3-1 プロジェクトの概要 

 
3-1-1 プロジェクトの目標 

セネガル政府は PAQUET（2013-2025）において、初等教育と前期中等教育とを合わせ

た 10 年間の基礎教育の普遍化と、教育と学習の質の向上を優先課題として掲げている。そ

して、アクセス面の改善のために、ニーズに応え得る教室建設を施策の一つとしている。 
前述の通り、本プロジェクトが対象とするカオラック州、ティエス州、ファティック州

では、急増する中学生に対して教室建設が追い付いておらず、多くの中学校では藁葺の仮

設教室を建設したり、移動教室の実施や、施設を間借りして授業を行い対応している。ま

た、各州の公立中学校の教室は過密しており、学習環境の改善が急務である。 
本プロジェクトは、対象地域において不足する中学校施設を拡充することにより、前期

中等教育の学習環境改善をプロジェクト目標とする。本プロジェクトは、PAQUET の優先

課題である、教育と学習の質改善に資するものであり、その施策の一つである教室建設の

一端を担うものである。 
 

3-1-2 プロジェクトの概要 

本プロジェクトでは、上記目標を達成するためにカオラック州、ティエス州、ファティ

ック州の 20 の既存中学校に対して、合計 183 教室、18 管理棟及び 200 のトイレブースを

建設し、必要な教室家具を調達する。 
 

3-2 協力対象事業の概略設計 

 

3-2-1 設計方針 

 
3-2-1-1 基本方針 

 
（１） 計画対象校 

教育省から最終的に要請された中学校 42 校の中から、セネガル側の優先順位に加え、準

備調査で合意されたサイト選定基準、及びサイト調査の結果を基に計画対象校を選定する。

本プロジェクトでは、要請されたサイト数も 42 と多く、また対象地域が 3 州と広範囲であ

るため、セネガル側の優先順位を尊重した上で、施工監理の効率を考慮し、計画対象サイ

トを絞って、その学校に必要な教室数を建設する方針とする。 
計画対象校は、セネガル側の優先順位に加え、セネガル側と合意した選定基準に基づき、

特にアクセス、既存施設の有無、他ドナーやセネガル政府の教室建設計画可能性の有無な
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どの項目を勘案した、総合優先順位を設定して選定する。 
 
（２） 計画コンポーネント 

セネガル側の優先順位に従い、次のコンポーネントを計画対象とする。なお、管理棟に

ついては、既存施設を有するサイトの場合は整備しない。 
①教室、②教育家具 26（机、椅子）、③管理棟、④トイレ棟 

 

（３） 対象校の規模設定 

 計画対象校には、各学校のニーズに基づき建設可能な数の教室を整備する。教室数算出

の詳細は以下 3-2-2-3「計画コンポーネント」の通りであるが、1 教室当たりの生徒数は 45
人 27として算出する。 
 
3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

 
（１） 気象条件 

対象地域は、サバンナ気候に属し、雨季と乾季が明確である。雨季は 7 月上旬から 10 月

頃までの約 4 か月間であり、中でも 8 月の降雨量は最も多く、約 300～500mm になる。一

方、雨季直前の 4 月から 5 月には内陸部では最高気温が 40℃以上になることもある。その

ため、建築計画上また工事上以下の点に留意する必要がある。 
 

 自然通風を有効に取り入れる開口部を計画する。 
 雨の吹き込みを防ぐため、開口部は可動式のガラリを設け、降雨時にも採光、通風が

確保できるようにする。 
 自然採光を利用し、室内へ効率よく配光できる形状及び窓配置計画を行う。 
 白蟻の被害を避けるため、極力木材を使用しない計画とする。 
 一部のサイトは海浜地域に属するため、鉄部の防錆処理を行う。また、地中の構造物

の塩害対策を行う。 
 酷暑期のコンクリート工事の対策を講ずる。 
 
（２） 地形 

要請校の地形は平坦または緩やかな傾斜地であり、地勢に問題のあるサイトは無い。こ

のため、特別な対策を講ずる必要はない。 
 

 

26 黒板は当初教育家具として要請されたが、教室の一部として黒板の設置を計画する。 
27 前脚注の通り、1 学級(=教室) 当たり生徒数の目標は 33 人であるが、本プロジェクトの教室数算出については、1 教

室当たり 45 人で計算する旨、教育省と確認している。 
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（３） 地盤 

対象地域は多種多様の地盤が存在すると予想される。例えば、カオラック州は膨張土の分

布する地域であり、要請サイトにおいても膨張土の可能性が確認された。膨張土は水位分を

含むと体積が増え、床、基礎等に損傷を与えることがある。こういったサイトについては、

ボーリング調査によって層厚を確認し、影響の無い深さまでを良質土に置換する必要がある。

従って、地盤調査を実施し、その結果を基に適切な基礎の設計と工法を検討する。 
また、計画対象地域は地中の塩分濃度が高いことが予想されるため、コンクリートに影

響を与える硫酸塩に対抗性の高いセメントを用い、また塩化物の侵入に対しは鉄筋の被り

厚を増す対策を講ずる。 
 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

 
（１） 治安 

要請校において治安状況の聞き取りを行ったところ、大きな問題は報告されていないた

め、特別な対策は講じない。 
 

（２） 宗教とジェンダー 

セネガルは国民の 95％がイスラム教徒である。就学率等に男女間の大きな格差はみられ

ない。学校施設は基本的に聖教分離のため、学校に祈り場を設けなくとも良い。ただし、

トイレ棟は男女別とし、トイレの扉は、メッカへの礼拝の関係から東側に設けてはならず、

可能な限り南北軸に配置することが望ましい。 
  

（３） 身体障害者対応 

 身体障害者が使用できる多目的トイレを設置し、教室棟、管理棟、トイレ棟には 1 階床

までのスロープを設置する。 
 
3-2-1-4 建設事情／調達事情に対する方針 

 
（１） 基準・許認可 

セネガルには、独自の建築・構造法規はなく、フランス法規をベースとした基準がある。

本プロジェクトでは、基本的に教育省の標準設計 28に基づき、必要に応じて日本または現

地やフランスの基準を参照し、施設設計を行う。なお、セネガルでは一般的に建築許可を

得ることが必要とされるが、本案件のような政府や他ドナーの学校建設についてはその必

要性はない。 
 

28 施設設計の基準として、教室のサイズ、窓や出入口の数・サイズ等が定められている。 
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（２） 建築資機材 

本プロジェクトの対象地域となる 3 州の州都までは、資機材、労務の調達先となるダカ

ールからの主要な交通路が確保されており、調達は容易である。 
また、セネガルでの建設現場では、現地工法に基づき現場練のコンクリート 29を使用し、

現場でコンクリートブロックを製作して施工する。本プロジェクトもセネガルでの一般工

法を採用する為、コンクリート工事、コンクリートブロック工事の品質管理が特に重要と

なる。 
 

3-2-1-5 現地業者の活用に係る方針 

本プロジェクトの入札図書は、本体事業の中で作成されるが、本邦コンサルタントが主

体となり、現地コンサルタントを活用しながら取りまとめを行う。 
施工監理においては、先行案件での監理経験を活かすため、先行案件と同じコンサルタ

ントを活用する予定である。 
セネガルの建設会社は全般的に小規模である。ロットを小さく計画すると技術の伴わな

い零細企業も入札に参加する可能性が出てくるため、なるべく大きなロットとし、また、

入札参加条件を厳しくする事により、大手企業が入札参加しやすくする。具体的には、入

札参加資格や技術提案を用いた優良業者を選定することとし、入札要項には細かく業者選

定条件（会社規模、過去実績、入札保証金の支払いなど）を記載する。本プロジェクトに

おいては品質、工程安全管理の観点からも D ランクの業者を選定することが必要である。 
 

表 3-1 現地業者のカテゴリー 

クラス 過去 3 年売上実績 
A ＜100 百万 FCFA 
B 100～300 百万  FCFA 
C 300～600 百万  FCFA 
D ＞600 百万  FCFA 

 
本プロジェクトは対象地域が広域にわたるため、施工規模、監理の効率を鑑み、2 グルー

プ（地域）に分けて、適切な発注規模を計画する。 
また、現地建設業の技術水準は一般的に低いため、本邦コンサルタントによる監理業務

が重要となる。とりわけ、現地建設会社の工程管理、調達管理、品質管理、安全管理の指

導、監督は重要である。 
 

29 ダカールの中心部には建設会社が所有する生コンクリートの製造所があるが、郊外や地方部では現場練を使用してい

る。 
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3-2-1-6 運営・維持管理に対する方針 

セネガルの中学校の運営維持管理は、地方分権化政策に基づき、原則として地方自治体

の責任の下、各学校に設置された学校運営員会（以下「CGE」という）が活動主体として

実施している。また教育行政については、「分散化」政策に基づき、教育省からその出先機

関である IEF が、中学校の監督を行い、教員配置申請等にかかる窓口となっている。 
本計画対象校においては、日々の清掃は主に生徒により実施されている。また、家具の

修繕や、ペンキの塗り替えなどの施設維持管理についても、CGE や父母会（以下「APE」

という）が①教育省からの補助金、②生徒から徴収される年間登録料から成る学校予算を

活用して実施する体制が整備されている。また、中学校であるため、校長をはじめ多くの

教員が大学 2 年修了レベル以上の学歴を保持していることもあり、管理能力が概して高い。 
多くの学校では、維持管理予算不足が問題であるが、仮設教室を毎年建替えることがそ

の原因となっている場合もある。このため、対象校に継続使用可能な教室建設を行うこと

で、仮設教室建設に費やされていた学校予算を維持管理費用に充当することが可能である。 
本プロジェクトで整備する施設や家具は、長期使用に耐えられる材料を選択し、破損し

にくいように設計の工夫も施されている。このため、維持管理は複雑ではない。また、先

行案件ダカール郊外で維持管理マニュアル等が整備され、これらも活用可能である。 
これらの点を鑑み、ソフトコンポーネントは計画に含めない。 
 

3-2-1-7 施設のグレードの設定にかかる方針 

本プロジェクトの施設のグレードは、DCS が設けた学校施設に関する施設基準に沿って

設定することを基本とする。 
 設計仕様に関しては、セネガル側より、過去の無償資金協力プロジェクトで日本が建設

した学校施設の耐久性は高く評価されている一方、室内が薄暗い、熱がこもる等、採光・

室内の熱環境に対して改善が求められていた。そこで先行案件（「ダカール州及びティエス

州小中学校建設計画」（以下「ダカール・ティエス」という）、「ルーガ州及びカオラック州

中学校建設計画」（以下「ルーガ・カオラック」という）、及びダカール郊外では、世銀標

準をベースとした BCI プロジェクトの標準設計及び「小中学校教室建設計画（2006）」の

設計を見直し、安全性能、室内環境性能、美観性能を向上させた。本プロジェクトも先行

案件の設計内容とグレードを踏襲しつつ、コミ開で求められる品質（躯体の耐用年数、屋

根や仕上げの耐用年数）を実現するために必要なグレードアップを行う。 
 
3-2-1-8 品質監理に係る方針 

建設する建物を設計の要求品質に可能な限り近づけるためには、頻繁に現場を巡回して

確認する根気強い作業が不可欠である。このために、カオラック及びンブールの 2 箇所に

監理拠点を設け、本邦コンサルタントの常駐監理者を配置する。また、1 ロットに 2 人以上

の現地コンサルタントを張り付けることとする。 

3-5 



また、先行案件ではモックアップを用いた施工講習会を実施し、施工した建設会社から

はエンジニアの経験・能力のばらつきを補完するうえで大変有用な支援であったとの評価

を得た。他方、本体工事に先んじてモックアップを施工することは、コスト面・工期にお

いて有利な策とは言えない。よって本プロジェクトではモックアップに代えて、先行する

サイトの本体工事で施工講習会を実施する。 
 

3-2-1-9 工期に係る方針 

先行案件の監理業務を通じ、工期遅延に影響を与えている要因として以下の事象が確認

された。これらは施工会社の能力を反映したものであり、工程計画上留意する必要がある。 
 
 資機材、労務の投入が適切なタイミングで行われないため、予定工事が予定日に行わ

れない。 
 施工手順を守らずに、工事（工種）の順番が前後する。そのため、手直し工事が多く

発生する。 
 施工不良による手戻り、手直し工事が多く、検査後すぐに次の工程に入れない。 
 現行の工事（工種）が完了する前に次の工事（工種）の準備を開始しない。 
 履行保証等の準備に想定以上の時間がかかる。 
 天候不良等で遅れた分は、工期の回復を考えない。 
 第三者検査機関 30の検査が予定通りに行われず、待ち時間が発生する。 
 
工期短縮に努力することは当然であるものの、上記のような事象も踏まえ、現地業者の

技術水準等を踏まえた適正な工期を設定する。 
また、セネガルは例年 8 月、9 月の降雨量が多い。計画対象サイトは幹線道路から未舗装

路を経由してアクセスするため、降雨後の路面状態の悪化でアクセスに支障が出る。その

ため工程計画上の留意事項として豪雨による作業停止期間と、降雨後の作業効率の低下を

工期に含めておくことが必要である。 
 
  

30 工事の各段階で検査を行い、検査報告書を発行する。 
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3-2-2 基本計画 

 
3-2-2-1 要請内容 

 
（１） 当初の要請 
 セネガル側の当初要請内容は以下の通りである。 
 
①要請コンポーネント： 

表 3-2 当初要請コンポーネント 

コンポーネント 内容 
施設建設 中学校 300 教室、管理棟 100 棟、トイレ棟 100 棟 
教育機材整備 教師用椅子・机、整理棚、生徒用ベンチテーブル、会議机、掲

示板、作業台、事務用机・椅子、コピー機 
ソフトコンポーネント 学校運営維持管理及び衛生環境改善に係る技術指導 
 

②対象地域： 

表 3-3 当初要請対象地域 

州 県 

カオラック 
カオラック  
ニョロ 

ティエス ンブール 
ファティック ファティック 31 

 
③要請対象校： 

 セネガル側は要請対象候補サイトとして、既存の 45 中学のリストを提出した。サイト調

査開始前に、4 校が先行案件等以下の予算源で教室建設が実施中あるいは、実施済みである

ことが確認された。このため、セネガル側と協議の結果、当該 4 校をリストから除外する

ことで合意した。  
表 3-4 除外された 4 校の教室建設予算源  

予算源 除外校数 
日本（「ルーガ・カオラック」） 2 
世銀  1 
BCI 1 

合計 4 

31 県には 2 つ以上の IEF がある場合もある。 本プロジェクトでは、ファティック県の IEF ファティックと IEF ジ

ョフィオールの管轄する中学校から要請があった。 
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他方で、セネガル側からは、教室建設のニーズが高い 1 校をリストに追加するよう要請

があり、合計 42 校を調査対象校とすることで合意し、要請対象校のリストをミニッツで確

認した。 
 

（２） 最終要請校とその優先順位 

 ミニッツ締結後、州視学官事務所(以下「IA」という)または IEF から、最終要請校 42 校

中 3 校の教室建設が実施済みであるため、要請校を入替えたいとの申し入れがなされた。

調査団はこれを承諾し、調査対象校となる最終要請校は下表の 42 校となり、全サイトで調

査を実施した。なお、最終要請校の優先順位は IEF 毎にセネガル側が設定した。 
 

表 3-5 最終要請校（調査対象校及び優先順位） 

 

コード
州視学官事務所

( IA)

県視学官事務所

( IEF)
郡 地域共同体 学校名 優先順位

FT-1 フィメラ ルル　セセン ジョル マンガン中学校 2
FT-2 フィメラ フィメラ クール サンバ　ジャー中学校 1
FT-3 フィメラ ルル　セセン スジャン中学校 3
FT-4 ンジョブ チャレ　ンジャギ トッファイ中学校 1
FT-5 ジャカオ ンジョブ ダル サラム中学校 5
FT-6 ンジョブ ンベラカジャオ ウヤル サンデ中学校 2
FT-7 ニャハール ンガヨヘーン ンゴニン中学校 3
FT-8 ニャハール パタール ンバダットゥ中学校 4
KA-1 クンバル ラトメンゲ カウィル チャワンド中学校 1
KA-2 ンジェジェン ンジャファットゥ チョフィオール中学校 2
KA-3 クンバル クール　バカー シカトゥルーム中学校 3
KA-4 シャン　ウルバン ガンジャイ ガンジャイ 2（ドゥ）中学校 4
KA-5 クンバル クール　ソース ンブマ中学校 5
KA-6 シバソー ンジエベル クール バン ジョップ中学校 6
KA-7 ンジェジェン ンジャファットゥ バンドゥルー中学校 7
KA-8 ンジェジェン ンジェジェン ビタヤン アブドゥ中学校 8
KA-9 クンバル ラトメンゲ クール アリ バシン中学校 9

KA-10 ンジェジェン ンジャファットゥ ンドファン ラゲム中学校 10
KA-11 シバソー ジャー ジャー中学校 11
KA-12 ンジェジェン ンジェジェン ブダヤ セレレ中学校 12
KA-13 シバソー ンジエベル ンジエベル中学校 13
KA-14 シャン　ウルバン シバソー ミクスト ドゥ シバソー中学校 14
KA-15 ワック　グナ ワック　グナ クール マディー ヤシーン中学校 2
KA-16 ワック　グナ ワック　グナ クール ヨロ ホージャ中学校 3
KA-17 ワック　グナ ワック　グナ ワック グナ フランコ・アラブ中学校 1
KA-18 メディナ　サバー カイモー カイモー中学校 4
KA-19 パオスコト ダバリ― カバコト中学校 5
KA-20 パオスコト ポロハーン ポロハーン中学校 6
KA-21 パオスコト ポロハーン クール セット ジャフー中学校 7
KA-22 ワック　グナ ワック　グナ クタンゴ中学校 8
KA-23 パオスコト パオスコト パオスコト中学校 9
KA-24 ワック　グナ ワック　グナ サボヤ中学校 10
TH-1 フィセル ンジャガニャオ ンジャラオ中学校 1
TH-2 フィセル フィセル トコマック中学校 2
TH-3 セセン ンゲニエン アガ ンジマック中学校 3
TH-4 セセン セセン セセン中学校 4
TH-5 セセン セセン ヤボ ヤボ中学校 5
TH-6 セセン ンゲニエン ウンジャンダ中学校 6
TH-7 セセン セセン タタゲン セレレ中学校 7
TH-8 セセン ンゲニエン ンジェマン中学校 8
TH-9 セセン ンゲニエン ンゲニエン中学校 9

TH-10 セセン ンゲニエン ファジャール中学校 10

ティエス ンブール 2

ファティック

ジョフィオール

ファティック

カオラック

カオラック

ディパルトマン

ニョロ
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（３） 最終要請コンポーネント 

セネガル側との協議の結果、教室数が絶対的に不足している状況に鑑み、プロジェクト

のコンポーネントは以下の通りとすることで合意した。なお、管理棟については、十分な

管理諸室がない対象校のみについて整備することを合意した。 
 
 教室 
 教育家具（生徒・教員用の机・椅子、黒板） 
 管理棟 
 トイレ棟 

 
また、ソフトコンポーネントについては、サイト調査結果を踏まえて実施を検討するこ

とで合意した。 
 
3-2-2-2 計画対象校の選定 

 
（１） 選定方法 

セネガル側からの要請のあった 42 校についてサイト調査の結果に基づき、セネガル側と

合意した以下の選定基準と、事業規模及び施工監理の効率を考慮し、サイトの絞り込みを

行う。 
 教室建設のニーズが確認される学校 
 他ドナー、政府等による教室建設計画がない学校 32 
 十分な教員数及び学校運営・施設維持管理予算を有する学校 
 用地の所有権または使用権を証明する書類のある学校 
 地勢及び環境が良好で、教室建設に必要な敷地がある学校 
 不法占拠の家屋等がなく、建設に支障のない学校 
 建設地まで工事資機材を搬入するためのアクセスに支障のない学校 
 治安面で問題のない学校 
 地盤の良好な学校 
 学校運営にとって脅威となる自然災害の恐れのない学校 
 施工監理に支障がない学校 33 
 

なお、計画対象校の選定に当たっては、特に①セネガル側の優先順位、②アクセス、③

既存施設の有無、④他ドナーやセネガル政府の教室建設計画の可能性の有無を重視し、こ

れらの項目を点数化し、IEF 毎の総合優先順位を付けた。点数化の方法を下表に示す。 

32 要請校に関し、教育省からは BCI の計画がある学校が計画対象校となった場合は、BCI のリストから外すとの説明が

なされた。 
33 他の計画対象校から地理的に離れている、アクセス条件が悪い等、監理の効率に支障を期たさない学校。 
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表 3-6 総合優先順位決定の項目とその点数化方法 
項目 点数化方法 

セネガル側優先順位 1.0 点を最高点とし、IEF 内の学校数に応じて配点する。 
【例：要請サイト数が 5 の IEF の場合】 
IEF 優先順位 1 位：1.0 点、2 位：0.8 点、3 位：0.6 点….  

アクセス 
（監理拠点からの時間） 

0~30分: 2.0点、 31~60分:1.5点、61～90分：1.0点、91~120
分：0.5 点、121~150 分：0 点 

継続使用可能教室の有無 無:1.0 点、有: 0 点 
他資金による教室建設計画

可能性の有無 
有: 0 点、 無: 1.0 点 

 
これに基づき、IEF 毎に付けたサイトの総合優先順位を以下の表の右端に示す。 
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表 3-7 IEF 毎要請サイト点数化及び総合順位 

 
 
（２） 計画対象校 

（１）の結果、事業規模に鑑み、各 IA（カオラック州については IEF）から上位 5 サイ

ト合計 20 サイトを計画対象校として選定した。計画対象校は表 3-8 の通りである。なお、

日本とセネガル側は、今後セネガル政府及び他ドナー事業による教室建設計画の重複が発

見された場合は、本プロジェクトの教室建設計画が優先されることを確認している。 
  

MENによる
優先順位

監理拠点
拠点からの

時間

継続使用
可能教室

有無

教室建設計
画可能性

優先順位
ポイント

アクセス
ポイント

既存施設
ポイント

教室建設計
画ポイント

合計点
IEF毎総合
優先順位

FT-1 ジョル　マンガン中学校 2 ンブール 61-90 有 0.67 1 0 1 2.67 2

FT-2 クール　サンバ　ジャー中学校 1 ンブール 61-90 有 有 1.00 1 0 0 2.00 3

FT-3 スジャン中学校 3 ンブール 61-90 無 0.33 1 1 1 3.33 1

FT-4 トッファイ中学校 1 ンブール 61-90 有 有 1.00 1 0 0 2.00 3

FT-5 ダル　サラム中学校 5 ンブール 91-120 有 0.20 0.5 0 1 1.70 5

FT-6 ウヤル　サンデ中学校 2 ンブール 61-90 有 有 0.80 1 0 0 1.80 4

FT-7 ンゴニン中学校 3 ンブール 91-120 有 0.60 0.5 0 1 2.10 2

FT-8 ンバダットゥ中学校 4 ンブール 61-90 有 0.40 1 0 1 2.40 1

KA-1 カウィル　チャワンド中学校 1 カオラック 0-30 有 有 1.00 2 0 0 3.00 10

KA-2 チョフィオール中学校 2 カオラック 0-30 有 0.93 2 0 1 3.93 4

KA-3 シカトゥルーム中学校 3 カオラック 0-30 有 有 0.86 2 0 0 2.86 12

KA-4 ガンジャイ２(ドゥ)中学校 4 カオラック 31-60 無 0.79 1.5 1 1 4.29 2

KA-5 ンブマ中学校 5 カオラック 0-30 無 0.71 2 1 1 4.71 1

KA-6 クール　バン　ジョップ中学校 6 カオラック 31-60 有 0.64 1.5 0 1 3.14 7

KA-7 バンドゥルー中学校 7 カオラック 31-60 有 0.57 1.5 0 1 3.07 9

KA-8 ビタヤン　アブドゥ中学校 8 カオラック 31-60 無 0.50 1.5 1 1 4.00 3

KA-9 クール　アリ　バシン中学校 9 カオラック 31-60 有 0.43 1.5 0 1 2.93 11

KA-10 ンドファン　ラゲム中学校 10 カオラック 0-30 有 0.36 2 0 1 3.36 5

KA-11 ジャー中学校 11 カオラック 0-30 有 0.29 2 0 1 3.29 6

KA-12 ブダヤ　セレレ中学校 12 カオラック 31-60 有 0.21 1.5 0 1 2.71 13

KA-13 ンジエベル中学校 13 カオラック 31-60 有 0.14 1.5 0 1 2.64 14

KA-14 ミクスト　ドゥ　シバソー中学校 14 カオラック 0-30 有 0.07 2 0 1 3.07 8

KA-15 クール　マディ―　ヤシーン中学校 2 カオラック 121-150 無 有 0.90 0 1 0 1.90 7

KA-16 クール　ヨロ　ホージャ中学校 3 カオラック 91-120 有 0.80 0.5 0 1 2.30 4

KA-17 ワック　グナ　フランコ・アラブ中学校 1 カオラック 91-120 無 1.00 0.5 1 1 3.50 1

KA-18 カイモー中学校 4 カオラック 91-120 有 0.70 0.5 0 1 2.20 5

KA-19 カバコト中学校 5 カオラック 61-90 有 有 0.60 1 0 0 1.60 8

KA-20 ポロハーン中学校 6 カオラック 61-90 有 0.50 1 0 1 2.50 2

KA-21 クール　セット　ジャフー中学校 7 カオラック 61-90 有 0.40 1 0 1 2.40 3

KA-22 クタンゴ中学校 8 カオラック 121-150 有 0.30 0 0 1 1.30 9

KA-23 パオスコト中学校 9 カオラック 61-90 有 0.20 1 0 1 2.20 5

KA-24 サボヤ中学校 10 カオラック 121-150 有 0.10 0 0 1 1.10 10

TH-1 ンジャラオ中学校 1 ンブール 31-60 有 1.00 1.5 0 1 3.50 3

TH-2 トコマック中学校 2 ンブール 61-90 有 0.90 1 0 1 2.90 4

TH-3 アガ　ンジマック中学校 3 ンブール 31-60 有 有 0.80 1.5 0 0 2.30 9

TH-4 セセン中学校 4 ンブール 0-30 有 有 0.70 2 0 0 2.70 7

TH-5 ヤボ　ヤボ中学校 5 ンブール 0-30 有 0.60 2 0 1 3.60 2

TH-6 ウンジャンダ中学校 6 ンブール 0-30 無 0.50 2 1 1 4.50 1

TH-7 タタゲン　セレレ中学校 7 ンブール 31-60 有 0.40 1.5 0 1 2.90 4

TH-8 ンジェマン中学校 8 ンブール 31-60 有 0.30 1.5 0 1 2.80 6

TH-9 ンゲニエン中学校 9 ンブール 31-60 有 0.20 1.5 0 1 2.70 7

TH-10 ファジャール中学校 10 ンブール 61-90 有 0.10 1 0 1 2.10 10

ティエス ンブール２

ニョロ

ジョフィ
オール

ファティック

カオラック
ディパルト

マン

ファティック

カオラック

サイト状況 サイト状況の点数化

IA IEF コード 学校名
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表 3-8 計画対象校リスト 
IA IEF コード 学校名 

ファティック 

ジョフィオール 
FT-1 ジョル マンガン中学校 

FT-3 スジャン中学校 

ファティック 

FT-4 トッファイ中学校 

FT-7 ンゴニン中学校 

FT-8 ンバダットゥ中学校 

カオラック 

カオラック デ

ィパルトマン 

KA-2 チョフィオール中学校 

KA-4 ガンジャイ２(ドゥ)中学校 

KA-5 ンブマ中学校 

KA-8 ビタヤン アブドゥ中学校 

KA-10 ンドファン ラゲム中学校 

ニョロ 

KA-16 クール ヨロ ホージャ中学校 

KA-17 ワック グナ フランコ・アラブ中学校 

KA-18 カイモー中学校 

KA-20 ポロハーン中学校 

KA-21 クール セット ジャフー中学校 

ティエス ンブール２ 

TH-1 ンジャラオ中学校 

TH-2 トコマック中学校 

TH-5 ヤボ ヤボ中学校 

TH-6 ウンジャンダ中学校 

TH-7 タタゲン セレレ中学校 
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3-2-2-3 計画コンポーネント 

  
（１） 施設コンポーネント 

 

 ① 教室棟 

 

①-１ 予測生徒数の算出方法 

 計画教室数を算出するために、施設完成予定年度の 2017/18 年度の生徒数を予測する。

生徒数予測は調査時の 2014/15 年度の生徒数 34を基に行う。2014/15 年度の中学 1 年生を

IEF の割当生徒数とみなし、次年度以降も同数の生徒が割り当てられると想定する。

2012/13 年度のセネガル全州平均の進級率（約 72.3％）、及び留年率（約 17.6％）を用いて

算出した。以下に FT-1 ジョル マンガン中学校の予測例を示す。 
 

表 3-9 生徒数予測の例（FT-1 ジョル マンガン中学校） 
年度 中 1 中 2 中 3 中 4 合計 

2014/15  (調査時)  165 138 150 91 544 
2015/16 194 144 126 124 588 
2016/17 199 166 126 113 604 
2017/18 （施設完成予定時） 200 173 142 111 626 

 
 
 

 ①-２ 計画教室数 

計画対象校には、以下の順序に従って算出した教室数を整備する。FT-1 ジョル マンガ

ン中学校を例に計算方法を示す。 
 
a)適正教室数 

適正教室数は施設の完成が想定される 2017/18 年度の予測生徒数を 1 教室当たりの生徒

数で除した数（小数点以下切り捨て）として算出する。1 教室当たりの生徒数はセネガル側

と確認した通り 45 人とする。ただし、適正教室数は、中学校全学年を満たすことを前提に

4 教室以上とする。 
 
 
 

34 サイト調査を実施した 2014 年 10 月は生徒登録中であったため、各校での予定生徒数である。また、KA-20 ポロハ

ーン中学校では、2014/15 年度の生徒数が確認できなかったため、2013/14 年度生徒数を使用した。 

165 ＋165×17.6% 165×72.3% + 138×17.6% 
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FT-1：ジョル マンガン中学校（継続使用可能教室数 8教室あり） 

2017/18 年度の予測生徒数：626 人 (表 9)参照 

適正教室数：626 人÷45 人／教室 = 13.9 （小数点以下切り捨て⇒適正教室数は 13） 

 

b)必要教室数 

必要教室数は「必要教室数＝適正教室数－継続使用可能教室数 35」の式で求める。ただ

し、マイナスとなった場合は、必要教室数はゼロとする。 
 

必要教室数：13-8 = 5 

 
c)計画教室数 

各サイトにおける敷地の制約、建築計画上の観点から検証を行い、計画教室数を決定する。 
 

必要教室数 5に対し、敷地の制約がないサイトなので、計画教室数は 5となる。 

 
以上のプロセスに基づき、20 サイトの計画教室数を算出したところ、合計 183 教室とな

った。詳細は表 3-12 の通り。 
 
 ② 管理棟 

 管理棟は既存管理棟を有していない 18 サイトに以下の部屋を整備する。該当する 18 サ

イトは表 3-12 の通り。 
・校長室、教務助手室、教員室、倉庫 
 

 ③ トイレ棟 

トイレは本プロジェクトで計画する教室数に応じた規模とし､1計画教室当たり 1ブース

とする。計画ブース数は男女同数とするため、計画教室数が奇数の場合は、1 つ大きい偶数

になるようにする。また、小規模なトイレはコスト効率が悪いので最少ブース数は 6 とす

る。計画ブース数には身体障害者及び教員用の多目的トイレ男女各 1 ブースを含める。 
これに基づき合計 200 ブースを整備する。サイト毎の詳細は表 3-12 の通り。 

 
（２） 家具コンポーネント 

家具は、教室、管理棟の各所室に整備することとし、教室の収容生徒数を 45 人と設定し

たため、各教室には生徒用として 2 人用の机・椅子一体型家具を 23 台、教員用として机と

椅子を各 1 台整備する。教室棟及び管理棟の家具一覧は表 3-10 の通り。また、サイト毎の

35 サイト調査時に確認した①既存の継続使用可能教室と②建設中の継続使用可能教室の合計。なお、継続使用の可否は

準備調査担当コンサルタントが判断した。 
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詳細は表 3-15 の通り。 
 

表 3-10 1 部屋当たりの家具一覧表 
棟名 室名 家具   （ ）内の数値は数量 

教室棟 教室 生徒用机・椅子（2 人用）(23)、教員用机(1)、教員用椅

子(1) 

管理棟 
校長室・付属倉庫 机(1)、椅子(5)、収納棚 B(1)、収納棚 A(4) 
教員室 机(12)、椅子(24)、収納棚 B(4) 
教務助手室・付属倉庫 机(7)、椅子(7)、収納棚 A(6)、収納棚 B(4)、 

 

（３） ソフトコンポーネント 

3-2-1-6「運営・維持管理に対する方針」で先述した通り、本プロジェクトにソフトコン

ポーネントは含めない。 
 

（４） コンポーネントの優先順位 

 教育省との協議の結果、上記コンポーネントの優先順位は以下の通りである。 
 

表 3-11 計画コンポーネントの優先順位 
優先順位 コンポーネント 

1 教室 
2 教育家具 
3 管理棟 
4 トイレ棟 

 

（５） 計画対象校の協力規模 

 以上を踏まえ、計画対象校の協力規模を次表に示す。 
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表 3-12 計画対象校の協力規模 

 

計画教室数 計画管理棟数
計画トイレ
ブース数

FT-1 ジョル　マンガン中学校 2 626 13 8 5 5 1 6

FT-3 スジャン中学校 1 415 9 0 9 9 1 10

FT-4 トッファイ中学校 3 613 13 2 11 11 1 12

FT-7 ンゴニン中学校 2 457 10 2 8 8 1 8

FT-8 ンバダットゥ中学校 1 725 16 9 7 7 0 8

KA-2 チョフィオール中学校 4 465 10 2 8 8 0 8

KA-4 ガンジャイ２(ドゥ)中学校 2 890 19 0 19 19 1 20

KA-5 ンブマ中学校 1 644 14 0 14 14 1 14

KA-8 ビタヤン　アブドゥ中学校 3 390 8 0 8 8 1 8

KA-10 ンドファン　ラゲム中学校 5 804 17 7 10 10 1 10

KA-16 クール　ヨロ　ホージャ中学校 4 432 9 4 5 5 1 6

KA-17 ワック　グナ　フランコ・アラブ中学校 1 179 4 0 4 4 1 6
②の適正教室数は本来「3」だが、中
学校は4学年あるため、「4」を適正教
室数とする。

KA-18 カイモー中学校 5 957 21 4 17 17 1 18

KA-20 ポロハーン中学校 2 1,057 23 12 11 11 1 12
中高一貫校で、敷地内には既存教室数
は17であるが、中高生徒数の割合から
中学での使用教室を12とした。

KA-21 クール　セット　ジャフー中学校 3 309 6 4 2 2 1 6

TH-1 ンジャラオ中学校 3 946 21 6 15 15 1 16

TH-2 トコマック中学校 4 523 11 2 9 9 1 10

TH-5 ヤボ　ヤボ中学校 2 436 9 3 6 6 1 6

TH-6 ウンジャンダ中学校 1 366 8 0 8 8 1 8

TH-7 タタゲン　セレレ中学校 4 469 10 3 7 7 1 8

11,703 68 183 18 200合計

ファティック

カオラック

カオラック
ディパルト

マン

ニョロ

ティエス ンブール2

計画規模

備考

ジョフィ
オール

ファティック

②適正教室数
（①÷45切捨）

③継続使用可
能教室数

④必要教室数
(③－②）

①2017/18年度
予測生徒数

IA IEF コード 学校名
IEF毎総合
優先順位
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3-2-2-4 建築計画 

 
（１） 配置計画 

 既存敷地内に増設するサイトは、既存建物との位置関係に配慮する。また、各サイトの

敷地条件や自然条件に合った建物の配置とし、自然採光や自然通風が確保できる計画とす

る。 
 
（２） 平面計画 

①教室棟 

 教室棟の平面計画は教育省が建設する標準設計に倣って、桁行き9.25m×梁間7.25m
（内法床面積 63 ㎡）とする。 

 教室の出入り口は 2 箇所とし窓は柱間隔毎に 1 箇所（教室当たり 4 箇所）とする。 
 教室の前後の壁には黒板（計 2 箇所）を設け、前側に教壇を設ける。 
 身体障害者用スロープを設ける。 

 
②管理棟 

 校長室は桁行き 3.1m×梁間 7.25m（内法床面積 19.95 ㎡、倉庫を含む）とする。 
 教員室、教務助手室は桁行き 6.15m×梁間 7.25m（内法床面積 41.3 ㎡、教務助手室

は倉庫を含む）とする。 
 
③トイレ棟 

 サイトに給水設備がある場合は水洗トイレとし､給水設備が無い場合は汲み取り式

とする。 
 身体障害者のアクセスが容易なように、地上からトイレ床までのスロープを設ける。 

 
（３） 施設プロトタイプ 

計画施設は表 3-13 のプロトタイプの組み合わせで計画する。 
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表 3-13 施設プロトタイプ 
棟名  タイプ タイプ名 

教室棟 平屋建て 

2 教室 2SDC 
3 教室 3SDC 
4 教室 4SDC 
5 教室 5SDC 

管理棟 平屋建て BA 

トイレ棟 

水洗式 

6 ブース BH-6 
6 ブース 
（身体障害者対応なし 36） BHa-6 

8 ブース BH-8 
10 ブース BH-10 

汲み取り式 

6 ブース BLR-6 
6 ブース BLRa-6 
8 ブース BLR-8 
10 ブース BLR-10 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
図 3-1 プロトタイプ 

36 Bha-6 タイプトイレは、必ずスロープ付のトイレと組み合わせで供与される。このため、全サイトで身体障害者対応

がなされる。 
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（４） 計画対象校の施設整備リスト 

表 3-14 計画対象校の施設整備リスト 

 

  ※電気・給水：○は電気設備・給水設備対象校 

電気 給水

タイプ 2SDC 3SDC 4SDC 5SDC BA-C BH-6 BHa-6 BH-8 BH-10 BLR-6 BLRa-6 BLR-8 BLR-10

教室数 2 3 4 5 中学校用 4+2 6+0 6+2 8+2 4+2 6+0 6+2 8+2

延床面積（㎡） 170.20 255.30 342.70 427.80 141.68 28.80 23.76 36.72 44.64 28.80 23.76 36.72 44.64

施工床面積（㎡）

10 KA-02 チョフィオール中学校 ○ 2 685.40 0 0.00 1 36.72 722.12

12 KA-04 ガンジャイ２中学校 1 3 1,626.10 1 141.68 2 1 84.24 1,852.02

13 KA-05 ンブマ中学校 ○ 1 2 1,198.30 1 141.68 1 1 60.48 1,400.46

16 KA-08 ビタヤン・アブドゥ中学校 2 685.40 1 141.68 1 36.72 863.80

18 KA-10 ンドファン・ラゲム中学校 2 1 853.30 1 141.68 1 44.64 1,039.62

１ロット計 0 2 0 2 7 5 5,048.50 4 566.72 0 1 2 0 0 2 2 1 262.80 5,878.02

34 KA-16 クール・ヨロ・ホージャ 中学校 ○ 1 1 425.50 1 141.68 1 28.80 595.98

35 KA-17 ワック・グナ フランコアラブ中学校 1 342.70 1 141.68 1 28.80 513.18

36 KA-18 カイモー中学校 1 1 2 1,453.60 1 141.68 1 2 76.32 1,671.60

38 KA-20 ポロハーン中学校 ○ ○ 1 2 940.70 1 141.68 1 1 52.56 1,134.94

39 KA-21 クール・セット・ジャフー中学校 ○ 1 170.20 1 141.68 1 28.80 340.68

２ロット計 1 3 2 3 4 2 3,332.70 5 708.40 3 1 0 0 2 2 0 0 215.28 4,256.38

23 TH-1 ンジャラオ中学校 ○ 1 3 1,283.40 1 141.68 1 1 68.40 1,493.48

24 TH-2 トコマック中学校 3 765.90 1 141.68 1 44.64 952.22

27 TH-5 ヤボ・ヤボ中学校 ○ 2 510.60 1 141.68 1 28.80 681.08

28 TH-6 ウンジャンダ中学校 2 685.40 1 141.68 1 36.72 863.80

29 TH-7 タタゲン・セレレ中学校 1 1 598.00 1 141.68 1 36.72 776.40

３ロット計 0 2 0 7 6 0 3,843.30 5 708.40 1 1 0 1 0 0 2 1 215.28 4,766.98

1 FT-1 ジョン・マンガン 中学校 ○ 1 1 425.50 1 141.68 1 28.80 595.98

3 FT-3 スジャン中学校 ○ 3 765.90 1 141.68 1 44.64 952.22

4 FT-4 トッファイ中学校 ○ 1 2 940.70 1 141.68 1 1 52.56 1,134.94

7 FT-7 ンゴニン中学校 2 685.40 1 141.68 1 36.72 863.80

8 FT-8 ンバダットゥ 中学校 ○ 1 1 598.00 0 0.00 1 36.72 634.72

４ロット計 0 4 1 6 5 0 3,415.50 4 566.72 2 1 1 1 0 0 1 0 199.44 4,181.66

カオラック州計 1校 5校 2 5 11 7 8,381.20 9 1,275.12 3 2 2 0 2 4 2 1 478.08 10,134.40

ティエス州計 0校 2校 7 6 0 3,843.30 5 708.40 1 1 0 1 0 0 2 1 215.28 4,766.98

ファティック州計 0校 4校 1 6 5 0 3,415.50 4 566.72 2 1 1 1 0 0 1 0 199.44 4,181.66

延べ床面積／棟数計 1校 11校 3 18 22 7 15,640.00 18 2,550.24 6 4 3 2 2 4 5 2 892.80 19,083.04

カオラック州計 4 15 44 35 98 9 18 12 16 0 12 24 16 10 108

ティエス州計 0 21 24 0 45 5 6 6 0 10 0 0 16 10 48

ファティック州計 2 18 20 0 40 4 12 6 8 10 0 0 8 0 44

教室数／ﾌﾞｰｽ数計 183 18 36 24 24 20 12 24 40 20 200

合

計

トイレ

①+②+③

ロット別
延べ面積①

延べ面積

②

延べ面積

③

延べ面積

平屋 水洗式

教室棟 管理棟

平屋
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テ
ィ

ッ
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州

ロ
ッ

ト
4

平屋 汲み取り式
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オ
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ト
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2

テ
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ス

州

ロ
ッ

ト
3
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（５） 立面・断面計画 

 雨季の床の冠水を避けるため、教室、管理棟の床レベルは地盤面より 50cm 高く設定

する。高温多湿な気候条件に対応するため、天井高は 3.2m（水下側）とし、十分確

保する。 
 金属屋根からの輻射熱を避け、かつ雨音を低減するため、屋根裏には野地板を張る。 
 窓は自然通風を有効に取り入れるため、両開き＋可動ガラリとする。また、自然採

光を利用し、室内へ効率よく配光するため、窓は大きく梁下まで設ける。 
 

（６） 構造・工法 

①構造方式 

現地の在来工法に倣い、以下の構造方式とする。 
・主構造は鉄筋コンクリート構造とする。 
・外壁、間仕切り壁は空洞コンクリートブロックとする。 
・小屋組は鉄骨の登り梁と母屋による架構とする。 

 
②地盤・基礎 

計画対象サイトの地盤は比較的良好なため、独立基礎または布基礎を基本として、地

盤の耐力に応じたサイズを設計する。カオラック州では、膨張土が存在するため、基礎

や床に影響のない範囲までを良質土に置換する。また、対象地域は地中の塩分濃度が高

いことが予想される。そのため、塩水によるコンクリート浸食防止、鉄筋の防錆などの

塩害対策を行う。 
 

③設計外力 

セネガルでは地震がないため地震力は考慮しない。また、設計用風圧力については、

セネガルの風力分布図に従い、瞬間最大風速 169 km/h、標準風速を 131 km/h として設

計する。 
 

④設計基準 

フランスの基準に準じた荷重を採用し、構造設計を行う。 
 
（７） 電気設備計画 

 各教室には照明 6 箇所、コンセント 4 箇所を設ける。 
 校長室には照明 2 箇所、コンセント 2 箇所を設ける。また、教員室、教務助手室に

は照明 4 箇所、コンセント 2 箇所を設ける。 
 公共電力の供給のないサイトについては将来需要を見越し、電気設備用の配管・配

線までを行うが、各器具・分電盤などは設置しない。 
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（８） 給排水・衛生設備計画 

 トイレ棟の給水は、サイト内または前面道路に供給されている市水、または井戸水

を利用する。 
 トイレの排水は浄化槽にて処理し､敷地内浸透とする。 
 給水設備のないサイトのトイレは汲み取り式とする。 

 
3-2-2-5 家具計画 

 計画対象校毎の家具整備リストは以下の通りである。 
 

表 3-15 計画対象校の家具整備リスト 

 
 
3-2-3 概略設計図 

生徒用

机・椅子
　大

教員用

机

教員用

椅子

教員用

机

教員用

椅子

書棚

A

書棚

B

数量/室 23 1 1 20 36 10 9

10 KA-02 チョフィオール中学校 8 184 8 8 0 0 0 0

12 KA-04 ガンジャイ２中学校 19 437 19 19 20 36 10 9

13 KA-05 ンブマ中学校 14 322 14 14 20 36 10 9

16 KA-08 ビタヤン・アブドゥ中学校 8 184 8 8 20 36 10 9

18 KA-10 ンドファン・ラゲム中学校 10 230 10 10 20 36 10 9

１ロット計 5校 59 1,357 59 59 80 144 40 36

34 KA-16 クール・ヨロ・ホージャ 中学校 5 115 5 5 20 36 10 9

35 KA-17 ワック・グナ フランコアラブ中学校 4 92 4 4 20 36 10 9

36 KA-18 カイモー中学校 17 391 17 17 20 36 10 9

38 KA-20 ポロハーン中学校 11 253 11 11 20 36 10 9

39 KA-21 クール・セット・ジャフー中学校 2 46 2 2 20 36 10 9

２ロット計　5校 39 897 39 39 100 180 50 45

23 TH-1 ンジャラオ中学校 15 345 15 15 20 36 10 9

24 TH-2 トコマック中学校 9 207 9 9 20 36 10 9

27 TH-5 ヤボ・ヤボ中学校 6 138 6 6 20 36 10 9

28 TH-6 ウンジャンダ中学校 8 184 8 8 20 36 10 9

29 TH-7 タタゲン・セレレ中学校 7 161 7 7 20 36 10 9

３ロット計　5校 45 1,035 45 45 100 180 50 45

1 FT-1 ジョン・マンガン 中学校 5 115 5 5 20 36 10 9

3 FT-3 スジャン中学校 9 207 9 9 20 36 10 9

4 FT-4 トッファイ中学校 11 253 11 11 20 36 10 9

7 FT-7 ンゴニン中学校 8 184 8 8 20 36 10 9

8 FT-8 ンバダットゥ 中学校 7 161 7 7 0 0 0 0

４ロット計　5校 40 920 40 40 80 144 40 36

カオラック州計 25 2,254 98 98 180 324 90 81

ティエス州計 13 1,035 45 45 100 180 50 45

ファティック州計 12 920 40 40 80 144 40 36

棟数計 50 4,209 183 183 360 648 180 162

カオラック州計 98 家具総数修正前

ティエス州計 45

ファティック州計 40

タイプ別教室数 183

学校別

教室数

学校別家具数

教室家具数 管理棟/管理室家具数

第

1
グ
ル
ー

プ

第

2
グ
ル
ー

プ

２

グ
ル
ー

プ

集

計

ID コード 学校名
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3-2-4 施工計画／調達計画 

 
3-2-4-1 施工方針／調達方針 

 
（１） 調達代理方式による事業実施 

本プロジェクトは、生産物や役務の調達管理、資金管理及び施設建設を含む事業を調達

代理方式により実施する。調達代理機関は、教育省の代理人として事業の実施を代行する

実施代行機関として位置付けられ、資金管理、各種契約（弁護士、第三者検査機関、施工

監理コンサルタント、建設業者、教育家具/銘板調達業者）及び進捗管理を行う。 
本プロジェクトは、閣議決定の後、両国政府間の事業実施に関する交換公文（E/N）及び JICA と

の間の贈与契約（G/A）が締結された後に実施に移行する。教育省は、E/N に添付される合意議

事録（A/M）に基づき、日本の調達代理機関と調達代理契約（A/A）を締結する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 3-2 事業実施体制 
 

（２） 協議会（コミッティ） 

E/N 締結後、協議会を設置する。協議会は、教育省、経済財務省及び JICA セネガル事務

所から構成され、調達代理機関がアドバイザーとして参加する。協議会は、事業実施中に

生じる諸問題について協議・調整を行う。 
 

（３） 調達代理機関 

調達代理機関は、教育省の代理人として資金管理、各種調達（弁護士、第三者検査機関、

施工監理コンサルタント、建設業者、家具調達業者）及び実施管理を行う。  
調達代理機関の要員は以下の通り。 

本邦

コンサルタント

監理
施工業者 調達業者

契約関係を示す

協議・検査・確認

報告等を示す

現地コンサルタント
監理 協議会

詳細設計・

施工監理契約
工事契約 家具調達契約

日本国政府

(大使館）

調達代理機関 弁護士事務所

第三者検査機関

E/N

G/A

ＪＩＣＡ

セネガル国政府

（教育省、経済財務省）

調達代理契約
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表 3-16 調達代理機関の要員配置 
要員 役割 

邦人 統括者 調達代理機関の業務全体を統括管理し、入札時及び事業完了時に

現地に派遣される。 
常駐統括補佐 調達代理機関の現地責任者として、工事管理期間中常駐する。 
入札図書作成者 日本国内にて、施設建設、機材調達の入札図書（一般条項）を作

成する。 
契約関連・資金管

理者 
日本国内にて、業者契約、支払及び資金管理に係る業務を実施す

る。 
現地傭人 事務員 1 調達代理機関の事業資金の管理実務を行う。 

通訳 入札業務期間中の現場説明会、入札評価、価格・契約交渉時及び

事業終了時に配置され、フランス語－英語（または日本語）の通

訳を行う。 
 
（４） 詳細設計・施工監理コンサルタント 

 本プロジェクトの詳細設計、入札補助、施工監理業務に際しては、調達代理機関が詳細

設計・施工監理コンサルタント（以下「コンサルタント」という）を調達資金により契約・

雇用する。コンサルタントは原則として本協力準備調査を担当した本邦コンサルタントが

JICA の推薦を受け、相手国の合意を得て調達代理機関と契約する。本邦コンサルタントの

役割は、以下の通りである。 
 
① 詳細設計段階 

 本邦コンサルタントは、全サイトを対象に詳細設計調査を行い、設計条件の補足調査、

他ドナー案件等の状況の変化及び事業開始の可否を確認する。また、協力準備調査で作成

した概略設計を基に詳細設計を行い、入札図書（技術部分）を作成する。また、詳細積算

を行い、準備調査からの変更点を OD/DD 比較としてまとめる。 
 
② 入札段階 

 本邦コンサルタントは、調達代理機関が作成する入札図書一般条項を技術的な側面から

補助する。また、調達代理機関が実施する入札、入札評価、契約交渉を技術的な側面から

補助する。 
 
③ 施工監理段階 

本邦コンサルタントは元請けとして、セネガルのコンサルタント会社を下請け（サブコ

ン）として活用し、業務を遂行する。 
本プロジェクトでは広範囲に散在するサイトを同時に施工するため、一定頻度で現場監

理を行うことが重要である。そのため、カオラックとンブールに監理事務所を置き、日本

人の常駐監理者と現地コンサルタントを常駐させる。現地コンサルタントは１ロットを常

に 2 人以上の体制で現場を廻る体制とする。監理頻度は、日本人常駐監理者は 1 サイト当
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たり 2 回/月、現地コンサルタントは 2 回/週を想定する。 
 
①～③の詳細設計・施工監理段階におけるコンサルタントの要員配置は表 3-17 の通り。 

 
表 3-17 コンサルタントの要員配置 

要員 役割 
本邦 技術監理者 1 

(入札業務) 
設計監理コンサルタントの業務全体を統括管理するとともに、入札

業務を担当する。 
技術監理者 2 
(施工監理建築) 

建設工事着工時から工事完了時まで現地に常駐し、施工監理を実施

する。また、完工 1 年後に瑕疵検査を実施する。 
技術監理者 3 
(施工監理建築) 

業務は技術監理者 2 に同じ。第 1 グループと第 2 グループが重なる

期間にのみ配置。 
技術監理者 4 
（意匠設計） 

詳細設計時に、現地コンサルタントに対し、入札図書作成の指示・

監督。 
技術監理者 5 
（意匠設計） 

詳細設計時に、現地コンサルタントに対し、入札図書作成の指示・

監督。 
技術監理者 6 
（構造設計） 

詳細設計時に、現地コンサルタントに対し、入札図書作成の指示・

監督。 
技術監理者 7 
（設備設計） 

詳細設計時に、現地コンサルタントに対し、入札図書作成の指示・

監督。 
技術監理者 8  
(積算) 

技術管理者 1 と協力し、入札業務における入札図書の作成及び入札

評価を補助する。 
技術監理者 9 
（品質監理） 

工事期間中に 2 度スポットで配置される。 

 

 

（５） 施工業者 

施工業者は、セネガル業者を対象とした一般競争入札により選定される。入札参加対象

は D ランク（最上位）の業者を想定する。 
 
（６） 調達業者（教育家具、銘板） 

一般競争入札により選定され、調達代理機関との契約図書に従って、教育家具、銘板を

現地 監理技術者 1 
（建築主任） 

入札業務期間中は技術監理者 1 を補佐する。施工監理期間中は施工

監理事務所に常駐し、監理技術者を指揮する。 
監理技術者 2～5 
（建築） 

施工監理事務所に常駐し、第 1 グループ担当サイトを巡回し施工監

理を行う。 
監理技術者 6～9 
（建築） 

業務は監理技術者 2～5 に同じ。第 2 グループを担当する。 

監理技術者 10 
（電気・機械設備） 

設備工事期間中、施工監理事務所に常駐し、担当サイトを巡回し施

工監理を行う。 
積算 入札期間は技術監理者 1 を補佐し、入札図書の作成、入札評価及び

価格・契約交渉を実施する。施工監理期間中は施工監理事務所に常

駐し、各ロットの出来高確認を行う。 
事務員 施工監理期間中に各施工監理事務所に常駐し、事務処理を行う。 
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製作または納入する。 
 

（７） 弁護士事務所 

各種契約書の内容の確認、訴訟・紛争等の対処を目的とし、顧問弁護士を採用する。 
 

（８） 第三者検査機関 

 セネガルでは建設会社は引き渡し後 10 年間の品質保証が義務付けられているため、第三

者検査機関による工事監理、検査が必要である。第三者検査機関は、工事の各段階で検査

を行い、検査報告書を発行する。建設会社はこの検査報告書をもって保険への加入が可能

となる。先行案件、あるいは他ドナーによる協力案件の経験を有する検査機関を選定する。 
 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

 
（１） 入札計画 

 3-2-1-5「現地業者の活用に係る方針」で述べたように、本プロジェクトでは、一定の技

術水準と施工能力を有する大手企業を選定するべく入札計画を策定する。入札はセネガル

の公共調達におけるガイドライン、一般的な手順、条件を勘案しつつ、コミ開調達ガイド

ラインに沿って行うこととする。 
 
 ①入札方針（案） 

 ドナーや海外資金による学校建設の経験を有する大手業者を前提とした入札参加条

件を設定する。 
 セネガル建設業者に限定する。 
 1 ロット当たり 5 サイトとし、4 ロットとする。 
 建築・銘板を一括契約とする。 

 
 ②施工業者の入札参加条件（案） 

 先行案件「ダカール郊外」に倣い、以下のような施工業者の入札参加条件を設定する。 
 
 過去 5 年間、カテゴリーD の認定を受けていること。 
 過去 3 年間に 20 億 FCFA 以上の建設業務の経験を有し、納税申告書で証明できる

こと。 
 過去 5 年間に、施工業者としてまたは、サブコントラクターとして、 

- 10 億 FCFA 以上の建設業務を 3 件以上受注していること、 
- 10 億 FCFA 以上の外国資金による建設業務を 2 件以上受注していること。 

 3 億 FCFA 以上の銀行預金を証明できること。 
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 教室建設の経験を有し、施主からの良好完工証明を提出できること。 
 十分な建設機材を有していること。 

 
 ③ 入札スケジュール（案） 

項目 期間 備考 

新聞公示 
  

60日 
新聞に公告し、入札図書配布、質疑応答等を

実施。 
入札会 

30日 
調達代理機関、コンサルタントによる入札評

価及びセネガル側の承認期間を含む。 
入札評価完了 

30日 
契約交渉期間 

契約 
  

 

 

（２） 技術講習会の導入 

本プロジェクトでは先行するサイトの本体工事での施工講習会を実施する。 
 

（３） 免税措置 

 本プロジェクト実施のための資機材及びサービスに対するセネガルの諸税金は全て免税

される。 
 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

セネガル側負担工事の確実なる実施が本プロジェクトの円滑な実施には不可欠である。工

事着工に先立つ準備工事として、建設予定地の造成、建設予定地内の既存施設や障害物の解

体撤去、及び移設が必要となる。これらが工事開始までに確実に実施されない場合、工事工

程に遅延が生じることから、建設予定地の造成、計画建物の位置にある既存構造物の撤去及

び移設は日本側で行い、その他工事着工に直接影響のないものはセネガル側で行う。また、

施設完工までにセネガル側により、インフラ（電気・水道）のサイト敷地内への引き込みが

実施されなければならない。日本国とセネガルのそれぞれの施工区分を以下に示す。 
 

（１） 日本国側の負担工事 

① 計画施設の建設工事 
② 計画教育家具の調達 

③ 工事の着工に影響を与え得る造成工事、建設予定位置にある既存構造物の撤去 

④ サイト内の給水、電気の計画施設への接続 
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（２） セネガル側の負担工事 

① 敷地の確保 
② 整地工事 
③ 工事着工に影響がないと見なされる建設予定地内の地上及び地中埋設障害物の撤

去工事 
④ 工事用資材の校内一時保管場所の確保 
⑤ 囲い塀の設置 
⑥ 計画教育家具以外の必要家具、備品の調達 

 
3-2-4-4 施工監理計画 

本プロジェクトでは、同時に多数のサイトで実施する建設工事を限られた工期内に完了

させる必要があるため、セネガルの責任実施機関及び調達代理機関への綿密な報告と打ち

合わせや施工業者への適切な指示、指導など、施工監理業務が適切に実行される必要があ

る。そこで本プロジェクトでは図 3 に示す体制により施工監理を行う。 
施工監理の経験を有する技術監理者 2 がセネガルに駐在し、ローカル監理技術者ととも

に工程、及び「3-2-4-5 品質監理計画」で述べる品質面の監理を実施する。また監理情報

の収集、報告書の作成、本プロジェクトに関する定期的な報告を、セネガル側実施機関及

び調達代理機関に対して行う。コンサルタントは施工期間中、ンブールとカオラックに監

理事務所を設置する。 
 

 
図 3-3 施工監理体制 

 

網掛けはスポット配置

現地コンサルタント
要員

第１グループ
施工サイト

(ロット１、ロット２）

技術監理者１

技術監理者２

監理技術者２～５（建）

元請コンサルタント
本邦事務所

元請コンサルタント
現地監理事務所

第２グループ
施工サイト

(ロット３、ロット４）

通訳

監理技術者１１（積算）

事務員

雑役

保安員

運転手

監理技術者１０（電・機）

監理技術者６～９(建）

運転手

監理技術者１（建）
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3-2-4-5 品質監理計画 

設計図書及び施工監理計画書に従い、施工計画書、施工図、見本品の確認、各種検査の

実施、現場立会い検査等を行う。下表に躯体工事段階における主な品質監理項目を示す。 
 

表 3-18 躯体工事段階における主な品質監理項目案 
工事 監理項目 検査方法 検査頻度 

土工事 床付面確認 目視 根切完了時 

鉄筋・型枠工事 
鉄筋材料 ミルシートの照合又は 

引張り強度試験 
ロット毎 
サイズ毎 

配筋 配筋検査 コンクリート打設前 
型枠 型枠検査 コンクリート打設前 

コンクリート 
工事 

材料 セメント：品種 
骨材：粒度 配合計画時 

試験練り 供試体による圧縮試験 ロット毎に 1 回 
打設後 同上 構造部位毎に 1 回 

鉄骨工事 鉄骨材料 材料検査 鉄骨加工前 
 
3-2-4-6 資機材等調達計画 

（１）建築資機材 
セネガルでは、セメント、骨材、砂、コンクリート二次製品は国内産を随時調達できる。 
異形鉄筋は欧州産とセネガル産（欧州産丸棒鋼を輸入し国内で異形加工している）の 2

種類が流通している。セネガル産は直径が規定より細く、引張強度が規定値に達しない製

品が多いと言われていることから、本計画では使用しない。 
コンクリート及び左官に使用される水、骨材、砂は日本国内で適用されている塩分総量

規定に適う品質とする。 
その他の主要な建設資材は輸入製品又は素材を輸入し加工している。品質、供給量に問

題はなく可能である。 
電気器具類、衛生機器類も輸入製品を国内市場にて調達可能である。主要資機材の調達

先及び原産国は表 3-19 による。 
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表 3-19 主要資機材の調達先及び原産国 

資機材名 
調達先 

備考 
現地 日本 第三国 

[資材]     
ポルトランドセメント ○   国産 
コンクリート用骨材 ○   国産、石灰岩、安山岩がある 

異形鉄筋 ○   
輸入品（フランス、ベルギー、南アフリ

カ、中国等） 

型枠用材 ○   
輸入木材（コートジボワール、ベナン、

モリタニア等）を現地で加工 

合板 ○   
輸入木材（コートジボワール、ベナン、

モリタニア等）を国内加工 
コンクリートブロック ○   国産 

木材 ○   
アフリカ近隣諸国（コートジボワール、

ベナン、モリタニア等）から輸入 

木製建具 ○   
輸入木材（コートジボワール、ベナン、

モリタニア等）を用いて国内で製作 

鋼製建具 ○   
輸入板材（フランス、ベルギー、中国等）

を用いて国内で製作 
ガラス類 ○   フランス、日本から輸入、国内で加工 
塗装用材 ○   国産 

アルミ亜鉛メッキ波板 ○   
輸入板材（フランス、ベルギー、中国等）

を用いて国内で製作 

配電盤類 ○   
ヨーロッパ（フランス、ベルギー）、ア

ジア（中国、韓国）からの輸入品 

電線・ケーブル ○   
ヨーロッパ（フランス、ベルギー）、ア

ジア（中国、韓国）からの輸入品 
コンジットパイプ ○   国産 

照明器具 ○   
ヨーロッパ（フランス、ベルギー）、ア

ジア（中国、韓国）からの輸入品 
管材 ○   国産 

バルブ、配管付属金物 ○   
ヨーロッパ（フランス、ベルギー）、ア

ジア（中国、韓国）からの輸入品 

 
（２）家具 
 家具に使用される木材、スチール製品及び塗料は輸入品であるが、製品は国内調達可能

である。材料手配の期間、製作にかかる期間を適切に設定し調達する。 
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3-2-4-7 実施工程 

 
（１） ロット分け 

本プロジェクトは、施設建設及び機材（家具）調達に分けて業務を発注する。 
施設建設は、施工地域によって 2 グループに分けるとともに、施工規模や発注金額を考慮

して各グループとも 2 ロットずつに分ける。施工業者は、現地施工業者タイドによる競争

入札により技術面と価格面を総合的に評価して選定する。 
機材（家具）調達は、施工グループごとに 1 ロットとして納入業者を選定する。 

 
表 3-20 ロット分け案 

 

 
 

図 3-4 ロット分け 

 調達種別 第 1 グループ （カオラック州） 
第 2 グループ 

（ティエス州・ファティック州） 

建設工事 

ロット No. サイト数（教室数） ロット No. サイト数（教室数） 

1 5 (59) 3 5 (45) 

2 5 (39) 4 5 (40) 

家具調達 1 1 
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（２） 実施工程 

調達代理契約及び詳細設計・施工監理コンサルタントの契約後、詳細設計、入札図書作

成、図書承認（4.0 ヶ月）、入札、評価、契約交渉、関係機関の承認、工事契約（4.0 ヶ月）

の手順で進められる。これに要する作業期間は 8.0 ヶ月である。 
建設工期は、第 1 グループ、第 2 グループの建設教室の最大数を有するサイトをクリテ

ィカルパスとして工期を設定する。また、同一サイトで複数の建物を建設するため、サイ

ト内でずらし着工が必要となる。 
グループの工期は先行案件の工事実績から第 1 グループは 15 ヶ月、第 2 グループは 14

ヶ月とする。 

 
図 3-5 実施工程案 

  

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

▲ ▲ ▲ ▲
閣議 EN/GA AA コンサル契約

詳細設計・承認

OD/ DD OD/ DD

入札公示～契約

公示 入札 契約 公示 入札 契約

建設工事（第1グループ）
工期14ヶ月

準備 工事 検査

建設工事（第2グループ）
工期13ヶ月

準備 工事 検査

入札・契約

公示 入札 契約 公示 入札 契約

機材、家具調達
第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ

製作 搬入

機材、家具調達
第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ

製作 搬入

月

閣議、契約等

施設

機材
家具

2017年 2015 2016 2018

29.0ヶ月

21.0ヶ月

第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ 第2グループ

第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ 第2グループ

第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ 第2グループ
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3-3 相手国側分担事業の概要 

 
本プロジェクトを日本国のコミュニティ開発支援無償資金協力で実施する上で、セネガル

政府が負担すべき項目は下記の通りである。 
 
（１） 本プロジェクトに必要な土地を用意し、教育省が建物を建設する権利を確保する

こと 
（２） 本プロジェクトの実施に先立ち、既存施設及び障害物の解体撤去工事、及び移設

を実施するとともに、整地を行うこと（但し、本プロジェクトの施設の建設予定

地の造成や建設位置にある障害物の解体・移設・撤去工事については、工事を遅

滞なく実施するために日本側負担で実施する。「3-2-4-3 施工区分／調達・据付区

分」参照。） 
（３） 工事完成後に囲い塀の新設または補修、門扉の設置などの外構工事を実施するこ

と 

（４） 工事完了までに電力、上水道の敷地内への引き込みを行うこと（敷地内にある電

力、上水道と本プロジェクトの施設との接続工事は日本側で負担する）、また、本

プロジェクトのコンポーネントに含まれない必要家具を整備すること 

（５） 日本にある銀行との銀行取り決めに基づき、包括的支払い授権書に係る通知手数

料、及び支払手数料を負担すること 

（６） プロジェクトに使用される資機材の輸入、通関が速やかに実施されるよう、必要

な措置を講じること 

（７） 調達代理契約、及び調達代理機関と交わす各契約に基づいた物品及び雇用に関し、

セネガル内で課される関税、国内税、及びその他課税を免除または負担すること。

セネガル側当局は、それらの措置について無償資金及びその利子を使用してはな

らない 

（８） 本プロジェクトに携わる日本国民、または第三国国民―調達代理機関によって雇

用される国民を含む―に対し、セネガルへの入国、並びに滞在に必要な便宜を供

与すること（G/A で使用される、「国民」とは日本の自然人または、日本の自然人

によって経営される日本法人、第三国民の場合は、第三国の自然人または、第三

国の法人を指す。） 

（９） 本プロジェクトで供与される施設機材を適切、かつ効果的に使用し維持すること 

（１０） プロジェクトの範囲内で日本のコミュニティ開発支援無償資金協力によって負担

される費用以外の全ての費用を負担すること 
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（１１） 本プロジェクトの実施に関し、適切な社会環境配慮を講じること 
 

表 3-21 サイト毎の相手国側負担工事リスト 

RC門
建設費
W=4.0m

CB塀
建設費
H=2.0m

ヶ所 m

480,000 65,000
FT-1 ジョル　マンガン中学校 1 800 52,480,000
FT-3 スジャン中学校 1 700 45,980,000
FT-4 トッファイ中学校 1 470 31,030,000
FT-7 ンゴニン中学校 1 500 32,980,000
FT-8 ンバダットゥ中学校 0 0 0
KA-2 チョフィオール中学校 1 900 58,980,000
KA-4 ガンジャイ２(ドゥ)中学校 1 400 26,480,000
KA-5 ンブマ中学校 1 840 55,080,000
KA-8 ビタヤン　アブドゥ中学校 1 800 52,480,000
KA-10 ンドファン　ラゲム中学校 1 620 40,780,000
KA-16 クール　ヨロ　ホージャ中学校 1 560 36,880,000
KA-17 ワック　グナ　フランコ・アラブ中学校 1 570 37,530,000
KA-18 カイモー中学校 1 400 26,480,000
KA-20 ポロハーン中学校 1 530 34,930,000
KA-21 クール　セット　ジャフー中学校 1 600 39,480,000
TH-1 ンジャラオ中学校 1 800 52,480,000
TH-2 トコマック中学校 1 800 52,480,000
TH-5 ヤボ　ヤボ中学校 1 600 39,480,000
TH-6 ウンジャンダ中学校 1 400 26,480,000
TH-7 タタゲン　セレレ中学校 1 800 52,480,000

合計数量 19 12,090
合計金額 9,120,000 785,850,000 794,970,000

合計金額

(FCFA)コード

セネガル側負担事項

中学校名
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

 
3-4-1 教職員の増員 

 
 本プロジェクトにおいて、施設が整備されることにより、教員と教務助手の増員が必要に

なる。セネガルの中学校では科目別に教員が配置されており、1 学級に対して約 1.6 人の教

員配置が望ましい 37。従って、各計画対象校で 2017/18 年度の予測学級数に 1.6 を乗じた

数を必要教員数とし、そこから 2014/15 年度の教員数を減じた数を増員する必要がある。

なお、増員される教員は中学教員資格（CAECEM/CAEM 等）を有していることが望まし

い。 
 
 必要増員教員数：予測学級数×1.6 （切捨て）‐ 2014/15 年度配置済み教員 
 
 また、セネガルの中学校には、教務を担当する教務助手が配置されており、4 学級に対し

て 1 人の教務助手の配置が望ましい 38。従って、2017/18 年度の予測学級数を 4 で除した

数を必要教務助手数とし、2014/15 年度の教務助手数を減じた数を増員する必要がある。 
 
 必要増員教務助手数：予測学級数÷4（切捨て）‐ 2014/15 年度配置済み教務助手数 
 
 下表に、各計画対象校における必要増員教員数と教務助手数を示す。これによれば、

2017/18 年度には、全計画対象校に対し 181 人の教員と、27 人の教務助手の増員が必要と

なる。セネガルにおいては、公立中高教員が 2006/07 年度から 2013/14 年度の 7 年間で、

年間平均約 1709 人増員されており、急激に増加している。増員が必要な教員 181 人はこの

年間平均増員人数の約 1 割に該当する。この増員分は、2014/15 年度の現在から実際に増員

が必要となる 2017/18 年度までの 3 年間でセネガル側が周到な教員配置計画を立てること

により十分確保可能と考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

37 先行案件「ダカール郊外」、「ルーガ・カオラック」を参考とした。 
38 サイト調査では複数の学校から 4 学級に 1 人の教務助手が必要とのコメントがあった。 
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表 3-22 計画対象校における必要増員教員・教務助手数 

 
 
3-4-2 学校運営費 

計画対象校の予算は主に、①教育省からの補助金、②生徒から徴収される年間登録料から

構成され、CGE により厳格に運用・管理されており、年度末に収支報告を IEF、IA に送付

している。 
①の教育省補助金については、学校毎に金額が異なり、計画対象校では年額 250,000FCFA

程度の学校もある一方で、1,900,000FCFA の学校もあった。なお、政府補助金は事務用品

等の費目が予め定められている上に、現金支給ではなく、各学校のニーズに柔軟に対応でき

ない。 
②については、計画対象校では、学校が生徒一人当たり年間平均 5,250～10,000FCFA を

徴収している 39。登録料による学校予算は、学校で使途を決定することが出来るため、CGE
が予算を組み、教材コピー費、事務用品費、保険代、試験料、仮設教室建設費、家具・建物

修繕費用等必要に応じて支出をしている。 
 
3-4-3 運営体制 

セネガルにおいては、中学校は IEF の管理下にあり、IEF が学校状況の把握、生徒の割

当などのマネジメントを行っている。教員の配置は各校から IEF 経由で増員を要請し、IA
或いは中央において決定される。 
計画対象校においては、全校で CGE と APE の設置が確認され、両者を中心に、上述の

学校予算を活用しながら学校の運営、施設の維持管理を行っている。 
 

39 学年によって徴収額が異なる場合が多い。特に、中学 1 年生と 4 年生からの徴収額は、それぞれ入学時の費用や修了

試験代などの名目で 1000FCFA 程高く設定されている場合がある。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

2017/18

予測クラス数
（＝適正教室数）

2014/15

教員数

2017/18

必要教員数
(①×1.6
切捨）

増員必要

教員数
（③-②）

2014/15

教務助手数

増員必要教務

助手数
①÷4-⑤

FT-1 ジョル マンガン中学校 13 10 20 10 1 2
FT-3 スジャン中学校 9 3 14 11 0 2
FT-4 トッファイ中学校 13 9 20 11 1 2
FT-7 ンゴニン中学校 10 5 16 11 0 2
FT-8 ンバダットゥ中学校 16 18 25 7 3 1 2015/16年度、リセに拡張予定

KA-2 チョフィオール中学校 10 11 16 5 1 1
KA-4 ガンジャイ 2（ドゥ）中学校 19 12 30 18 3 1
KA-5 ンブマ中学校 14 16 22 6 1 2
KA-8 ビタヤン アブドゥ中学校 8 5 12 7 0 2
KA-10 ンドファン ラゲム中学校 17 19 27 8 4 0
KA-16 クール ヨロ ホージャ中学校 9 10 14 4 1 1

KA-17
ワック グナ フランコ・アラブ中

学校
4 6 6 0 2 -1 ⇒0

⑥は－となるので教務助手については、
現状維持とする。

KA-18 カイモー中学校 21 11 33 22 3 2

KA-20 ポロハーン中学校 23 18 36 18 3 2

2014/15年度現在は高2までのリセ。現在
教員数と教務助手数は中高クラス数から
按分して予測。

KA-21 クール セット ジャフー中学校 6 8 9 1 1 0
TH-1 ンジャラオ中学校 21 13 33 20 1 4
TH-2 トコマック中学校 11 13 17 4 2 0
TH-5 ヤボ ヤボ中学校 9 9 14 5 1 1
TH-6 ウンジャンダ中学校 8 7 12 5 1 1
TH-7 タタゲン セレレ中学校 10 8 16 8 1 1

必要増員教員数

合計
181

必要増員教務助

手数合計
27

コード 要請校名 備考
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3-4-4 施設の維持管理体制 

施設の清掃については、ほとんどの学校では女子生徒が当番制度で実施しているが、学

校によっては予算を活用し、清掃者を雇用する等して実施している。学期開始前の校庭の

除草などは男子生徒が実施するのが一般的である。 
施設のメンテナンスは CGE や APE が中心となり学校予算を活用し、夏休み期間中に家

具の修繕や、黒板塗り替え、仮設教室の藁の葺き替え等を行っている。なお、セネガルで

は、保護者がボランティアとして施設維持管理のために労働力を供給する例は少なく、施

設メンテナンスは職人に賃金を支払って依頼するのが一般的である。 
本プロジェクトによって整備される施設は、清掃や修繕等の維持管理作業が容易で、引

き渡し後数年は維持管理が不要なものを基本とし、施設の維持管理費用の低減を図ること

とする。 
 
3-4-5 その他 

 計画対象校の内、KA-20 ポロハーン中学校は現在中学 1 年生～高校 2 年生が学び、

2015/16 年度には高 3 迄が就学出来るようになる「中高一貫校（リセ）」である。また、施

設が完成するまでの間に、卒業する生徒の進学先として、中高一貫校にアップグレードされ

る学校が出てくると予想される。これらの学校については整備される教室は中学生用である

点を周知する必要がある。 
 上述の KA-20 ポロハーン中学校については、本プロジェクトで中学校を整備し、高校部

分はセネガル側が整備した上で、本プロジェクトに整備される教室を中学校として適切に使

用することが合意されている。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

 
3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

 
本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 15.11 億円となり、先に述べた

日本とセネガルとの負担区分に基づく双方の経費内訳は、本項（３）に示す積算条件によれ

ば次の通り見積もられる。但し、当該額は交換公文（E/N）上の供与限度額を示すものでは

ない。 
 

（１） 日本側負担経費 
表 3-23 日本側負担経費内訳 
費目 概略事業費（百万円） 

施設 
施設建設費 949.4 

992.3 
家具・ステッカー費 42.9 

調達代理機関費 88.8 

設計監理費 249.8 

その他 
弁護士費用 1.7 

第三者検査機関費 8.4 

合計 1,341.0 

 
（２） セネガル側負担経費 

表 3-24 セネガル側負担経費内訳 
費目 金額（FCFA） 日本円換算（百万円） 

塀建設 794,970,000 168.4 

銀行手数料 6,331,145 1.3 

合計 801,301,145 169.7 

 
なお、上述額は 2014 年 10 月の現地調査時に得た情報を基に、日本側が試算した概算額

である。 
 

（３） 積算条件 

① 積算時点  ：2014 年 10 月 
② 為替交換レート ：1 ユーロ＝138.94 円 

：1 現地通貨（FCFA）＝0.21181 円 
③ 施工・調達期間 ：工事の期間は業務実施工程に示した通り。 
④ その他  ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえ 

3-43 



て行うこととする。 
 

3-5-2 運営・維持管理費 

 
（１） 運営費 

 本プロジェクトの実施に伴う運営費の増額は最低でも下表の通りとなる。 
 

 表 3-25 増額が必要な年間運営費 
項目 算出根拠 金額 

（FCFA） 

備考 

人件費 
教員：197, 965 FCFA40／月・人×12 ヶ月×181 人 429,979,980 教育省

負担 教務助手：150,994FCFA／月・人×12 ヶ月×27 人 48,922,056 

合計 478,902,036 

 
この額は教育省の2015年度予算計画額409,596百万FCFAの約 0.12%に過ぎないため、

十分に負担可能な額であると考えられる。 
 
（２） 維持管理費 

 本プロジェクトにより整備される施設は、引き渡し後数年間は維持管理を必要としないこ

とが想定されているが、その後に予想される維持管理項目、頻度、及び経費を以下に記す。 
 
  

40 教育省への質問票に対する回答によれば、最低の中学教員資格である CAECEM を持つ教員の月給は、197,965FCFA、

教務助手（通常、小学校教員資格者が教務助手になる）の月給は 150,994FCFA である。 
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表 3-26 維持管理試算（計画対象 20 校分） 

項目 頻度 
1 年間に換算した経

費（千 FCFA） 

再塗装 

外部 10 年に 1 回 9,021 
内部 10 年に 1 回 7,481 
黒板 5 年に 1 回 3,030 
建具 10 年に 1 回 2,023 
鉄骨 10 年に 1 回 2,670 

水洗トイレ汚水槽清掃 1 年に 1 回 322 
汲み取り式トイレ沈積物除去 1 年に 4 回 448 

合計  24,995 
 

なお、前述の通り、中学校では教育省からの補助金の他に生徒一人当たり年間 5,250～
10,000FCFA 程度（平均約 7,700FCFA）の登録料を徴収している。予測生徒数 11,703 人に

基づき登録料を算出した場合、計画対象校では年間約 90,113,000FCFA の徴収が見込まれ

るが、上記額はその 27.7％であることに加えて、教育省等からの運営予算配賦があるため、

各学校で負担可能な金額であると考えられる。 
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第４章 プロジェクトの評価 





第4章 プロジェクトの評価 

 
4-1 事業実施のための前提条件 

 本プロジェクトを開始するために前提となる条件は以下の通り。 
① 施設建設のために必要な土地が確保されること。 
② 免税措置がとられること。 
③ 既存施設及び障害物の解体撤去工事及び移設を実施するとともに、整地が行われ

ること（但し、本プロジェクトの施設予定地の造成や建設位置にある障害物の解

体撤去工事については、工事を遅滞なく実施するために日本側負担で実施する）。 
 
4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方負担事項 

プロジェクトの効果を発現、維持するためにセネガル側が取り組むべき事項は以下の通

り。 
① 本プロジェクトの計画対象校に対し、必要な教職員の配置を遅延なく行う。 
② 本プロジェクトの計画対象校において、運営・維持管理に必要な経費を確保する。 
③ 本プロジェクトの計画対象校において、施設の運営・維持管理を適切に行う。（な

お、KA-20 ポロハーン中学校のような中高一貫校で、本プロジェクトにより整備

される施設が中学校用に使用されることも含む。） 
 

4-3 外部条件 

本プロジェクトの効果を発現・持続するための前提条件、及びプロジェクトではコント

ロールできない外部条件は次の通り。 
① SNDES、PAQUET 実施の方針に変更がないこと。 
② 想定以上の物価高騰が起こらず、必要資機材の調達が計画通り行われること。 

 
4-4 プロジェクトの評価 

 
4-4-1 妥当性 

本プロジェクトは、我が国の無償資金協力による協力対象事業として、以下の理由によ

り妥当であると判断される。 
 

① 本プロジェクトの裨益者は、カオラック州、ティエス州、ファティック州におけ

る中学校生徒約 12,000 人や、教職員約 450 人などである。 
② 計画対象校 20 校の中では 1 教室当たり生徒数が 150 人を超える学校や、間借り教

室や仮設教室のみの劣悪な環境で授業をせざるを得ない学校もあり、教室建設へ

の支援が緊急的に求められている。これに対し、本プロジェクトは、カオラック
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州、ティエス州、ファティック州の中学校に対し、教室を整備することにより、

劣悪な教育環境を改善するものである。 
③ 本プロジェクトの目標は人間の安全保障の観点から、我が国の無償資金協力の目

的である教育を含む BHN や人造りに合致する。 
④ 本プロジェクトは、セネガルの国家開発計画である SNDES 及び教育セクター開

発計画である PAQUET の目標達成に資する計画であり、前期中等教育の教室建設

需要の増加に対するセネガル側の計画の一端を担うものである。 
⑤ 2012 年 5 月に策定（2014 年 4 月改訂）された、我が国の対セネガル別援助方針

では、援助重点分野の一つとして「基礎的社会サービスの向上」が挙げられてお

り、同項において「教育への公平なアクセスと質の改善のための支援や教育行政

の改善などを行う」ことが明記されている。本プロジェクトは、前期中等教育の

質の改善に資するものであり、同方針に合致する。 
⑥ TICAD V「横浜行動計画 2013-2017」では、数値目標として「新たに 2,000 万人

の子供に対して質の高い教育を提供」することが設定されており、具体的活動と

して「小中学校及び教員養成校の建設及び教室整備」が提示されている。本プロ

ジェクトは、まさにこの活動を具現化するものであり、日本が重視する支援分野

の目標達成に寄与するものである。 
 

4-4-2 有効性 

（１） 定量的効果 

本プロジェクトは、計画対象校 20 校において、以下の定量的効果をもたらすと考えられ

る。 
 

指標名 
現状の数値 

（2014/15 年度） 

計画値 

（2020/21 年度 41） 

計画対象校における継続使用可能な教室

数 42（教室） 
68 251 

計画対象校における継続使用可能な 1 教室

当たりの生徒数（人） 
151 49 

 
（２） 定性的効果 

 良好な学習環境を整備することにより、前期中等教育の質向上に寄与する。 

41 建設終了後 3 年後。現在の生徒数 10,245 人に対して、2020/21 年度の予測生徒数は 12,380 人となる見込みである。

なお、2020/21 年度の予測生徒数については調査時点の進級率及び留年率を基に算出しているため、今後のセネガル政

府の努力により、進級や留年状況が改善された場合には調査時点の想定よりも多くの生徒が中学校にて学ぶことが可能

となる。よって、1 教室あたりの生徒数は調査時点のものより多くなる可能性がある。 
42 間借りや、仮設教室ではなく、機能・構造的に継続使用可能な教室。 
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 男女別のトイレを整備することにより、女子生徒の教育環境が改善する。 
 

以上の評価結果により、本プロジェクト実施の妥当性は高く、また有効性が見込まれる

と判断される。 
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資料 





１．調査団員・氏名

 

（１）現地調査Ｉ

氏名 業務内容 所属 

橘 秀治 総括 JICA 人間開発部 基礎教育第二課 課長 

田渕 和恵 計画管理 JICA 人間開発部 基礎教育第二課  

吉澤 博幸 業務主任／施設計画 ㈱毛利建築設計事務所 

杉浦 晃 建築計画 1 ㈱毛利建築設計事務所 

荒又 多美子 建築計画 2 ㈱毛利建築設計事務所 

関 武秀 施工計画／調達／積算 ㈱毛利建築設計事務所 

高橋 美奈子 教育計画 1／機材計画 ㈱毛利建築設計事務所 

角田 健一 教育計画 2 ㈱毛利建築設計事務所 

大島 美保 通訳 ㈱フランシール 

 

（２）現地調査 II 

氏名 業務内容 所属 

折田 朋美 総括 JICA 資金協力業務部実施監理第二課企画役  

村岡 隆之 計画管理 JICA 人間開発部 基礎教育第二課  

吉澤 博幸 業務主任／施設計画 ㈱毛利建築設計事務所 

榎本 久美子 副業務主任 ㈱毛利建築設計事務所 

大島 美保 通訳 ㈱フランシール 

 



２．調査行程 

 

（１）現地調査Ｉ 

 

  

日時 ａ b c d e ｆ ｇ

総括 計画管理 業務主任／施設計画 建築設計1 建築設計2
施工計画／調達／

積算
教育計画1/機材計画 教育計画2 通訳

橘　秀治 田渕　和恵 吉澤　博幸 杉浦　晃 荒又　多美子 関　武秀 髙橋　美奈子 角田　健一 大島　美保

10日間 13日間 18日間 32日間 15日間 16日間 33日間 20日間 35日間

1 2014/10/11 土 東京発→ 東京発→ 東京発→

2 2014/10/12 日 →ダカール着 →ダカール着 →ダカール着

3 2014/10/13 月 東京発→ aに同行

4 2014/10/14 火 東京発→ →ダカール着 同上

5 2014/10/15 水 →ダカール着
教育省及び各州ＩＡと

の協議
同上

6 2014/10/16 木 現地再委託業務 教育関連調査 同上

7 2014/10/17 金 ミニッツ署名、大使館報告、JICA事務所報告 同上 同上

8 2014/10/18 土
団内打合せ、資料整

理、ダカール発

団内打合せ、資料整

理
東京発→

団内打合せ、資料整

理
東京発→ 同上

9 2014/10/19 日 →パリ→ 資料整理 資料整理 →ダカール着 サイト調査準備 →ダカール着 資料整理

10 2014/10/20 月 →東京着 別案件視察 サイト調査準備 積算関連調査 サイト調査準備

11 2014/10/21 火 ダカール発→ サイト調査KA-4 (合同調査） 同上 aに同行

12 2014/10/22 水 →パリ→
サイト調査KA-18,

KA-19,KA-23

サイト調査KA-20,

KA-21
東京発→ 同上 同上 bに同行 同上

13 2014/10/23 木 →東京着
サイト調査KA-3, KA-

5

サイト調査KA-1, KA-

9
→ダカール着 同上 同上 同上 同上

14 2014/10/24 金
サイト調査KA-11,

KA-22

サイト調査KA-6, KA-

10, KA-13
サイト調査準備

ティエス、カオラック地

方積算事情調査
同上 同上 同上

15 2014/10/25 土
サイト調査KA-17,

KA-22 KA-24

サイト調査KA-15,

KA-16
a に同行 同上 bに同行 aに同行 同上

16 2014/10/26 日
資料整理、ダカール

発→
資料整理

17 2014/10/27 月 →パリ→
サイト調査KA-2, KA-

7

サイト調査

KA-8, KA-12
積算関連調査 bに同行 cに同行 bに同行

18 2014/10/28 火 →東京着
サイト調査FT-4, FT-

5, FT-6

サイト調査FT-7, FT-

8
同上 同上 同上 同上

19 2014/10/29 水 サイト調査FT-1 サイト調査FT-2 FT-3 同上 同上 同上 同上

20 2014/10/30 木
サイト調査TH-8, TH-

10

サイト調査TH-3, TH-

9
同上 同上 同上 同上

21 2014/10/31 金
サイト調査TH-2, TH-

7

サイト調査TH-5, TH-

6
同上、ダカール発 同上 同上 同上

22 2014/11/1 土 (Al l  Sa int's  Day) サイト調査TH-4 サイト調査TH-1 →パリ→ 同上 同上 同上

23 2014/11/2 日 資料整理 →東京着 資料整理

24 2014/11/3 月 教育省サイト調査報告
サイト調査まとめ業

務、ダカール発
bに同行

25 2014/11/4 火
（Is l amic New

Year's  Day)
資料整理 →パリ→ 資料整理

資料整理、ダカール

発
資料整理

26 2014/11/5 水 建築関連調査 →東京着 教育省関連部署調査 →パリ→ bに同行

27 2014/11/6 木 同上 同上 →東京着 同上

28 2014/11/7 金

ソフコン調査（ダカー

ル州学校視察・PAES

打合せ）

ソフコン調査（ダカー

ル州学校視察・PAES

打合せ）

同上

29 2014/11/8 土
テクニカルノート案作

成

ソフコン調査（ティエス

州学校視察）
eに同行

30 2014/11/9 日 資料整理
ソフコン調査（NGO打

合せ）、資料整理
e に同行、資料整理

31 2014/11/10 月 教育省協議
FASTEF調査

USAID調査
bに同行

32 2014/11/11 火
教育省協議、テクニカ

ルノート署名
bに同行 同上

33 2014/11/12 水
JICA事務所報告、ダ

カール発

JICA事務所報告、ダ

カール発
同上、ダカール発

34 2014/11/13 木 →パリ→ →パリ→ →パリ→

35 2014/11/14 金 →東京着 →東京着 →東京着

団内打合せ、資料整理

官団員　(JICA)

JICA事務所打合せ、財務省表敬、教育省表敬・協議

サイト視察（カオラック州）

教育省及び各州ＩＡとの協議

ミニッツ協議



（２）現地調査 II 

 

  

ａ b f

総括 計画管理 業務主任／施設計画 副業務主任 通訳

折田　朋美 村岡　隆之 吉澤　博幸 榎本　久美子 大島　美保

1 2015/3/15 日 東京→パリ→  ダカール 東京→パリ→ダカール パリ→ダカール 東京→パリ→ダカール

2 2015/3/16 月

3 2015/3/17 火
カオラック州へ移動

カオラックIEF説明
aに同行

4 2015/3/18 水 ファティックIEF説明 aに同行

5 2015/3/19 木
他案件視察

M/M署名、大使館報告

他案件協議

MM署名、大使館報告
MM署名、大使館報告

ティエスIEF説明

ダカールへ移動
aに同行

6 2015/3/20 金
JICA事務所報告

他案件協議等、ダカール

→

JICA事務所報告

他案件協議等

7 2015/3/21 土 →パリ→ 書類整理

8 2015/3/22 日 →東京着 書類整理 →パリ→ →パリ→ニアメ →パリ→

9 2015/3/23 月 →東京着 →東京着

資料整理  ダカール→パリ

M/M協議(MEN関係局(DEE, DPRE, DAGE, DCS, DEMSG, )

対象3州視学官）

JICA事務所打合せ、教育省表敬、概略設計概要説明(MEN関係局(DEE, DPRE,

DAGE, DCS, DEqS )、対象3州(Kaolack, Thies, Fatick)視学官）

官団員

東京→パリ→ダカール KfW, AfD, UNICEF訪問

JICA事務所報告



３．面会者リスト

 

国民教育省（MEN）     

M.Baba OUSSEYNOU LY - 次官

M.Ibrahima SENGHOR  秘書室 顧問

M. Issa MBOUP  教育企画改革局 事務長

M. Malick SANOKHO 教育企画改革局 計画担当

M. Omar THIAM  教育企画改革局 学校建設モニタリング室長

M. Ibrahima CISS 教育企画改革局 -

M. Yankhoba SAGNA 総務機材局 計画顧問

M. Ibrahima BA  初等教育局 PAES2 コーディネーター 

M. Alioune Badara DIOP  初等教育局 PREMST2 コーディネーター 

M. Mohamed Moustapha DIAGNE 研修コミュニケーション局 局長 

M. Ibrahima SENE 研修コミュニケーション局 事務長 

Mme. Fatou Samb MBOUP 研修コミュニケーション局 アシスタント 

M. Ndiaye MASSEYUI  人事局 コーディネーター 

M. Cheikh FALL 建設局 エンジニア 

M. Sly BADIARE 建設局 主任 

M. Mamadou M. NDIAYE 建設局 プロジェクト主任 

M. Ousmane NDIAYE 中等教育局 -

M. Amar Mbéne AMAR 学校機材局 主任 

   

カオラック州    

M. Alioune NDIAYE カオラック州視学官事務所 州視学官  

M. Géregne Fallen Mbacke 

MBOUP
カオラック州視学官事務所 - 

M. Amadou KONE カオラック州視学官事務所 事務長 

M. Mamadou B.W. NDIAYE  カオラック州視学官事務所 計画担当官

M. Chaif S AïDARA カオラック県視学官事務所 アラブ語教育視学官 

M. Ibrahima SENE カオラック県視学官事務所 計画担当官

 

  



ティエス州     

Mme. Diallo KHADIDIATOU ティエス州視学官事務所 州視学官 

M. Ndioba DIEYE ティエス州視学官事務所 -

M. Moustapha MBAYE ウンブール 2 県視学官事務所 県視学官 

M. Abdou SAMBOU ウンブール 2 県視学官事務所 計画担当官

M. Mamadou FALL ウンブール 2 県視学官事務所 環境・学校生活委員 

Mme. Mayama NDIAYE ティエス市 県視学官事務所 計画担当官 

      

ファティック州     

M. Sarr MANDOUGOU ファティック州視学官事務所 州視学官 

M. Ndiaye Cherif ASSANE ファティック州視学官事務所 計画担当官 

M. Mboup FALLOU ファティック州視学官事務所 - 

M. Cheikh Ameda Tiolire Cisse ファティック州視学官事務所 計画担当官

M. Saidou BA ファティック県視学官事務所 県視学官 

M. Made FAYE ファティック県視学官事務所 事務長 

M. Papa Baidy NIANG ファティック県視学官事務所 計画担当官

M. Mouhamadou BA ジョフィオール県視学官事務所 県視学官 

M. Papa Gorgui NDIAYE ジョフィオール県視学官事務所 事務長 

      

ダカール州    

M. Cheikh SENE 
ダカール州パルセルアセニ県視

学官事務所
計画担当官

M. Younousse MANGA 
ダカール州チャロイエ県視学官

事務所
計画担当官

   

ダカール大学   

M. El hadji Ibrahima DIOP 教育研修技術学部 (FASTEF) 学部長 

     

経済財務省(MEF)   

M. Aminata FALL  経済財務協力局 企画アドバイザー 

   

アメリカ国際開発庁（USAID）   

M. Oumar DIONG - 教育セクター専門家 

   

      



フランス開発庁 （AfD）   

M. Ibrahima DIALLO - - 

      

国連児童基金 （UNICEF）   

M. Macaty FALL - 教育セクター専門家 

      

ドイツ復興金融公庫 （KFW）   

Mme. Marième KANE  プロジェクト専門家 
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セネガル国カオラック州、ティエス州、ファティック州 

中学校建設・整備計画準備調査 協議議事録 

 

 

 セネガル国（以下セネガルと称する）政府より提出された要請に基づき、日本政府は「カオラ

ック州、ティエス州、ファティック州中学校建設・整備計画」（以下「プロジェクト」と称する）

に関する協力準備調査を行うことを決定し、本調査の実施を独立行政法人国際協力機構（以下

「JICA」と称する）に委託した。 

 

 JICAは、セネガルへ人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二チーム課長橘秀治を団長とする

準備調査団（以下「調査団」と称する）を派遣し、2014 年 10 月 12 日より 2014 年 11 月 12 日ま

で同国に滞在する予定である。 

 

 関係者との協議および現地調査の結果、両者は付属書に記載された主要な項目を確認した。 

 

セネガル共和国ダカール 2014年 10月 17日 

 

 

 

 

   

橘 秀治 

団長 

準備調査団 

独立行政法人国際協力機構 

日本 

 

 

 

 

 

ババ・ウセイヌ・リ 

次官 

国民教育省 

 

 

 

 

ママドゥ・ムスタファ・バ 

経済・財務協力局長 

経済・財務省 

セネガル共和国 

 

 

 

4-1 協議議事録（現地調査 I） 和文仮訳 



 

付属書 

１．プロジェクトの目的 

本プロジェクトの目的は、対象地域において、不足する前期中等教育施設を拡充することによ

り、前期中等教育の学習環境が改善されることである。 

 

２．相手国実施責任機関 

2-1. 本プロジェクトの責任実施機関はセネガル国民教育省とする。 

2-2. 本プロジェクト実施に関わる全体的な調整はセネガル国民教育省企画改革局（DPRE）が行う。 

2-3. 本プロジェクト実施に関わる技術的な事項については、セネガル国民教育省総務機材局

（DAGE）、学校建設局（DCS）、学校機材局(DEqS)及びカオラック州、ティエス州、ファティック州

視学官事務所が協力する。 

2-4. 本プロジェクトの関係機関の組織図は別紙 1のとおり。 

 

３．プロジェクト対象サイト 

3-1．本プロジェクトの対象サイトは、セネガル国カオラック州、ティエス州、ファティック州と

する。 

3-2．対象中学校は、別紙 2に示されている要請校の中から、セネガル側の優先順位に配慮しつつ、

サイト調査の結果を踏まえて選定することで両者合意した。併せて、サイト選定に係るクラ

イテリアについては別紙 3のとおりとすることで両者合意した。 

3-3. セネガル側は、別紙 2に示されている要請校について、土地所有権及び学校建設用地として

の使用許可を証明する書類を 11月 10日までに調査団に提出することを約束した。 

 

 

４．プロジェクトコンポーネント 

4-1．プロジェクトコンポーネントについて、教室数が絶対的に不足している状況からプロジェク

トのコンポーネントは教室、管理棟、トイレ棟、教育家具（生徒・教員用の机・椅子、黒板）

とすることを提案し、セネガル側はこれを了承した。 

4-2. 上記 4－1で合意したプロジェクトコンポーネントの内、管理棟については全ての対象校に

整備するものではなく、十分な管理諸室がない対象校のみについて整備することを確認し

た。 

4-3. 塀が必要と判断されたところはセネガル側で負担することを確認した。 

4-4. ソフトコンポーネントについては調査結果を踏まえて実施を検討することで両者合意した。 

 

５．日本の無償資金協力制度 

5-1. セネガル側は、別紙 4、別紙 5、別紙 6、別紙 7 に記載されている日本のコミュニティ開発

支援無償資金協力制度について十分に理解した。 

5-2. セネガル側は、無償資金協力が実施される場合、プロジェクトの円滑な実施のために別紙 8



に記載されているとおりの必要な措置を確実に行うことを約束した。 

 

6．プロジェクト実施のフレームワーク 

調査団は、プロジェクト実施のフレームワークについて以下の通り説明した。 

6-1．無償資金協力が閣議によって承認の後、交換公文（E/N）が日本国政府とセネガル側政府の

間で署名され、引き続き JICAとセネガル側政府との間で贈与契約（G/A）が締結される。G/A

は支払条件、被援助国の責務、調達条件といった、当該プロジェクトの実施に必要とされる

条項を定めるものである。 

6-2．交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）が締結された後、セネガル側政府は日本の調達代理機

関と調達代理契約と締結を行う。 

 

７．協議会 

7-1．プロジェクトの円滑な実施のために、セネガル国側関係機関と JICA の代表者で構成される

協議会を設置することで両者合意した。協議会のメンバーは以下の通りである。 

（１）教育省の代表 

（２）経済財務省の代表 

（３）JICAセネガル事務所の代表 

7-2．協議会は、進捗確認、技術的確認事項、調達に関する事項などプロジェクトに関連し提起さ 

れる、あらゆる事項を協議するために定期的に開催する。 

 

８．環境社会配慮 

両者は、本プロジェクト実施に際し、セネガル政府の環境社会配慮に関する法令・規定及び JICA

が規定する環境社会配慮ガイドラインの双方を遵守して実施する必要があることを確認した。 

 

９．調査のスケジュール（予定） 

9-1. 本調査団は、引き続き 2014 年 11 月 12 日まで調査を継続し、計画コンポーネントの内容お

よび技術仕様の確認、土地証書の提出結果の確認、その他必要な情報収集を行った結果をテ

クニカルノートにまとめる。 

9-2．セネガルでの現地調査結果を踏まえ、調査団は 2015 年 2 月頃まで日本で国内解析を行う。

JICAは、2015年 3月上旬頃にセネガルへ準備調査報告書（案）説明調査団を派遣する。 

9-3. 両者は、上記スケジュールがそれぞれの準備状況に応じて変更となる可能性があることを了

解した。 

 

10．その他協議事項 

10-1. プロジェクト名の変更 

両者は、より案件内容に即した名称とするため案件名を「Projet de construction et 

d’équipement de 300 salles de classe, 100 blocs administratif (BA) et 100 blocs 

d’hygiène (BH) dans les Collèges d’Enseignement Moyen (CEM（中等教育中学校（CEM）の



300 教室、100 管理棟（BA)、100 トイレブース（BH）の建設および設備整備プロジェクト」か

ら、「Projet de Construction de Salles de Classe pour l’Enseignement Moyen dans les Régions 

de Kaolack, de Thiès et de Fatick（カオラック州、ティエス州、ファティック州中学校建設

計画）」に変更することを確認した。日本政府の了解が得られた後、正式に案件名を変更するこ

とを両者は了解した。 

10-2. 先方負担事項 

      セネガル側は、整地、水道・電線の引き込み、境界塀の建設を含むセネガル側負担事項につ

いて、適切な時期に確実に実施すること、そのために必要な予算措置を 2016 年度以降の予算

にて措置することを約束した。 

また、調査団は、本事業実施のための銀行口座開設に係る費用については 2015年予算にて措

置する必要があることをセネガル側に説明し、セネガル側は了解した。 

上記のセネガル側による負担が必要な事項については、調査団（技術チーム）が 2014 年 11

月 11日までにその具体的内容と目安となる金額を提示し、セネガル側は必要な予算措置を必要

とされる期限内に開始することに合意した。なお、両者は、今回現地調査期間中に提示される

目安となる金額が、その後コンサルタントが行う国内解析の結果、修正される可能性があるこ

とを了承した。 

10-3．運営・維持管理 

  セネガル側は建設される施設の運営・維持管理に必要な予算措置を講ずるよう、カオラック

州、ティエス州、ファティック州の各州視学官事務局を介して、地方自治体側に促すことを約

束した。 

10-4．教員配置 

セネガル側は教室が増設される学校に必要となる教員やその他人員を確実に配置することを

約束した。セネガル側は既設中学校の生徒数及び教員数に関する情報を 11月 4日までに調査団

に提出することを約束した。 

10-5. 関係機関間の情報共有について 

プロジェクトの計画策定に向けて最も適切な準備が可能となるよう、セネガル側は本調査に

関する情報を、国民教育省内及びカオラック州、ティエス州、ファティック州の全ての関係機

関の間で十分に共有することを約束した。 

10-6. 必要情報の提出 

調査団は事前に手交済みの質問票に対して 2014 年 11 月 4 日までに回答文書を調査団（技術

チーム）に提出するようセネガル側に依頼し、セネガル側はこれを了承した。 

10-7．本調査団のコンサルタントチームは、ミニッツ署名以降の調査を通じて明らかとなった主

要事項について、現地最終協議時にテクニカルノートに取り纏め、セネガル側と確認する。 

 

 

別紙 1：関係機関の組織図 

別紙 2：要請校リストおよび優先順位  

別紙 3：計画対象校選定基準 



別紙 4：コミュニティ開発支援無償資金協力制度概要(Grant Aid for Community Empowerment of 

the Government of Japan (Provisional)) 

別紙 5：コミュニティ開発支援無償資金協力における実施の流れ(Implementation Flow of Japan’

s Grant Aid for Community Empowerment after E/N and G/A) 

別紙 6：コミュニティ開発支援無償資金協力における手続きの流れ(Flow Chart of Japan’s Grant 

Aid Procedures for Community Empowerment) 

別紙 7：コミュニティ開発支援無償資金協力における資金の流れ (Flow of Funds for 

Implementation under the Japan’s Grant Aid for Community Empowerment) 

別紙 8：被援助国の求められる主な措置(Major Undertakings to be Taken by Each Government) 

（別紙については和訳添付無し） 
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セネガル国 

カオラック州、ティエス州、ファティック州 

中学校建設・整備計画準備調査 

テクニカルノート 

 

 JICAが派遣したカオラック州、ティエス州、ファティック州中学校建設・整

備計画（以下「プロジェクト」と称する）の準備調査団は、2014年 10月 17日

のミニッツ署名後、2014年 11月 12日までコンサルタントチーム（以下「チー

ム」と称す）が調査を実施した。 

「チーム」は、セネガル国関係者と協議し、調査対象地域において現地調査

を行った。 

 

協議及び現地調査の結果、双方は付属書に記述された主要な項目を確認した。 

 

ダカール 2014年 11月 12日 

仏語にてオリジナル 2部を作成 
 

 

 

 

 

 

  

杉浦 晃 

建築設計 

協力準備調査団 

株式会社毛利建築設計事務所 

 

 

 

 

 

 ババ・ウセイヌ・リ 
次官 
国民教育省 

4-2 テクニカルノート（和文仮訳） 



付属書 

 

 

１．要請校 

セネガル側は、3校の変更を要請し、チームは変更した要請校のサイト調査を実

施した。また、優先順位を見直した。 

 

Numb IA 
変更前 変更後 

IEF 学校名 IEF SITES/VILLAGES 

1 Fatick Diofior CEM SIMAL Diofior CEM Ndiol Mangane 

5 Fatick Fatick CEM NDOSS Fatick CEM Darou Salam 

35 Kaolack Nioro 
CEM KEUR MADIABEL 

COMMUNE 
Nioro CEM FA Wack Ngouna 

修正リストは ANNEX-1を参照。 

 

２．土地証書の提出期限 

セネガル側は土地の使用権または所有権を証明する書類について、未提出の学

校分を 2014 年 12 月 19 日までに JICA セネガル事務所に提出することを約束し

た（リストは添付 ANNEXE-2を参照）。 

また、土地の使用に関する問題が発生した場合は、セネガル側の責任で解決す

ることを約束した。 

 

３．計画コンポーネント、計画期規模 

（１）チームは、本計画の計画コンポーネント、計画規模、及び建築計画は「ダ

カール州郊外中学校建設計画」と同様として、一部改善する計画である

ことを説明し、セネガル側はこれを了承した。 

（２）双方は施設コンポーネントにつき、以下の優先順位により協力対象とす

ることを確認した。 

  １）教室 

  ２）教育家具 

  ３）管理棟（校長室、教務助手室、教員室および倉庫） 

  ４）トイレ棟 

（３）双方は、日本の無償資金協力の対象となる協力内容はサイト調査及び国

内解析を通じて決定され、要請のあったすべての内容が必ずしも計画の

対象とならないことを確認した。 

 

４．設計基準および許認可 

（１）双方は、本プロジェクトによって建設される建築物について、室面積、

各部寸法、階段数、構造基準等については、セネガル国の標準を参照し、

必要に応じて改善を加えることを確認した。 



（２）双方は、本プロジェクトによって建設される建築物については、建設お

よび使用に関する許認可を必要としないことを確認した。 

（３）セネガル側は、本プロジェクトは環境影響評価（EIA）においてカテゴリ

ー2（環境への影響が限定的であるプロジェクト）と評価されており、環

境影響に関する調査の実施の必要がないことをチームに説明した。 

 

５．セネガル側負担工事 

（１）チームは、本プロジェクトで想定されるセネガル側負担工事の目安とな

る金額を伝え、予算確保の準備を進めることを要望し、セネガル側は、

これを了承した。各要請校のセネガル負担工事金額は ANNEX-3を参照。 

（２）セネガル側は、建設予定地にある建物、樹木等の工事障害物の除却や造

成工事等の本体工事と一貫して行うべき準備工事は、先行案件に倣い日

本側工事に含めることを検討するように要請した。 

チームは要請を検討し、必要な準備工事の内容、概算費用を概要説明調

査時に知らせる。 

（３）双方は大規模な造成を必要とするサイト、付近に給水施設がないサイト

など、準備工事や本体工事に費用のかかるサイト、及びアクセスが困難

で施工監理に支障のあるサイトは優先度を下げ、建設の条件の整ったサ

イトを優先することを確認した。 

（４）工事中に代替教室の手配が必要となるサイトについては、セネガル側が

準備する。チームはどのサイトにおいて代替教室の手配が必要となるか

を概要説明調査時に知らせる。 

 

６．運営維持管理計画 

（１）双方は、本プロジェクトによって新設・増設される教室に必要な教職員

の配置及び必要な教材等の支給を遅滞なく行うことを確認した。 

 

７. 候補校の取り扱いについて 

セネガル側は、要請校において、セネガル側および他ドナーによる建設計画が

ないことを確認しており、本計画との重複はないことをチームに伝えた。チー

ムは、今後要請校においてセネガル国もしくは他ドナーの計画が判明した場合

は本計画を優先しつつセネガル側で責任をもって調整すること、またセネガル

国もしくは他ドナーによって新たに中学校が建設された場合は、計画教室数の

削減や計画対象からの除外の可能性もあることを説明し、セネガル側はこれを

了解した。 

 

８．質問票 

チームは、インセプションレポートの質問票の提出状況を ANNEX-4 のとおり説

明した。セネガル側は、未提出の回答を関係機関と調整し、2014年 11月末まで

に回答することを約束した。 



 

９．その他 

チームは、本プロジェクトの実施のため 2015年中に必要となる銀行口座開設に

係る費用についてセネガル側に説明した。セネガル側は先行するプロジェクト

の事例を参照し、必要な予算を確保することを約束した。 

 

以上 

4-3 協議議事録 Proces verbal des discussions 



4-3 協議議事録 Proces verbal des discussions 





















セネガル共和国 

カオラック州、ティエス州、ファティック州中学校建設計画 

協力準備調査（現地調査Ⅱ） 

協議議事録 

 

セネガル共和国（以下、「セネガル」と称する）政府より提出された要請に基づき、日本政府は

「カオラック州、ティエス州、ファティック州中学校建設計画」（以下、「プロジェクト」と称す

る）に関する協力準備調査を行うことを決定し、本調査の実施を独立行政法人国際協力機構（以

下、「JlCA」と称する）に委託した。 

 

JICA はプロジェクトに関する協力準備調査団（現地調査Ⅰ）を 2015 年 10 月～11 月にかけてセ

ネガルへ派遣し、協議やサイト調査を実施し、日本での調査結果の技術的審査を経て、協力準備

調査報告書（案）を作成した。 

 

JICA は協力準備調査報告書（案）の内容をセネガル側に説明し、またその内容に関する意見を

聴取するため、2015 年 3 月 16 日から 3 月 20 日までの間、同国に JICA 資金協力業務部実施監理

第二課企画役折田朋美を団長とする協力準備調査（現地調査Ⅱ）調査団（以下、「調査団」と称

する）を派遣した。 

 

関係者との協議の結果、双方は付属書に記述された主要事項を確認した。 

 

 

 

ダカール市 2015 年 3 月 19 日 

 

   

折田 朋美 

団長 

協力準備調査団 

独立行政法人国際協力機構 

日本 

 

 

 

ババ・ウセイヌ・リ 

次官 

国民教育省 

セネガル共和国 

 

 

アブドゥライ・ディアン 

経済財務協力局長 

経済財務計画省 

セネガル共和国 

 

                       

4-3 協議議事録（現地調査 II）和文仮訳 



付属書 

１．協力準備調査報告書（案）の内容 

セネガル側は、調査団によって説明された協力準備調査報告書（案）の内容に関して原則合意

し、これを受け入れた。 

 

２．日本の無償資金協力制度及びセネガル側負担事項 

セネガル側は 2015 年 10 月 17 日に両者が署名した協議議事録の別紙 4、別紙 5、別紙 6、別紙 7

に記載された日本のコミュニティ開発支援無償の仕組みを理解し、別紙 8 に記載された項目の履

行に対し必要な措置を取ることを合意した。調査団は本プロジェクトの実施にあたって必要とな

るセネガル側負担事項の内容（別紙３）及び事業実施工程案（別紙４）について説明した。セネ

ガル側はかかる事項に必要な予算を確保し、スケジュールに則って責務を実行することを約束し

た。 

 

３．本プロジェクトの対象施設・機材 

調査団は、本プロジェクトの協力対象となる施設・教育家具（別紙１）について説明し、セネ

ガル側はこれを了解した。セネガル側は為替の変動や競争入札の結果等によっては学校数を削減

する可能性があることについて理解した。セネガル側は学校数を削減する場合、別紙１の優先順

位に基づき削減すること、日本側が国内解析を通して最終的な決定を下すことに合意した。 

また、両者は、残余金が発生した場合には、コミッティーにより協議して使途を決定すること

を確認した。 

 

４．本プロジェクトに関する情報の秘密保持 

双方は、本プロジェクトに関連するあらゆる資料をプロジェクトの入札終了まで関係者以外の

第三者に開示しないことを確認した。更には、両者は別紙 2 に記載されている事業の想定額がプ

ロジェクトの全ての契約が結ばれる前には開示しないことを合意した。 

 

５．ソフトコンポーネント 

 両者は本プロジェクトにて整備される施設は維持管理が容易な設計であることに加え、既存の

マニュアルやガイドラインの活用が可能であることからソフトコンポーネントを実施しないこと

で合意した。 

 

６．プロジェクトの概算事業費 

調査団は本プロジェクトの概算事業費（別紙２）について説明した。双方は概算事業費につい

て受注者決定まで関係者以外の第三者に開示しないことを確認した。調査団は、概算事業費は概

算であり変更する可能性があることを説明し、セネガル側はこれを了解した。 

 

７．運営・維持管理の遵守 

 セネガル側は、2018 年 10 月の新年度が開始するまでを目途に、本計画の実施に伴い追加で必

要となる計 181 名の教員及び 27 名の教務助手を適切に配置することを確約した。また、運営・維

持管理体制の確立や運営・維持管理に必要な予算の確保・配分を遅滞なく実施することを確約し

た。 

 

８．環境社会配慮 

 セネガル側はセネガルの環境影響評価（EIA）文書に基づいて本プロジェクトが環境影響評価の

実施の義務のないカテゴリーに属することを調査団に説明し、調査団はこれを了解した。 

 

９．今後の予定 



JICA は本協議結果に基づいて最終報告書を完成させ、日本政府の正式承認後にセネガル政府

側に 2015 年 8 月中に提出する予定である。 

 

１０．その他 

（１）本プロジェクトに関して、セネガル政府および他ドナーの事業との重複がないこと、今後、

重複が発見された場合には本プロジェクトを優先させることを両者は合意した。 

（２）中高一貫校（KA-20、ポロハーン中学校）に関し、調査団は本プロジェクトは中学校部分を

整備するものであり、高校部分はセネガル側が整備することを説明しセネガル側はこれを了

解した。また、整備される中学校部分は中学校以外の用途として使用しないことをセネガル

側は確約した。 

 

以  上 

 

別紙 1：対象施設・教育家具リスト 

別紙 2：概算事業費 

別紙 3：セネガル側負担事項 

別紙 4：事業実施工程案



別紙 1 対象施設・教育家具リスト 

 

【学校別対象施設】 

 

 

【教育家具等】 

各諸室には、以下の家具を配置する。 

 

棟名 室名 家具   （ ）内の数値は数量 

教室棟 教室 生徒用机・椅子（2人用）(23)、机(1)、椅子(1) 

管理棟 

校長室・付属倉庫 机(1)、椅子(5)、収納棚 B(1)、収納棚 A(4) 

教員室 机(12)、椅子(24)、収納棚 B(4) 

教務助手室・付属倉庫 机(7)、椅子(7)、収納棚 A(6)、収納棚 B(4)、 

 



別紙２ 協力対象事業の概略事業費 

 本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 13.41 億円となり、先に述

べた日本とセネガルとの負担区分に基づく双方の経費内訳は、本項（３）に示す積算条件

によれば次の通り見積もられる。但し、当該額は交換公文（E/N）上の供与限度額を示すも

のではない。 

 

（１） 日本側負担経費 

日本側負担経費内訳 

費目 概略事業費（百万円） 

施設 
施設建設費 949.4 

992.3 
家具・ステッカー費 42.9 

調達代理機関費 88.8 

設計監理費 249.8 

その他 
弁護士費用 1.7 

第三者検査機関費 8.4 

合計 1,341.0 

 

（２） セネガル側負担経費 

セネガル側負担経費内訳 

費目 金額（FCFA） 日本円換算（円） 

給水引き込み工事 3,947,150 836,046 

塀建設 794,970,000 168,382,596 

銀行手数料 6,331,145 1,341,000 

合計 805,248,295 170,559,642 

 

なお、上述額は 2014 年 10 月の現地調査時に得た情報を基に、日本側が試算した概算額

である。 

 

（３） 積算条件 

① 積算時点  ：2014 年 10 月 

② 為替交換レート ：1ユーロ＝138.94 円 

：1 現地通貨（FCFA）＝0.21181 円 

③ 施工・調達期間 ：工事の期間は業務実施工程に示した通り。 

④ その他  ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえ 

て行うこととする。 

 

 



別紙３ セネガル国側負担事項 

 

本プロジェクトを日本国のコミュニティ開発支援無償資金協力で実施する上で、セネガル

政府が負担すべき項目は下記の通りである。 

 

（１） 本プロジェクトに必要な土地を用意し、教育省が建物を建設する権利を確保する

こと 

（２） 本プロジェクトの実施に先立ち、既存施設及び障害物の解体撤去工事、及び移設

を実施するとともに、整地を行うこと（但し、本プロジェクトの施設の建設予定

地の造成や建設位置にある障害物の解体・移設・撤去工事については、工事を遅

滞なく実施するために日本側負担で実施する。） 

 

（３） 工事完成後に囲い塀の新設または補修、門扉の設置などの外構工事を実施するこ

と 

（４） 工事完了までに電力、上水道の敷地内への引き込みを行うこと（敷地内にある電

力、上水道と本プロジェクトの施設との接続工事は日本側で負担する）、また、本

プロジェクトのコンポーネントに含まれない必要家具を整備すること 

（５） 日本にある銀行との銀行取り決めに基づき、包括的支払い授権書に係る通知手数

料、及び支払手数料を負担すること 

（６） プロジェクトに使用される資機材の輸入、通関が速やかに実施されるよう、必要

な措置を講じること 

（７） 調達代理契約、及び調達代理機関と交わす各契約に基づいた物品及び雇用に関し、

セネガル内で課される関税、国内税、及びその他課税を免除または負担すること。

セネガル側当局は、それらの措置について無償資金及びその利子を使用してはな

らない 

（８） 本プロジェクトに携わる日本国民、または第三国国民―調達代理機関によって雇

用される国民を含む―に対し、セネガルへの入国、並びに滞在に必要な便宜を供

与すること（G/A で使用される、「国民」とは日本の自然人または、日本の自然人

によって経営される日本法人、第三国民の場合は、第三国の自然人または、第三

国の法人を指す。） 

（９） 本プロジェクトで供与される施設機材を適切、かつ効果的に使用し維持すること 

（１０） プロジェクトの範囲内で日本のコミュニティ開発支援無償資金協力によって負担

される費用以外の全ての費用を負担すること 

（１１） 本プロジェクトの実施に関し、適切な社会環境配慮を講じること



サイト毎の相手国側負担工事リスト 

RC門
建設費
W=4.0m

CB塀
建設費
H=2.0m

ヶ所 m
480,000 65,000

FT-1 ジョル　マンガン中学校 1 800 52,480,000
FT-3 スジャン中学校 1 700 45,980,000
FT-4 トッファイ中学校 1 470 31,030,000
FT-7 ンゴニン中学校 1 500 32,980,000
FT-8 ンバダットゥ中学校 0 0 0
KA-2 チョフィオール中学校 1 900 58,980,000
KA-4 ガンジャイ２(ドゥ)中学校 1 400 26,480,000
KA-5 ンブマ中学校 1 840 55,080,000
KA-8 ビタヤン　アブドゥ中学校 1 800 52,480,000
KA-10 ンドファン　ラゲム中学校 1 620 40,780,000
KA-16 クール　ヨロ　ホージャ中学校 1 560 36,880,000
KA-17 ワック　グナ　フランコ・アラブ中学校 1 570 37,530,000
KA-18 カイモー中学校 1 400 26,480,000
KA-20 ポロハーン中学校 1 530 34,930,000
KA-21 クール　セット　ジャフー中学校 1 600 39,480,000
TH-1 ンジャラオ中学校 1 800 52,480,000
TH-2 トコマック中学校 1 800 52,480,000
TH-5 ヤボ　ヤボ中学校 1 600 39,480,000
TH-6 ウンジャンダ中学校 1 400 26,480,000
TH-7 タタゲン　セレレ中学校 1 800 52,480,000

合計数量 19 12,090
合計金額 9,120,000 785,850,000 794,970,000

コード 中学校名

セネガル側負担事項

合計金額
(FCFA)

 



別紙４ 事業実施工程表（暫定） 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

▲ ▲ ▲ ▲
閣議 EN/GA AA コンサル契約

詳細設計・承認

OD/ DD OD/ DD

入札公示～契約

公示 入札 契約 公示 入札 契約

建設工事（第1グループ）
工期14ヶ月

準備 工事 検査

完成 検査

建設工事（第2グループ）
工期13ヶ月

準備 工事 検査

入札・契約

公示 入札 契約 公示 入札 契約

機材、家具調達
第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ

製作 搬入

機材、家具調達
第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ

製作 搬入

2017 2018年 2015 2016

月

閣議、契約等

施設

機材
家具

29.0ヶ月

21.0ヶ月

完成検査

（2019年1月）

第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ 第2グループ

第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ 第2グループ

第1ｸﾞﾙｰﾌﾟ 第2グループ
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No. 名称 形態 発行元 発行年 

1 国家教育状況報告書 2009 ハードコピー 国民教育省 2009 

2 国家教育状況報告書 2013 電子データ 国民教育省 2013 

3 教育統計 2006/2007 電子データ 国民教育省 2007 

4 教育統計 2007/2008 電子データ 国民教育省 2008 

5 教育統計 2008/2009 電子データ 国民教育省 2009 

6 教育統計 2009/2010 ハードコピー 国民教育省 2010 

7 教育統計 2010/2011 電子データ 国民教育省 2011 

8 教育統計 2011/2012 ハードコピー 国民教育省 2012 

9 教育統計 2012/2013 電子データ 国民教育省 2013 

10 教育統計 2013/2014 電子データ 国民教育省 2014 

11 
教育研修セクターにおける質の基準・

規範 
電子データ 国民教育省 2014 

12 
教育訓練セクター中期セクター支出枠

組み 2014/16 
ハードコピー 国民教育省 2013 

13 
教育研修セクター・質・平等性・透明性

改善計画 2013-2025 
電子データ セネガル政府 2013 

 





 6-1 サイト調査結果概要表 (1)

男子 女子

FT-1 1 2 ジョル マンガン中学校 61 1h 02min 舗装＋未舗装（6km）
継続使用可：5+3(建設

中）
間借：2, 仮設:3（敷地外）

有 無 無 無 平坦 不要 無 畑 普通 砂 無 普通
無

5km
市水 無 有 問題なし -

FT-2 2 1 クール サンバ　ジャー中学校 13 0h20min 舗装＋未舗装幹線
継続使用可：4

間借：5（敷地外）,仮設:2
2教室×2の増設計画有

有 有 有 有
図書室
実験室

6 6 平坦 不要 無 樹木 普通 シルト＋砂 無 良 有 市水 無 有 問題なし
USAID（4教室、図書室、実験室、

管理棟、トイレ棟）
政府、NGOが各2教室増設予定

FT-3 3 3 スジャン中学校 8 0h20min 未舗装
仮設教室：6

仮設：3（建設中）
有 無 無 無 0 0 平坦 不要 無 無 硬い 砂質粘土 （可能性） ゆっくり 無 市水 無 無 問題なし

FT-4 4 1 トッファイ中学校 26 25min 幹線＋未舗装（7）
継続使用可：2

間借:2, 仮設：1 （敷地外）
無 無 無 無 0 0 平坦 不要 無 無 普通 砂 無 早い

無
隣小学校

市水 無 無 問題なし -

FT-5 5 5 ダル サラム中学校 41 45min ほぼ幹線沿い
継続使用可：2

仮設：1 (建設計画中）
有 無 無 無 1 1 緩い傾斜 場所による 無 無 普通 砂 無 普通

無
電柱前面道

路
市水 無 有 問題なし -

FT-6 6 2 ウヤル サンデ中学校 11.5 20min 幹線＋未舗装（1.5km）
継続使用可：2

間借:4 (敷地外）
有 無 有 無 0 0 平坦 不要 無 無 普通 砂 無 普通 無 市水 無 無 問題なし -

FT-7 7 3 ンゴニン中学校 40 0h45min 舗装＋未舗装幹線
＋未舗装（12km)

継続使用可：2
間借教室：2（敷地外）

仮設：１（建設中）
無 無 無 無 1 1 平坦 不要 無 無 やや硬い 砂質土 無 早い 無 無

（隣接小学校に市水）
無 無 問題なし

FT-8 8 4 ンバダットゥ中学校 28 0h25min 舗装＋未舗装（5km）
継続使用可：7＋2（建設中）

間借教室：4（敷地外）
有 有 有 有

図書室
実験室

4 3 平坦 不要 無 無 軟弱 砂 無 早い 無 市水 無 有 問題なし
BCI(4教室、図書室、実験室、管理

棟、トイレ棟）

KA-1 9 1 カウィル チャワンド中学校 10 15min 舗装＋未舗装0.3km
継続使用可：2

仮設：2

無
半仮設小

屋
無 無 無 1 1 平坦 不要 無 無 普通 砂 無 普通

無
電柱隣接

市水 無 有 問題なし

KA-2 10 2 チョフィオール中学校 20 30min 舗装＋未舗装7km
継続使用可：2
老朽教室：2

間借:2 （敷地外）
有

有
（家具なし）

有
（家具なし）

無 図書室建設中 8 8 平坦 不要 無 無 やや軟弱 砂 無 早い
無

電柱100m
市水 無 有 問題なし

スイスのNGOより教室建設
の資材を提供され建設中。

KA-3 11 3 シカトゥルーム中学校 20.5 0 h 25min. 舗装 継続使用可：5 無 無 無 無 2 2 平坦 不要 無 樹木 普通 シルト＋砂 無 良
前面道路に

有
（高圧）

無 無 無 問題なし

既存２教室の建設支援をし
た、BUILD-ON(NGO)から
追加教室建設の支援可能

性あり

KA-4 12 4 ガンジャイ 2（ドゥ）中学校 25 0 h 45min. 舗装+未舗装1km
無

間借:4 (敷地外）
無 無 無 無 0 0 平坦 不要 無 樹木 普通 シルト＋砂 無 無 無 無 無 問題なし ー

KA-5 13 5 ンブマ中学校 27.5 0 h 25min. 舗装
無

間借：2（敷地外）
無 無 無 無 0 0 平坦 不要 無 樹木 普通 シルト＋砂 無 良

前面道路に
有

（高圧）
市水 無 無 問題なし -

KA-6 14 6 クール バン ジョップ中学校 30 40min
カオラック市より
未舗装（26km）

継続使用可：2
仮設：3

無 無 無 無 4 4 平坦 不要 やや浸水 無 普通 シルト+砂 無 普通
無

電柱0.2km
市水 無 有 問題なし

KA-7 15 7 バンドゥルー中学校 38 1h 00min 舗装+未舗装0.2km
ほぼ幹線

継続使用可：2
建設中：1

間借:2（敷地外）
有

有
（家具なし）

無 無 0 0 平坦 不要 無 無 やや軟弱
表層：砂
下：粘土

無 やや遅い
無

電柱125m
井戸

（ポンプ）
無 有 問題なし -

KA-8 16 8 ビタヤン アブドゥ中学校 57 0h40min 舗装＋未舗装幹線
＋未舗装（1km）

仮設教室：6
（民間敷地：2＋小学校敷地：4）

間借 無 無 無 0 0 緩い傾斜 不要 無 無 軟弱 シルト（赤茶）＋砂 無 普通
有

（間借施設）
市水

（間借施設）
無 無 問題なし

KA-9 17 9 クール アリ バシン中学校 39 45min 舗装＋未舗装16km 継続使用可:４
無

（仮設）
無 無 無 1 1 平坦 不要 無 無 やや固い シルト 無 普通

無
8km

市水 無 有 問題なし

KA-10 18 10 ンドファン ラゲム中学校 31 30min 舗装＋未舗装0.2km
継続使用可：7

間借:2 (敷地外）
無 無 無 無 2 2 平坦 不要 無 無 粘土 固い 無 普通

無し
電柱150m

無 無 有 問題なし NGOによる１教室建設

KA-11 19 11 ジャー中学校 17 0 h 30min. 舗装+未舗装6km
継続使用可：6

仮設：3（欠陥が多い）
仮設 仮設 仮設 無 4 4 平坦 不要

洪水
（教室裏に

軽微）
樹木 普通 シルト＋砂 有 良 有 市水 無 有 問題なし

KA-12 20 12 ブダヤ セレレ中学校 50 0h45min 舗装＋未舗装幹線
＋未舗装（1km）

継続使用可：2
仮設教室：6

建設中 建設中 建設中 建設中 平坦 不要 無 無 普通 シルト＋砂 無 良 無 市水 無 無 問題なし

KA-13 21 13 ンジエベル中学校 29 45min 舗装＋未舗装（18kmm）
継続使用可：12

仮設：1
有 有 有 有 5 5 平坦 不要 無

無
（搬入用にフェ
ンス一部解体）

普通 砂 無 普通
無

電柱300m
市水 無 有 問題なし

KA-14 22 14 ミクスト ドゥ シバソー中学校 12 0 h 25min. 舗装+未舗装１km 継続使用可：15＋1（建設中） 有 有 仮設 有 図書（仮設） 2 2 平坦
不要

（敷地東側
は要）

洪水
（軽微）

樹木 普通 シルト＋砂 無 ゆっくり 有 市水 無 有 問題なし ー

KA-15 33 2 クール マディー ヤシーン中学校 46 1h15min
ﾜｯｸﾝｸﾞﾅｰから
未舗装（10km）

無
新敷地

間借:5 (敷地外）
無 無 無 無 無 無 平坦 不要 無 無 普通 砂 無 普通 無

無
水栓140m

無 無 問題なし ー

KA-16 34 3 クール ヨロ ホージャ中学校 30 40min
未舗装

ﾜｯｸﾝｸﾞﾅｰからは6km

継続使用可：2
建設中：2
仮設：6

無 無 無 無 2 2 平坦 不要 無 無 やや軟弱 砂 無 普通
無

電柱200m
市水 無 有 問題なし

BUILD-ON(NGO)より
支援された２教室が引き渡

されたばかり

KA-17 35 1 ワック グナ フランコ・アラブ中学校 35 1 h 00min. 未舗装
無

間借:1（敷地外）
無 無 無 無 無 無 平坦 不要 無 無 普通

シルト＋粘
土

無 ゆっくり 無 無 無 無 問題なし

KA-18 36 4 カイモー中学校 27 0 h 35min. 舗装+未舗装17km
継続使用可：4

間借:6 (敷地外）
無 無 無 無 1 1 平坦 不要 無 無 普通 シルト＋砂 無 良 75m北 無 無 無 問題なし -

KA-19 37 5 カバコト中学校 21 0 h 25min. 舗装+未舗装11km
継続使用可：3

間借:4 (敷地外）
無 無 無 無 1 1 平坦 不要 無 無 硬い シルト 無 ゆっくり 高圧 市水 無 無 問題なし BCI(2教室）の建設候補地？

KA-20 38 6 ポロハーン中学校 7 10min 舗装道路沿い
継続使用可：17

仮設:4
無 無 有 無 12 12 平坦 不要 無

仮設教室
藁葺き

普通
粘土

（ラテライト）
無 普通 有 市水 無 有 問題なし

KA-21 39 7 クール セット ジャフー中学校 6 15min 未舗装（悪路）
継続使用可：2

建設中:2
有 無 無 無

2
建設中

2
建設中

平坦 不要 無 無 固い
粘土

（ラテライト）
無 普通 無 市水 無

有
建設中

問題なし

KA-22 40 8 クタンゴ中学校 45 1 h 10min. 未舗装
継続使用可：4

仮設：2
無 無 無 無 4 4 傾斜 切土、盛土 無 無 普通 シルト（茶） 無 ゆっくり 無

無
(近隣村から

運搬)
無 有 問題なし

KA-23 41 9 パオスコト中学校 6 0 h 10min. 舗装+未舗装0.5km
継続使用可：7
間借:3(敷地外）

有 有 有 有 6 6 平坦 不要 無 無 普通 シルト＋砂 無 ゆっくり 有 市水 無 無 問題なし ー

KA-24 42 10 サボヤ中学校 52 1 h 20min. 未舗装
継続使用可：2
間借：3 仮設：2

無 無 無 無 4 4 緩い傾斜 不要 無 無 普通 シルト 無 ゆっくり 無 市水 無 有 問題なし

TH-1 23 1 ンジャラオ中学校 42 0h50min 舗装＋未舗装（7km）
継続使用可：6

間借教室：3（敷地外）
有 無 有 有 売店 2 2 緩い傾斜

一部起伏有
不要

風成砂
強風

無 軟弱 砂 無 早い 無 市水 無 無 問題なし

TH-2 24 2 トコマック中学校 50 1h 舗装＋未舗装（4km）
継続使用可：2（建設中）
間借:4, 仮設:3 （敷地外）

無 無 無 無 0 0 平坦 不要 無 樹木 やや軟弱 砂 無 やや早い 無
隣小学校

100m
無 無 問題なし

隣に般無償小学校
（2004年）

TH-3 25 3 アガ ンジマック中学校 43 0h50min 舗装＋未舗装幹線
＋未舗装（5㎞）

継続使用可：2
仮設：2+1（建設中）

有 無 無 無 緩い傾斜 不要 無 無 普通 砂質粘土 無 良 無 市水 無 無 問題なし

TH-4 26 4 セセン中学校 25 30min 幹線沿い
継続使用可：4

建設中：2
間借:2 (敷地外）

無 無 無 無 平坦 不要 無 無 普通 砂 無 やや早い
無

敷地隣接
有 無 有 問題なし ー

TH-5 27 5 ヤボ ヤボ中学校 35 0h30min 舗装＋未舗装幹線
継続使用可：3

間借：2、仮設：2（敷地外）
間借 無 無 無 青空教室も実施 緩い傾斜 不要

洪水
（多雨時、敷
地の一部）

無 普通 シルト＋砂 無 ゆっくり
有

（間借施設）
市水 無 有 問題なし

TH-6 28 6 ウンジャンダ中学校 30 0h30min 舗装＋未舗装（0.3km） 間借、仮設：6（敷地外） 間借 無 間借 無 平坦 不要 無 無 硬い シルト＋砂 無 早い
有

（間借施設）
市水

（間借施設）
無 無 問題なし

TH-7 29 7 タタゲン セレレ中学校 43 47min 舗装＋未舗装（4km） 継続使用可：3 無 無 無 無
緩い傾斜、
起伏有り

盛切土 無 無 普通 砂 無 非常に早い
無

電柱2km
空井戸
（2箇所）

無 建設中 問題なし ー

TH-8 30 8 ンジェマン中学校 24 48min 舗装＋悪路（6km）
継続使用可：3

仮設：4
無 無 無 無

平坦
一部起伏有

不要
（多少切土）

無 無 非常に固い 粘土 有 やや遅い
無

電柱5km
市水 無 有 問題なし ー

TH-9 31 9 ンゲニエン中学校 40 0h50min 舗装＋未舗装幹線
継続使用可：10

間借：5(敷地外)、仮設：2
有 有 有 有

1教室父母会
により建設中

1 1 平坦 不要 無 樹木 普通 シルト＋砂 無 早い 有 市水 無 有 問題なし

TH-10 32 10 ファジャール中学校 43 1h 05min 舗装＋未舗装（10km）
継続使用可：5

間借:4 (敷地外）
無

無
（建設中）

有 無 1 1 平坦 不要 無 樹木（小木） 普通 砂 無 普通
無

（前面道路）
有 無 有 問題なし ー

3　（共用）
14°27'14.70N
16°16'46.02W

2　（共用、間借）
14°13'40.50N
16°16'51.24W

13° 54' 42.61" N
15° 55' 08.18" W

14°14'12.9N
16°10'10.5W

13°55'58.38N
16°16'39.48W

13°47'18.96N
15°47'49.02W

13°40'25.8N
16°04'15.84W

14° 31' 25.38" N
16° 34' 40.53" W

14° 00' 24.11" N
16° 14' 14.24" W

13°55'5.22N
16°16'35.46W

14° 03' 31.79" N
16° 02' 45.22" W

14° 32' 59.18" N
16° 09' 55.76" W

14° 17' 42.59" N
16° 20' 05.78" W

男子小1＋大４

14° 09' 50.30" N
16° 45' 59.03" W

14° 27' 04.59" N
16° 37' 46.84" W

建設中
小1＋大4

敷地 地質

倉庫
IEFからの

距離
（ｋｍ）

建設障害物教員室
便所

所用時間 道路状況 教室 浸透能力

14°7'41.34N
16°16'49.26W

3

女子2＋男子2
＋1

治安

インフラ

N W他ドナー、政府プロ
ジェクト

排水

ジョフィオー
ル

ファティック

14° 01' 21.71" N
16° 09' 12.42" W

14° 18' 27.96" N
16° 51' 08.05" W

14°31'34.74N
16°16'17.70W

校長室
自然災害・

被害

ティエス ンブール2

カオラック

14°11'30.18N
16°09'16.86W

13°54'5.7N
16°04'13.26W

IA

ファティック

カオラック・
デパルトマ

ン

14° 20' 28.94" N
16° 09' 35.14" W

ID

13°46'14.52N
15°34'58.62W

13°46'27.12N
15°38'30.66W

13°45'27.84N
16°03'27.78W

14°14'29.82N
16°16'58.1W

ニョロ

14°31'56.52N
16°16'18.18W

13°37'20.1N
16°05'3.66W

14°16'54.12N
16°16'47.28W

14°34'53.70N
16°16'36.18W

14°14'13.50N
16°16'14.34W

14° 16' 49.17" N
16° 41' 57.21" W

14° 25' 36.50" N
16° 44' 46.97" W

既存施設アクセス

学校名
造成

サーベイ
ヤント室

13°58'54.54N
15°59'23.76W

その他 給水

13° 41' 20.49" N
15° 45' 54.79" W

13° 42' 14.03" N
15° 49' 4.97" W

13° 44' 09.31" N
16° 00' 52.92" W

13° 42' 34.67" N
16° 06' 55.11" W

14° 18' 03.69" N
16° 14' 07.56" W

14° 25' 03.61" N
16° 18' 23.29" W

地勢

14° 01' 33.07" N
15° 49' 11.59" W

3　（共用）

3　（共用）
14°21'6.78N

16°16'42.48W

優先
順位

コードIEF
浄化槽

GPS cordinationその他

土質地盤 膨張土 電気





 6-1 サイト調査結果概要表 （2）

IA IEF ID コード 要請校名 創立年
CEM/
リセ

移動教室 入学制限 中1男 中1女 中2男 中2女 中3男 中3女 中4男 中4女 高1男 高1女 高2男 高2女 高3男 高3女 生徒数合
計

予定ク
ラス数

カリキュラ
ム時間確保

中学教員資
格保持者

無資格教
員

合計教員
数

校長
教務助
手

継続使用可
能教室

（建設中含
まず）

間借教室
仮設教室

（建設中含ま
ず）

生徒数/
クラス

生徒数/教
室

生徒数/恒
久教室

1 FT-1 ジョルマンガン中学校 2010 CEM あり 77 88 75 63 80 70 47 44 544 10 × 5 5 10 1 1 5 2 3 54 54 109

2 FT-2 クールサンバ　ジャー中学校 2005 CEM あり 112 101 102 87 102 89 92 74 759 13 〇 12 4 16 1 2 4 5 2 58 69 190

3 FT-3 スジャン中学校 2013 CEM あり 278 6 〇 3 0 3 1 0 0 0 6 46 46

4 FT-4 トッファイ中学校 2010 CEM あり 72 92 60 52 539 8 × 2 7 9 1 1 2 2 1 67 108 270

5 FT-5 ダルサラム中学校 2013 CEM あり あり 162 4 〇 2 1 3 1 0 2 0 0 41 81 81

6 FT-6 ウヤルサンデ中学校 2010 CEM あり 384 7 × 8 1 9 1 1 2 4 0 55 64 192

7 FT-7 ンゴニン中学校 2012 CEM あり 63 57 71 39 46 40 29 22 367 7 × 5 0 5 1 0 2 2 0 52 92 184

8 FT-8 ンバダットゥ中学校 2007 CEM 710 13 〇 7 11 18 1 3 7 4 0 55 65 101

9 KA-1 カウィルチャワンド中学校 2011 CEM あり 58 53 49 32 24 27 18 15 276 6 × 3 6 9 1 1 2 0 2 46 69 138

10 KA-2 チョフィオール中学校 2008 CEM あり 54 71 42 31 65 74 57 29 423 8 〇 1 10 11 1 1 2 2 2 53 71 212

11 KA-3 シカトゥルーム中学校 2011 CEM あり 508 10 × 3 6 9 1 0 5 0 0 51 102 102

12 KA-4 ガンジャイ 2（ドゥ）中学校 2012 CEM あり あり 99 134 112 107 84 95 54 72 757 不明 × 3 9 12 1 3 0 4 0 189

13 KA-5 ンブマ中学校 2011 CEM 580 13 〇 8 8 16 1 1 0 2 0 45 290

14 KA-6 クールバンジョップ中学校 2007 CEM あり 74 82 63 81 58 87 33 32 510 9 〇 3 6 9 1 1 2 0 3 57 102 255

15 KA-7 バンドゥルー中学校 2010 CEM あり 40 66 55 60 48 42 60 37 408 9 〇 6 5 11 1 0 2 2 0 45 102 204

16 KA-8 ビタヤンアブドゥ中学校 2012 CEM 59 45 54 30 37 16 18 7 266 6 〇 0 5 5 1 0 0 0 6 44 44

17 KA-9 クールアリバシン中学校 2010 CEM 100 82 47 43 33 18 25 10 358 8 × 2 8 10 1 1 4 0 0 45 90 90

18 KA-10 ンドファンラゲム中学校 2009 CEM あり 100 110 103 93 85 99 108 107 805 13 ？ 13 6 19 1 4 7 2 0 62 89 115

19 KA-11 ジャー中学校 2002 CEM あり あり 78 111 76 78 61 88 119 142 753 14 × 4 19 23 1 3 6 0 3 54 84 126

20 KA-12 ブダヤセレレ中学校 2010 CEM 46 42 26 30 26 43 42 29 284 8 〇 6 4 10 1 0 2 0 6 36 36 142

21 KA-13 ンジエベル中学校 2004 CEM あり 118 84 70 94 68 62 64 64 624 13 〇 9 6 15 1 2 12 0 1 48 48 52

22 KA-14 ミクストドゥシバソー中学校 2004 リセ あり あり 117 144 99 114 104 119 53 63 105 78 84 33 54 33 1,200 22 〇 22 12 34 1 6 15 0 0 55 80 80

33 KA-15
クールマディーヤシーン中学

校
2011 CEM あり 68 48 34 37 28 35 49 36 335 8 〇 4 4 8 1 0 0 5 0 42 67

34 KA-16 クールヨロホージャ中学校 2010 CEM あり 51 60 58 67 44 27 58 35 400 8 × 5 5 10 1 1 2 0 6 50 50 200

35 KA-17
ワックグナフランコ・アラブ

中学校
2011 CEM 28 18 24 26 18 13 16 7 150 4 × 2 4 6 1 2 0 1 0 38 150

36 KA-18 カイモー中学校 2006 CEM 111 143 99 116 71 47 54 41 682 不明 〇 2 9 11 1 3 4 6 0 68 171

37 KA-19 カバコト中学校 2008 CEM あり 357 7 〇 1 8 9 1 1 3 4 0 51 51 119

38 KA-20 ポロハーン中学校 2003 リセ あり 123 158 116 113 96 68 131 97 131 97 1,130 21 〇 10 16 26 1 5 17 0 4 54 54 66

39 KA-21 クールセットジャフー中学校 2012 CEM あり 36 46 35 40 15 20 20 22 234 6 × 3 5 8 1 1 2 0 0 39 117

40 KA-22 クタンゴ中学校 2009 CEM 28 25 31 21 25 23 20 19 192 4 〇 1 6 7 1 1 4 0 2 48 32 48

41 KA-23 パオスコト中学校 2001 CEM 82 91 35 55 36 51 64 64 478 10 〇 4 10 14 1 4 7 3 0 48 48 68

42 KA-24 サボヤ中学校 2009 CEM あり 56 55 35 31 28 41 32 41 319 8 〇 1 9 10 1 1 2 3 2 40 46 160

23 TH-1 ンジャラオ中学校 2009 CEM あり 83 167 60 131 112 169 56 132 910 11 × 5 8 13 1 1 6 3 0 83 101

24 TH-2 トコマック中学校 2010 CEM あり 536 10 × 5 8 13 1 2 0 4 3 54 77

25 TH-3 アガンジマック中学校 2011 CEM あり 77 34 55 93 36 59 72 46 472 8 × 4 5 9 1 1 2 0 2 59 118

26 TH-4 セセン中学校 2009 CEM あり あり 39 57 70 69 43 64 72 86 500 8 × 7 2 9 1 2 4 2 0 63 83

27 TH-5 ヤボヤボ中学校 2011 CEM あり 55 59 52 47 65 67 44 67 456 8 × 9 0 9 1 1 3 2 2 57 65 152

28 TH-6 ウンジャンダ中学校 2011 CEM あり 37 58 30 60 49 44 7 34 319 7 × 4 3 7 1 1 0 4 2 46 53

29 TH-7 タタゲンセレレ中学校 2011 CEM あり 387 7 × 8 0 8 1 1 3 0 0 55 129 129

30 TH-8 ンジェマン中学校 2010 CEM あり あり 380 8 〇 6 6 12 1 1 3 0 4 48 54 127

31 TH-9 ンゲニエン中学校 1992 リセ あり 140 184 157 195 158 189 133 164 60 93 1,473 22 × 15 17 32 1 7 10 5 2 67 87 147

32 TH-10 ファジャール中学校 2008 CEM 55 56 49 72 32 50 36 25 375 9 × 7 6 13 1 2 5 4 0 42 42 75

＊ID No.21, 22, 38については、2013/14年度の生徒数

ニョロ
133 84 50

カオラック

90

122 122 95 48

80 80 120 100

ティエス ンブール2

135 136 154 111

190 173 173 174

カオラック・デ
パルトマン

150 140 120 98

169 151 141 119

52

ファティック

ジョフィオール

110 90 78 -

ファティック

140 123

82 40 40

110 132 90





6-2 計画対象校配置図
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